
１　杉並区総合計画・杉並区実行計画（第1次） ※網掛けの部分は、計画に反映させた意見

No 意見概要 区の考え方

1

計画の目的に「時代の変化に対応した区政を」と
あるが、時代の変化だけでなく、コロナや大災害
で環境が急変することも想定すべき。計画期間
に、実行計画には「必要に応じて毎年度修正」と
いうことが書いてあるのに、それ以外の計画には
ない。他の計画も毎年度見直ししたほうがいいの
ではないか。

時代の変化だけでなく、社会経済環境などにも即
時に対応する必要があることから、記載を修正し
ます。
また、変化の激しい時代に柔軟な区政運営を進め
ていくためには、実行計画のみならず、その他の
計画についても、必要に応じて毎年度修正を行う
ことが重要であることから、記載を追記します。
〔資料2（1）総合計画No1、4〕

2

達成度評価のために、施策指標は基本構想で目指
す姿を十分踏まえた指標になっているか、今一度
見直してほしい。

総合計画等は、基本構想の内容を踏まえて策定す
るものであり、施策指標は、取組の成果を定量的
に示し、数値化することを原則に設定していま
す。なお、時代の変化等に迅速に対応するため、
必要に応じて計画を毎年度修正することとしてお
り、施策指標も適時見直します。

3

計画立案の前提明示を。区が認識している杉並区
の特性と抱える問題、課題を明示すべきである。
例えば、「昼夜間人口の差」がある。昼間人口が
多い地域は文化施設や大規模商業施設などの都市
インフラが充実しているという傾向がみられ、夜
間人口が多い地域は住宅が多く、生活に密接した
ショップや生活サービスが充実していると考えら
れる。

区の今後の人口見通しについて、令和47年（2065
年）までを対象期間とした将来人口推計を行い、
これを基礎に、各計画案を策定したところです。
総合計画において、区が抱える現状と課題を示す
とともに、計画最終年度の目標を掲げており、目
標実現のため、実行計画等の取組を進めていきま
す。

4

人口問題ではどこでも生産人口が減少し高齢者が
増加するとなっているが、生産人口については国
の方針に従い外国人労働者の採用を考慮すること
も含め、区としての対応が欲しい。

本格的な超高齢社会が到来する中、外国人を含め
た多様な方たちの就労促進は重要な視点であり、
今後研究していきます。

5

文章は行政用語が多く、固い印象があるので、分
野別にサブタイトルを入れてはどうか。

総合計画の施策名や実行計画の事業名などは、端
的でわかりやすさを意識して設定しています。分
野別にサブタイトルを入れることは現状考えてい
ませんが、計画に対する区民の理解がより深まる
ように、記載内容や周知方法など常に工夫してい
きます。

6

ＩＣＴという略称で済ませるのではなく、意味が
伝わるような正式名称を示したほうがよいのでは
ないか。

各計画の内容が区民にとってわかりやすいものと
なるよう、略称や専門用語などについては、注釈
を付記しています。

7

課題解消のため、条例・法律等の活用を考え制定
することも施策に入れることが肝要。

総合計画に掲げる施策目標実現のため手段とし
て、必要に応じて条例の制定や法律の活用等も検
討していきます。

8

総合計画・実行計画について、どのようなメン
バーで、どのような会議の積み重ねの中でできた
ものか知りたい。区民の代表の参画があったのか
どうかも知りたい。区民の意見がこれまでどのよ
うに反映されてきたのかも明らかにしてほしい。
計画の段階から区民の参加を望む。

総合計画・実行計画等の検討に当たっては、公募
区民や区内関係団体等からなる基本構想審議会の
議論等を踏まえ、庁内の検討により、計画案を取
りまとめました。
今後、各計画の改定時などにおいては、引き続き
区民意見の聴取に努めていきます。

新たな杉並区総合計画等計画案に対する区民等の意見概要と区の考え方について

計画全体について

資料１
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No 意見概要 区の考え方

9

総合計画について、区報はきれいごとだけのイ
メージ広告みたいで、ＨＰや縦覧ファイルは行政
文書をそのまま並べただけで、わかりやすく説明
しようという意思が感じられない。今後の杉並区
の方向を定める重要な案であり、すべての区民に
関わることである。全区民に知らせ、意見を募集
すべきである。区報を全戸配布したが、漠然とし
たイメージだけで、具体的に施設再編であればど
の施設がなくなるのか新設施設はどこにどのよう
に作られるのか、などが書かれていないし、優先
整備路線についてもどこの道路か、どのくらいの
立ち退き等の必要があるのか、などが書かれてい
ない。
ＨＰにおいても、もっと大きく目立つ位置に掲載
するべきである。計画の本文は行政文書そのまま
のＰＤＦで延々と何ページも続き、予備知識なし
では何がどこにあるのか探すことも困難である。
説明会の日程は投函もされず、区の掲示板にも
貼っていない。各地域でわずか一回しかやってい
ない。オープンハウスなのに一日だけというのも
ありえない。
区民からの意見を募る意識がないとしか思えない
し、あえてわかりにくくとっつきにくくすること
で、区民からの意見を拒む姿勢ではないか。

10

対話の場について、告知が不十分、回数が足りな
い、区内全域で行ってほしい。今回のパブコメ対
象となる６つの計画についても、計画作成前から
の区民への説明や対話が足りない。対話に十分な
時間をかけて立場の違う人同士が 譲り合い納得
できる結論を導き出す努力をしてほしい。
【他、同趣旨２件】

11

これらの計画をどのように実行できるかがカギに
なるかと思うが、その進捗状況を区民に対して、
どのような頻度と方法で共有いただけるのか教え
てほしい。
【他、同趣旨１件】

12

「総合計画等の進捗状況・達成度の公表」は単に
区民に周知するだけでなく、達成度評価への区民
参加の仕組みが必要である。他区では、基本計画
の達成度評価を対象とした「外部評価区民ワーク
ショップ」を過去に開催した例もある。

13

住民の「いのちとくらしを守る」という地方自治
法の原点に立ち戻ることを強く求める。
特に区長の反･非住民姿勢を改めてもらうこと
が、総合計画の第一に持ってこなければならない
ことと考える。

14

福祉への予算を削ることは「財政効果」ではな
い。必要な福祉は税金で対応してほしい。

総合計画等の計画案の区民等意見の募集に当たっ
ては、広報すぎなみの全戸配布やホームページ等
による周知に加えて、区内７地域において計画案
の説明会を開催しました。
また、区政全般に係る計画として、６つの計画案
を同時に意見募集したことから、意見提出期間を
通常の区民等意見提出手続よりも長い36日間とし
たところです。
広報は、読みやすさにも配慮し、表やグラフ、イ
ラストを織り交ぜながら、各計画のポイントを
絞って掲載しました。
計画案については、区立施設再編整備の取組にお
いて地域ごとの取組をまとめたページを設けるな
ど、区民の理解が深まるように努めたところで
す。
説明会は、10月１日号の広報や町会掲示板などで
日程を周知したうえで、感染症対策を講じながら
開催しました。なお、説明会の資料は、区公式
ホームページで掲載したほか、説明会の様子を動
画でも配信しました。
今後も、区の取組が区民等に確実に伝わるよう、
広報・ホームページへの掲載の工夫とともに、区
民参画の場の確保について引き続き努めていきま
す。

総合計画等の進捗状況や達成度について、毎年
度、広報・ホームページのほか、ＳＮＳなどの多
様なツールで公表していきます。また、無作為抽
出により参加者を募る区民懇談会を開催するなど
により、区民と総合計画等の取組を共有したうえ
で、区政への参加意識を高めていきます。

本格的に到来する超高齢社会への対応や子育て支
援策の充実、首都直下地震等災害への備えなど、
山積する行政課題に着実に対応するとともに、新
たな行政需要にも迅速に対応しながら、引き続き
区民福祉の向上に向けて取り組んでいきます。
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No 意見概要 区の考え方

15

新しい杉並区の総合計画等は杉並区基本構想のも
と特に教育に関しては杉並区教育ビジョン(杉並
区教育大綱)を念頭に策定されるものだと理解し
ている。新しい総合計画等は教育に関し現在ある
杉並区教育ビジョン2012を杉並区教育大綱として
策定されたのか。並行して策定されていた杉並区
教育ビジョン2022との整合性が図られているので
あれば、その旨の記載を行うほうが丁寧ではない
か。

新たな総合計画等につきましては、区の新基本構
想と整合を図り策定した「杉並区教育ビジョン
2022」の内容も十分に踏まえ、策定します。
なお、今後策定する「杉並区教育ビジョン2022推
進計画」を含む各分野別計画と総合計画等との関
係性については、分野別計画内で記載します。

16

施策名について、「しなやか」は「弾力がある、
柔らかい」あるいは「上品なさま」を言い表す文
言であり、防災・減災に使われる形容詞としては
意味不明である。基本構想では事前復興の概念を
入れて「今まで経験したことのない災害を想定
し、復興に備えた防災・減災の取組」と記載して
いる。総合計画でも基本構想と同様の表現にした
ほうがよいのではないか。

施策名で使用した「強くしなやか」という表現に
ついては、「強くしなやかな国民生活の実現を図
るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法
（平成25年法律第95号）」が目指す、「大規模自
然災害時に、人命を守り、経済社会への被害が致
命的にならないようにする「強さ」と、受けた被
害から迅速に回復する「しなやかさ」を備えた国
土、経済社会システムの構築」を踏まえたもの
で、区基本構想の取組の方向性に合致したもので
す。

17

計画最終年度の目標について、「倒れにくい」
「燃えにくい」「水害が起こりにくい」に加え、
「被災しても復旧・復興しやすい」まちづくりを
目標に据えるべきである。今後は気候変動が激甚
化するため、水害への適応策も必要になる。水害
が発生しても生活再建ができることを目標とし
て、区として行う区民への情報提供等を記載して
ほしい。

地域強靭化の取組は重要な課題であると認識して
いることから、ご指摘を踏まえ、被災しても復
旧・復興しやすいまちづくりについて、「施策の
現状と課題」及び「計画最終年度の目標」に追加
します。
これまで以上に都市型水害への対策は重要な課題
であり、区が発行する「わが家の水害ハザード
マップ」では、大雨に日頃から備えておくべきこ
との紹介に加え、水害によって被災した際の連絡
先を記載しています。また、区公式ホームページ
でも被災後の各種相談について「被災者への支
援」ページで紹介しており、今後も生活再建に向
けた情報発信に努めていきます。
〔資料2（1）総合計画No11〕

18

施策１について、施策の現状と課題に「区内には
大規模災害時に木造住宅密集地域等において、延
焼被害の拡大が懸念される地域があるため、建築
物の 耐震化や不燃化を進めることが喫緊の課
題」とあるが、危険度の高い地域は「杉並区東
部」であることことから、その記載とそれに対す
る施策指標の現状と目標値を記載し、問題意識を
持って施策を進めるべき。

区まちづくり基本方針において、区東部は特に木
造住宅が密集し、延焼の危険性が高い地域と位置
付けているなど、ご指摘の点は、区でも十分認識
しています。ただし、延焼の広がりが懸念される
地域は、区西部にも一部あり、誤解を招きかねな
いことなどから、総合計画では地域を限定しない
こととしました。実行計画では、区東部に広がる
木造住宅密集地域等を対象に、建築物の耐震化・
不燃化の促進を強化します。施策指標について
は、重点的に整備を進めている不燃化特区（杉並
第六小学校周辺地区及び方南一丁目地区）の不燃
領域率を用いています。

19

施策1について、施策の現状と課題に「消火困難
地域の解消」を追記した上で、杉並区東部、阿佐
谷南北、高円寺南北、天沼、松ノ木、成田東、方
南などの名称を追記してほしい。解消には幅6ｍ
以上の道路が必要であり、課題として認識し、
しっかりとした目標値を掲げてほしい。

「すぎなみの道づくり（道路整備方針）」に基づ
き、幅員6m以上の主要生活道路の整備を目指して
います。
整備延長などの目標値の設定は、主要生活道路の
整備が事業化された後に検討します。区内の広範
囲に関わりますので、現時点では個別の地域名称
は掲載していません。ご意見は今後の参考にさせ
て頂きます。

施策１　強くしなやかな防災・減災まちづくり
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No 意見概要 区の考え方

20

施策1について、2つの現状と課題の記載に、杉並
区東部、阿佐谷南北、高円寺南北、天沼、松ノ
木、成田東、方南などの名称を追記してほしい。

総合計画では地域を限定した記載は避け、また狭
あい道路の整備については、木造住宅密集地域や
拡幅整備の必要性が高い路線などを重点に区全域
を対象として整備を進めていることから、丁目の
記載はしていませんが、ご指摘の趣旨を踏まえ、
実行計画「2 木造住宅密集地域等の解消に向けた
不燃化促進」のなかで、対策強化を図る丁目を記
載します。
〔資料2（2）実行計画No1〕

21

高円寺地区は地区に密集し、防火の面で何の改善
もされていない。

高円寺地区については、ＪＲ阿佐ヶ谷駅東側から
JR高円寺駅西側の広範囲に、「新たな防火規制区
域」を指定するとともに、一部地域では、老朽建
築物の除却や不燃化建替えの支援を行い、不燃化
の促進を図っています。また、高円寺北地区の馬
橋公園周辺では、気象研究所跡地周辺地区地区計
画に基づき、防災性の向上を進めており、現在、
馬橋公園の拡張整備を行っています。
さらに、高円寺南地区の杉並第六小学校周辺につ
いては、国・都の交付金・補助金を活用し、不燃
化建替えの支援強化や公園、道路拡幅の整備を実
施しています。引き続き地域の皆様のご協力のも
と防災性の向上に努めていきます。

22

木造密集地域の対象地域に、天沼１、２、３丁目
を加えることを要望する。

天沼１、２丁目については、建築物の耐震化・不
燃化に係る各種支援の対象地域に新たに加えて取
り組んでいきます。天沼３丁目については、平成
７年（1995年）から約15年間、国の住宅市街地総
合整備事業（密集住宅市街地整備型）を導入し、
天沼弁天池公園や道路の整備、共同建替えなどを
行いました。また、平成16年（2004年）に敷地面
積の最低限度や新たな防火規制区域の指定を図
り、規制誘導による防災性の向上を進めているこ
とから、天沼３丁目については、支援対象地域に
は含まないこととしています。

23

施策1について、区内の国有地・区有地を「不燃
化促進用地（例）・たね地」とすることを施策に
挙げ、「不燃化促進用地（例）取得面積」を指標
名とし目標値を設定してほしい。６ｍ道路の拡
幅、狭あい道路の解消のための拡幅整備推進に
は、セットバックの依頼・強制だけでなく、区が
「たね地」という考え方を施策に取り入れ、活用
することが役に立つ。

不燃化も含めて道路拡幅等については、補助制度
の運用や普及啓発等により総合的に取組を進めて
おり、公有地の活用はその一手段に過ぎないた
め、ご指摘の指標導入については困難と考えてい
ます。
なお、区では蚕糸試験場跡地周辺地区などにおけ
る不燃化促進に係る事業において、地区内の国有
地等を交換用地（たね地）として活用し、道路整
備を進めてきた実績はあり、現在も区内の国有地
の動向については、国と連携を図りながら常に把
握するよう努めています。

24

目標に向けた施策指標の設定に、以下の指標の追
加を検討してほしい。
・空地やオープンスペースの確保面積、到達距離
・水防情報システムの改修率

広域避難場所の指定については東京都で行ってお
り、指定に当たっては、一定の指標をもって行っ
ています。
今後とも区では、安全・安心な都市づくりの実現
に向けて、区内の公園・広場等のオープンスペー
スを、広域避難場所として指定するよう都に要望
していくため、公園・広場等のオープンスペース
の確保を努めます。
水防情報システムは、各機器の耐用年数を考慮し
て改修を計画的に行っており、到達目標を検討中
のため改修率を算出することはできません。
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25

総合的な水害対策の推進は、気候変動が激甚化す
る将来に向けて、重点計画事業としてほしい。特
に水防情報システムは、区民に避難行動を促す判
断情報となるため、その改修は大変重要である。

26

水害への対応力強化に関する事業を項目の１つと
し、かつ重点事業としてほしい。
水害は適切に避難すれば命は助かるため、避難の
判断を住民が自主的に判断できるように促すこと
が必要である。そのためには、気象情報の収集と
読み方の習得、事前の備えも必要となる。マイ・
タイムラインの普及啓発を進めてほしい。

27

水害対策に関し　妙正寺川に高雨量時に下水が流
入し　トイレットペーパーが大量に河川内に残り
景観を著しく損なっている。防災とは直接関係な
いが、全力で対策を講じられたい。

大雨の際、合流式下水道により汚水交じりの雨水
が河川に流出されるため、公衆衛生・水質保全・
景観に影響を及ぼしています。そこで、東京都下
水道局では、河川に放流される汚濁負荷量を削減
する取組を行っていますが、区としても、水質環
境の改善に関して、引き続き都へ要望していくと
ともに、雨水放流による下水道管への負荷軽減の
ための雨水流出抑制対策を推進していきます。

28

善福寺　妙正寺周辺地区は水害発生率も高い。溜
池を作るなど高額な大規模工事をするのではな
く、区が土地を買い上げ、緑地化を進めてほし
い。

善福寺川周辺においては、都による和田堀公園や
善福寺川緑地など公園の整備、河川や調節池の整
備により、緑化や水害対策が計画的に進められて
います。
区では、流域対策として区立施設などをはじめと
した雨水流出抑制に取り組んでおり、あわせて、
植栽地の整備による緑化なども進めています。

29

狭あい道路の解消について、永福小学校正面から
北側に延びる通学路は、長年にわたり拡張計画に
なっているようだが、全く手がついていない。期
限を決めて区民に情報開示していただきたい。

ご指摘の箇所についての道路拡張計画はありませ
んが、狭あい道路の解消は緊喫の課題と考えてい
ます。建物の建替えに合わせて、狭あい道路沿い
の土地所有者の協力を得ながら拡幅整備行い、狭
あい道路の解消に取り組んでいきます。

水害対策は、重点計画事業とする考えはありませ
んが、区としても喫緊の課題と捉えています。
水害に対する抜本的な対策である、都による河
川・下水道の整備については、早期の整備を働き
かけるなど、都との連携・強化を図っていきま
す。
区では浸水被害が多発する地域で、道路の雨水排
水施設の増強や流域対策として雨水流出抑制に取
り組んでいきます。
特に水防情報システムは、区民の避難行動の判断
に重要となるものと考え、システムの適切な維持
管理はもとより、大雨の際に雨量や河川水位など
の情報を正確に分かりやすく区民に提供すること
ができるように改修するなど、水害に強いまちづ
くりを推進していきます。
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30

区内の道路の約３割は幅員４ｍ未満で、この狭あ
い道路の拡幅整備などを着実に進める必要がある
としているが、施策指標になっていないのはなぜ
か。

これまでも狭あい道路拡幅整備事業については事
務事業評価の中で拡幅整備率の指標を掲げていま
すが、ご指摘を踏まえ、狭あい道路拡幅整備事業
の更なる推進を図るため、新たに施策指標としま
す。
〔資料2（1）総合計画No12、13〕

31

歩道を拡幅することや、無電柱化の区間が増える
ことは視覚障害者にとっても歩きやすくなるの
で、推進してほしいが、工事をしていると歩くの
に不自由を感じる。工事を実施する際には、視覚
障害者に対し日時・工事区間・工事の内容等に関
する情報を事前に教えてほしい。就労継続支援B
型チャレンジが所在する桃井４丁目周辺で行う際
は、必ず連絡してほしい。

現在は、公式電子地図サービス「すぎナビ」を活
用し、工事予定のご案内について情報発信してい
ます。
今後は、現在改定中のバリアフリー基本構想にお
いて、障害者等の方への移動に関わる情報発信に
ついても併せて検討を行います。ご意見は今後の
参考にさせていただきます。

32

条例に基づいて、狭あい道路の削減に取り組まれ
ているが、重点路線の促進と並行して、既に空間
が確保されている後退用地の速やかな拡幅整備工
事の実施を強く要望する。
狭あい道路の拡幅整備については、区の限られた
予算の中での対応となると推察するが事例によっ
ては、L形溝更新工事の際に拡幅整備工事も同時
に実施することなどでの整備の促進を検討できな
いか。また、歩行者や自転車などの通行時の転倒
の危険性のある場所について、早急に拡幅整備工
事を実施して、道路の安全を確保する必要がある
と考える。
Ｌ形溝が後退前の位置のままで道路拡幅整備工事
が長年にわたり未実施の場所について、拡幅工事
ができない理由があるのか。隣接して公園がある
場合などは、拡幅工事の停滞と関係するのか。
拡幅整備工事実施用地に未整備地が挟まれている
ような事例は、未整備地について、所有者との協
議が整わない等の理由があるのか。

区では平成元年（1989年）に制定した条例に基づ
き、建物の建替えに併せて、後退用地の土地所有
者の協力を得ながら狭あい道路の拡幅整備を推進
してきました。ただし、条例制定以前の建替えに
伴うセットバックや、条例制定以降でも土地所有
者の協力を得られなかった箇所については、私有
地ということもあり、ご指摘のように空間が確保
されていても側溝などが道路境界線まで後退せ
ず、道路本来の機能が果たせていない箇所が生じ
ており、防災上や日常生活においても支障をきた
している状況となっています。現在区では、地震
による被害が大きいと想定される地域を優先的
に、未後退の狭あい道路の現地調査を計画的に
行っています。今後調査結果に基づき、戸別訪問
などにより、塀や配管設備の移設費用の助成制度
を案内するなど、地域への働きかけを強化し、拡
幅整備を積極的に推進していきます。

33

住民が家を建て、お金も人生の時間もかけて暮ら
してきた場所が区によって道路にされる計画があ
ることは、区民の信頼を失うことだと思う。住民
との時間をかけた話し合い、対話なしには進めて
はいけない。信頼できる計画をたて、区民のいの
ちと暮らしを何より留意してほしい。十分な対話
説明のない道路拡張は反対である。暮らしには十
分な道路が整っている。

都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。
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34

公園やみどり・水辺環境のみに限定した計画事業
について、「グリーンインフラ」を記述している
が、小中学校の校庭などでの雨水流出抑制対策施
設整備が最近の局所的な集中豪雨に欠かせない計
画事業である。
このため、雨水流出抑制対策施設整備などにおい
ても、「グリーンインフラとしての雨水流出抑制
対策施設整備」などと、明記することが大事であ
る。
なお、現在、策定中の「杉並区地域強靭化計画
案」においても、流域対策として、公共施設への
浸透・貯留施設の設置や透水性舗装化を促進する
と計画に位置付けられており、これらの施設整備
を「グリーンインフラ」として位置付けること
が、今後の国や都からの杉並区への支援のために
もなる。

国においては、「グリーンインフラ」の定義は
様々な議論があるとした上で、既存の社会資本整
備の取組を推進することで自然環境が有する機能
を引き出し、地域課題に対応していくことが重要
としていることから、現在の記述を修正すること
は考えていません。
ただし、ご意見にあるように、雨水流出抑制対策
施設整備のような社会資本整備は、「グリーンイ
ンフラ」の趣旨に概ね合致しており、これらの取
組については今後も推進していきます。

35

公園面積は地域的に偏りがあり区の南半分は公園
面積が毎年のように増加しているが、中央線沿い
の杉並区東部では減少傾向で増えていない。災害
に備えたオープンスペースの確保はこの地域の喫
緊の課題。杉並区東部には広域避難場所がない。
そのことを区はどう考えているかの記載を要望す
る。

公園については、地域偏在についても考慮しなが
ら配置を検討し、今後も積極的に整備を進めてい
きます。広域避難場所の指定については、都が指
定を行っています。ただし、都が指定を行った杉
並区民の避難先として想定する避難場所19箇所の
指定では、必要最低限の条件は満たしています
が、避難場所によっては、避難時の移動距離が最
大2.4kmと遠方にあることや、一人当たりの避難
者有効面積も、15箇所が２㎡未満と狭いことが課
題となっているため、今後も引き続き、避難場所
の拡大を都に積極的に働きかけていきます。

36

「災害時拠点施設の機能拡充」との整合を図り、
計画最終年度の目標の記載を以下のとおり変更す
べきと考える。
○発災時の電源の確保、ＩＣＴの活用等により、
震災救援所の機能が充実し、避難生活の質の向上
が進むとともに、在宅避難者とつながる環境が整
備されています。

災害時拠点施設でのＩＣＴの活用と合わせて、震
災救援所への蓄電池の配備等電源確保を進めてい
きます。
ご意見を踏まえ、目標達成に向けた取組内容がよ
り具体的になるよう修正します。
〔資料2（1）総合計画No14〕

37

非常用発電機では対応できない長期の停電に備
え、出力が不安定な太陽光発電設備と蓄電池だけ
では十分ではなく、震災救援所での生活向上のた
め、自立分散型電源の多様化等を進めるべきであ
り、震災救援所への自立分散型電源（コージェネ
レーションシステム、超高効率燃料電池、太陽光
発電、蓄電池等）の多重化や住宅への自立分散型
電源（家庭用燃料電池、太陽光発電、蓄電池等）
の導入の推進などの環境の整備に取組むべきであ
り、そのように記載をすべきである。

震災救援所の自立分散型電源の多重化としては、
震災救援所となる学校等の施設の改築時等に太陽
光発電機器、蓄電池設置の検討を行います。
また、コージェネレーションシステムの設置につ
いても、費用対効果等の検討を行います。
現在、区では、温室効果ガス排出量削減に向けた
環境施策として、区民への家庭用燃料電池や蓄電
池の導入助成を実施していますが、今後も更なる
推進について検討していきます。

施策２　地域の防災対応力の強化
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38

緊急事態が発生した場合の病院や避難所の保安電
源について記載されていない。厳冬時や猛暑日の
災害では空調も必須になる。外部電源が遮断され
ることも考えられる。医療、空調等に対応する緊
急時保安電源についての対策をもう少し触れてほ
しい。

施策２においては、発災時の避難所である学校
（震災救援所）や、地域区民センター等（救援隊
本隊活動施設）には、施設の改修に合わせて非常
用発電機を設置するなど、防災機能の強化を図る
ことを計画化しています。
なお、災害拠点病院や災害拠点連携病院での電源
の確保については、東京都が取組の主体であり、
都の要綱において、災害拠点病院については通常
時の６割程度、災害拠点連携病院については通常
時の５割程度の発電容量のある自家発電機等の保
有及び３日分程度の燃料の確保が求められてお
り、各災害拠点病院等において対策が講じられて
いるものと認識しています。

39

防災訓練はコロナ禍でも行われており、訓練内容
を充実化する必要がある。実際に避難経路を歩く
などの訓練を震災時地域危険度の高い震災救援所
で実施するなどを課題として挙げ、目標としてほ
しい。

震災救援所の訓練では、これまでも地域の実状に
合わせた実践的な訓練を実施してきました。ま
た、今年度は、新興感染症等との複合災害の発災
に備え、感染症対策の視点も加えた初動対応の確
認なども行っています。
今後も引き続き、地域の実状や想定されるリスク
を踏まえ各種訓練に取り組んでいきます。

40

施策指標の「避難生活想定者一人当たりの区内食
糧備蓄率」は何日分の備蓄率なのか。

施策指標の「避難生活想定者一人当たりの区内食
糧備蓄率」は、３日分の備蓄率です。
区内食糧備蓄量を避難生活想定者の３日分の食糧
数で割り返した数字となっています。

41

目標に向けた施策指標の設定について、新型コロ
ナ感染予防対策として、避難先でも密を避ける必
要が生じているため、以下の指標の追加を検討し
てほしい。
・震災救援所の収容可能人数
・避難所（風水害）の収容可能人数

小中学校の震災救援所では、普通教室など施設全
体を活用した利用計画により避難者を受け入れる
こととしています。加えて、区内の高校や大学な
ど23か所の施設の一部を震災救援所の補助代替施
設として指定し、震災救援所の収容能力を超えた
避難者が発生した場合等の受入れに備えていま
す。
また、避難所(風水害)の収容については、風雨の
状況や避難者数に応じて段階的に避難所(風水害)
を開設することとしています。
いずれの場合も状況に応じて、密を避けた避難者
の収容を図っていくほか、あわせて、家屋倒壊や
延焼火災のおそれがない場合には、在宅での避難
生活ができるように、家庭での日ごろの備え等に
ついて周知・啓発をしています。こうしたことか
ら、収容可能人数を目標値としていません。
なお、各震災救援所及び避難所（風水害）の避難
者受付状況をオンライン化し、混雑状況を発信す
る取組も併せて進めていきます。

42

防災訓練に参加した区民数に令和2年度（2020年
度）は「※新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、例年に比べ数値が減少しています。」とある
が、コロナ前の現状値に加えてこの数値を記載す
ることが適当。

ご指摘を踏まえ、新型コロナウイルス感染症の影
響を受けた指標について、感染拡大前の実績とし
て、平成30年度（2018年度）の数値を追記しま
す。
〔資料2（1）総合計画No15、18、23、25、27〕
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43

区は、在宅避難を呼びかけているが、在宅避難が
出来ない住民も多く存在する。地域での安全な地
域避難の対策を地域ごとに考え作り上げられるよ
うにバックアップする部署の創設、協力・情報提
供の仕組みの構築、成果物の公表を考えてほし
い。

区では、家屋倒壊や延焼火災のおそれがない場合
に在宅で避難生活ができるように、家庭での日ご
ろの備え等について周知・啓発をしています。ま
た、災害時に在宅避難ができない区民の避難場所
として、区内の小中学校等を震災救援所に位置付
け、地域住民の方で構成する震災救援所連絡会と
各震災救援所に配置する区職員が連携、協力し運
営することとしています。
なお、自力での避難が困難な高齢者や障害者に対
しては地域の方々の協力のもと安否確認等を実施
する「地域のたすけあいネットワーク(地域の手)
制度」に取り組んでおり、引き続き制度の周知に
努めていきます。

44

災害時の要配慮者の把握や、自宅避難の場合は、
震災救援所への名簿登録の代行や数日後の救援物
資を自宅避難場所へ届けるなどは、区が責任を
もって行ってほしい。障害者サービス提供事業所
連絡会との災害時安否確認協定のようなシステム
を構築してほしい。

支援が必要な自宅避難者については、震災救援所
の避難者受付登録をする際に、必要な支援等を申
告していただき、その申告に基づき必要な支援を
行うこととしています。この登録・申告について
は、デジタル技術を活用し、避難者自らが救援所
に行かなくてもできるシステムの導入を検討して
います。
また、災害時の要配慮者の安否確認については、
各震災救援所が行いますが、障害者サービス事業
者をはじめとする事業者も参画する杉並区災害時
要配慮者連絡協議会の意見も踏まえ、引き続き、
その仕組みづくりを検討していきます。

45

災害時における区民参加型のボランティアを募
り、災害別に必要とする作業別分類を事前に想定
し、作成してみてはどうか。運転ボランティアに
力はいらない。運転経験を維持していければ、災
害時に役に立つ。ポイントは、機械の種類別の講
習、機械の手配の仕組みづくり、自衛隊でいう予
備役を区内拠点別に組織、災害別リストの作成で
ある。

区では、杉並区社会福祉協議会と災害時における
ボランティア活動に関する協定を締結していま
す。災害時においては、杉並区社会福祉協議会が
ボランティアセンターを立ち上げ、被災者のニー
ズを把握し、そのニーズに対応できる災害ボラン
ティアの派遣を行うこととしています。
また、東京都では、公共土木施設の応急復旧を支
援する「建設防災ボランティア」、被災外国人を
支援する「語学ボランティア」など、一定の知
識、経験や資格を必要とするボランティアを事前
に登録し、災害時に派遣することとしています。

46

水害後の家屋の復旧や生活再建の手法は普及が不
十分である。復旧・生活再建の取組には、水害被
災地での災害ボランティア活動での経験が大変役
に立つため、ボランティアセンター等と連携した
普及啓発を進めてほしい。

災害時における被災者に対する支援内容等につい
ては区ホームぺージでお知らせしていますが、今
後様々な機会を通して区民の方に普及啓発してい
きます。また、水害被災地での災害ボランティア
活動に関する普及啓発については、内容や方法等
も含め、災害ボランティアセンターを運営する杉
並区社会福祉協議会とともに取り組んでいきま
す。

47

知的障害者の助け合いネットワーク登録者を増や
すため、相談支援事業所や移動支援事業所に周知
してほしい。移動支援を利用する未登録の障害者
を抱える家族も登録しようと考えると思う。

区では「地域のたすけあいネットワーク（地域の
手）」への登録を増やすため、民間の事業者等と
の連携を強化することが重要と考えており、民間
事業者等が主催する会議や研修等に参加し、制度
の説明を行っています。
今後も、事業者に対する周知活動を拡充し、サー
ビスの利用者に対して民間事業者等から登録を促
してもらうよう、普及啓発に取り組んでいきま
す。
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48

防災の項目に国際情勢を無視して区民の生命の安
全を語らないのは危機に対する認識・意識が甘い
と言わざるを得ない。提案として、避難壕を作
る、現在利用できる施設を洗い出して改装する、
神田川、善福寺川沿いに作成中の雨水回避施設を
兼用に改める、火災延焼防止道路に沿ったビル
ディングの地階に避難施設、または道路の下に深
層避難壕を作るなど検討してはどうか。

区では、武力攻撃や大規模テロなどへの対応とし
て、杉並区国民保護計画を定めていますが、ご提
案の件については、国際情勢を踏まえ、広域的か
つ専門的な視点から、国において検討されるもの
と考えており、区が独自に検討等を行うことはな
じまないものであると認識しています。

49

公共の防犯カメラは増えているが不足している。
個人でも防犯カメラを付ける人が多くなっている
ので、個人での設置で街路を録画している防犯カ
メラに対して助成するとか、警察に協力して画像
を見せたり録画させたりする行為に対して協力助
成として妥当な金額を渡すべきと考える。

区民個人の任意による防犯カメラの設置について
は、自宅等への犯罪の抑止効果を高めることや個
人の資産保護等の目的で設置されたものであり、
警察への画像提供は副次的なものであることか
ら、現時点でそれらに対する助成は考えていませ
ん。
今後も、公共道路等における防犯カメラの増設に
ついて、計画的に取り組みます。

50

消費者被害防止対策の推進について、ネット犯罪
も対象とした相談や講座の開催を推進してほし
い。

消費者センターでは、悪質な情報サイトなどのイ
ンターネットトラブルに関する相談に応じていま
す。また、区主催の講座に加え、地域団体や学校
の求めに応じて行う出前講座を通して、引き続
き、ネット犯罪等への注意喚起を図っていきま
す。

51

特に「まちづくり・地域産業」分野については、
地域の人と対話をしながら進めていただきたいと
思う。そのためのアイデアを持っている人も多い
ので、仕組みについては広く提案を募って話を聞
いていただきたいと考える。

区では、まちづくりに関する取組について、懇談
会やオープンハウスの開催により意見交換を行う
など、広く地域の意見を伺いながら進めていま
す。
また、区民主体で良好な町並みの保全や創出等の
まちづくりを行う団体に対し、支援を行っていま
す。

施策３　犯罪が起こりにくい、犯罪を生まないまちづくり

施策４　地域の魅力あふれる多心型まちづくり
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52

荻窪駅周辺の改造計画はたち消えになったのか。
南北が車で通れる計画を立ててほしい。荻窪は迷
路のようになった道が多く、その上、駅周辺の南
北通り抜けができなくて不便であり、改革にふみ
きってほしい。

53

荻窪駅再生事業で南北間の往来の自由度を高める
事について、南北の町会の発展的な融合・合体等
で計画のスピード化を図り高齢化時代にあっても
2030年頃には若者にも好まれる町、老若男女が憩
える街を是非考えてほしい。

54

荻窪駅周辺や駅前開発などを再考すること。

「荻窪駅周辺まちづくり方針」を平成29年度
（2017年度）に策定し、駅南北の連絡機能の強化
や回遊性の向上などに取り組んでいます。主に、
交通弱者をはじめとした歩行者等の安全で円滑な
移動の観点から、南北動線の充実などの実現に向
けた取組を推進しています。
既存南北連絡動線の抜本的改善や、新たな動線整
備に向けた取組については、駅前の大規模商業施
設の機能更新の時期や周辺街区での共同建替え等
の機会を捉えた駅周辺の基盤整備にあわせて検討
します。
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56

「荻窪駅周辺、及び浜田山駅南口の開設」につい
ての具体的内容、完成の時期、完成図（予定）を
教えてほしい。

荻窪駅周辺では、「荻窪駅周辺まちづくり方針」
を平成29年度（2017年度）に策定し、住宅都市杉
並の芯として歴史文化を礎に、にぎわいと住環境
が調和した、住み続けたい、訪れたいまちを目指
しています。そのために区は、主に「交通関連の
取組と連携した総合的・一体的なまちづくりの推
進」、「駅周辺エリアにおける都市機能・防災機
能の充実」、「観光まちづくりの推進」の観点か
ら、地域の方々や交通事業者、関係機関等と協力
し、荻窪駅周辺の課題に取り組んでいます。具体
的にはまず、令和３年度（2021年度）に「荻窪の
地域ロゴマーク・イメージカラー」を策定し、統
一感を持ったまちづくりを進めます。また、令和
６年度（2024年度）の（仮称）荻外荘公園の開園
に向けて、案内サインの整備等を行い、回遊性の
向上を図る等の取組を行います。
浜田山駅については、駅の南に建築予定の民間建
築物の地下１階と地上１階を、区が賃借した上
で、既存駅舎につながる地下連絡通路及びエレ
ベーターを設置し、浜田山駅南口として整備しま
す。令和３年度（2021年度）から南口の整備に向
けた設計を開始し、令和６年度（2024年度）に南
口の開設を予定しています。

55

区財政健全化というなら、まず開発・建設事業の
見直しをしてほしい。道路拡張や駅前開発はもう
やめてほしい。このような開発は必要ないだけで
なく、利権の匂いがする。少なくとも一般住民に
はメリットがない。子どもから高齢者まで、安心
して、心豊かに穏やかに住み続けられる杉並にし
てほしい。区民の意識調査によれば、住民は杉並
区の住環境におおむね満足している。
道路を広げたり、駅前開発をしたりするより、今
ある緑を大切にし、必要な公園や地域の整備をこ
まめにやってほしい。特に道路は今急いで拡張す
る必要ない。地域の方々みんな反対しているし、
莫大な予算を使う。132号線、221号線、216号
線、227号線は不要。
荻窪駅周辺や駅前はいじらないでほしい。特に南
側は大きな計画には狭すぎて危険。

区では、暮らしやすく快適で魅力あるまちを創造
するため、人々の往来の拠点となる駅周辺を核と
して、歴史・文化、自然環境など、区内各地域に
おける様々な特色や魅力を生かしたまちづくりを
推進しています。
都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線、補助221号線、補助216号
線、補助227号線は、災害時の避難路・救援救助
活動のための空間確保及び延焼遮断帯の形成など
地域防災力の向上、バリアフリー化や無電柱化整
備などによる誰もが安心・安全に通行できる歩道
の整備など必要な事業であり、着実に進めていき
ます。
荻窪駅周辺では、「荻窪駅周辺まちづくり方針」
を平成29年度（2017年度）に策定し、住宅都市杉
並の芯として歴史文化を礎に、にぎわいと住環境
が調和した、住み続けたい、訪れたいまちを目指
しています。そのために区は、主に「交通関連の
取組と連携した総合的・一体的なまちづくりの推
進」、「駅周辺エリアにおける都市機能・防災機
能の充実」、「観光まちづくりの推進」の観点か
ら、地域の方々や交通事業者、関係機関等と協力
し、荻窪駅周辺の課題に取り組んでいます。
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阿佐ヶ谷駅北東地区まちづくりは、総合病院や小
学校の土地利用転換を契機として、区が地権者の
一人として参画する土地区画整理事業や区の道路
事業による道路の拡幅整備に加え、地区計画によ
る歩道状空地の設置により、地域の防災性と共に
歩行者等の安全性の向上を図るものです。
そして、現在総合病院で受け入れている年間約
8,000 台の救急車による搬送のほとんどは、道路
幅の狭い新進会商店街通りを経由して行われてい
ますが、杉一馬橋公園通りの拡幅整備・一部相互
通行化などにより、幹線道路である中杉通りから
車両の進入が可能となるため、救急車の通行が安
全・容易になります。
また、小学校や総合病院等の工事期間中の通学児
童に対する安全性の確保を図るため、杉一小校舎
北側に暫定的に整備した工事車両の専用通路を活
用した上で、工事車両の通行に際しては、交通誘
導員を適切に配置するなど、通学児童をはじめ、
歩行者や自転車の通行の安全に万全を期していき
ます。
次に、総合病院の小学校跡地への移転について
は、病院運営法人が想定する規模の床面積を確保
することができないことから、現実的ではありま
せん。また、杉一小が移転後の跡地にどのような
施設を建てるかは、現在未定ですが、今後、地域
の方のご意見等を踏まえつつ、関係する地権者と
協議しながら、駅至近の立地を生かし、産業の振
興や駅周辺の商店街の活性化にもつながるよう
な、まちのにぎわい創出に資する施設の整備を検
討していきます。
杉一小跡地については、これまで建物の高さの上
限を定める制限がありませんでしたが、令和２年
（2020年）３月に決定した地区計画において、高
さの制限を原則40ｍとし、オープンスペースの確
保等を行うことで最大で60ｍを上限とする「制
限」を定めています。
なお、実際にその上限いっぱいの高さの建物を建
てることを決める、又は建てなければならないと
いうものではありません。
阿佐ヶ谷駅北東地区のまちづくりについては、
「阿佐ヶ谷駅北東地区まちづくり計画」を踏ま
え、地区計画制度の活用とともに、個人共同施行
の土地区画整理事業等との連携を図りながら、
災害に強い安全・安心なまちづくりとともに、み
どり、にぎわいといったまちづくり計画に定める
まちの将来像の実現に向け、地域の資源の活用・
融合も図りつつ、公民連携のもと着実に取組を進
めていきます。

57

阿佐ヶ谷駅北東地区地区計画について、これまで
説明会においても多角的に反対意見が述べられて
いる。区はこれまでの意見を読み返し、今回の区
民意見と同等に扱うべきである。
地区計画には交通の改善の観点がとぼしく、杉一
小がさらに奥の住宅地の中に移転することは、通
学路の安全性が担保できないのではないか。そし
て河北病院は現在の通称「けやき屋敷」に移転す
る工事がはじまっているが、救急車の進入は現在
地から大きく改善されてはいない。工事が多年に
わたって継続すると、工事車両によって救急車の
通行が妨げられるおそれはないだろうか。
杉一小の場所に河北病院、「けやき屋敷」のとこ
ろに小学校を作れば、安全でみどりゆたかで静謐
な環境が保たれるはずである。最終的に杉一小の
ところに60mまで高さ規制を緩和した商業ビルを
つくり、区の青写真には「にぎわい」と書かれて
いるが、学校や病院周辺に「にぎわい」がふさわ
しいだろうか。森を残し、文教地区として整備す
べきではないか。計画を停止し、再考することが
求められる。
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58

杉並区が主導した計画で「けやき屋敷」の大木が
伐採されて森がスカスカになってしまった。けや
き屋敷の残った樹木は区の責任で大切に保全して
ほしい。

けやき屋敷は「地域のシンボル」として、所有者
のご努力とご負担により維持されてきたもので
す。そして、平成29年（2017年）６月、阿佐ヶ谷
駅北東地区のまちづくりに協働して取り組むた
め、区・地権者・病院運営法人の３者で締結した
「阿佐ヶ谷駅北東地区におけるまちづくりの推進
に関する協定書」においては、「病院の移転改築
に当たって、けやき屋敷のみどりや景観の保全に
配慮する」旨の方針を明確に位置付けています。
区としても、けやき屋敷の屋敷林は私有地のみど
りとしての性格を踏まえつつ、その保全は重要な
課題であることから、阿佐ヶ谷駅北東地区地区計
画（令和２年（2020年）３月決定）において、地
区施設の緑地や都市緑地法に定める条例の上限で
ある緑化率25％の設定等により、将来にわたって
可能な限り保全し、周辺環境との調和等を図ると
ともに、地域への開放を検討していきます。
なお、樹木の保全等は、一義的には地権者等で行
うものですが、具体的な内容については、今後、
病院建設等の検討の過程において、地権者・病院
運営法人と十分調整を行っていきます。

59

屋敷林の木を伐採することは都市の貴重な自然環
境である屋敷林の破壊であり、猛禽類のツミなど
の希少生物に多大な悪影響がある。生態系の破壊
は病害虫の増加など思わぬ災害を招く。緑地をつ
ぶしてコンクリートで固めれば雨水浸透を妨げ水
害を発生させる。自然の減少は児童への教育上も
好ましくない。歴史的記憶財産および景観の破壊
であり、地域コミュニティーの破壊は長期的に青
年層の心的荒廃により犯罪の増加・治安の悪化な
ど恐るべき結果を招く。今からでも河北病院の新
築計画を見直し、できるだけ樹木と緑地の保存処
置をとること。

土地区画整理事業の施行等に伴う、けやき屋敷の
自然環境の保全と創出については、「東京におけ
る自然の保護と回復に関する条例」に基づき、自
然環境調査を行うとともに、専門家の指導・助言
を踏まえた対策を検討し東京都と協議を行ってい
ます。
それを踏まえ、猛禽類のツミやみどりの保全等に
ついては、都との協議内容に基づき、事業者にお
いて適切に実施されるよう調整を行っていきま
す。
なお、雨水については、小学校や病院の建設の際
に基準対策量を上回る貯留・浸透施設を設置しま
す。
また、阿佐ヶ谷駅北東地区地区計画（令和2年
（2020年）3月決定）において、地区施設の緑地
や都市緑地法に定める条例の上限である緑化率
25％の設定等により、将来にわたって可能な限り
保全し、周辺環境との調和等を図るとともに、地
域への開放を検討していきます。
なお、樹木の保全等は、一義的には地権者等で行
うものですが、具体的な内容については、今後、
病院建設等の検討の過程において、地権者・病院
運営法人と十分調整を行っていきます。
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61

阿佐ヶ谷駅前開発について。学校と病院とけやき
屋敷が移動して、タワーマンションを建てる計画
は反対。教育と医療と樹木環境の場は、その土地
その地域その場所に根づいている。また開発をす
るならば区民の福祉や暮らしへの役にたつものを
最優先にするのが、区の事業ではないか。駅前開
発は杉並区民の要望、声を聴いて内容を考えるべ
きものと思う。

杉一小が移転した後、どのような施設を建てるか
は、現在未定です。今後、地域の方のご意見等を
踏まえつつ、関係する地権者と協議しながら、駅
至近の立地を生かし、産業の振興や駅周辺の商店
街の活性化にもつながるような、まちのにぎわい
創出に資する施設の整備を検討していきます。

60

土地交換・移転計画を理由に、屋敷林の巨木が伐
採されたことについても納得できない。何世代も
見守り続けてようやく今の姿になった大きな木を
切ってしまう感覚の政治に、みどり豊かな地域を
作ることができるとは思えない。巨木を一本切れ
ばその下の地面も乾燥し、そこにあった豊かな生
態系が崩れていってしまう。

けやき屋敷は「地域のシンボル」として、所有者
のご努力とご負担により維持されてきたもので
す。 今回のまちづくりは、地権者の方が、地域
医療拠点である総合病院を所有地に移転させるこ
とを決断されたことを契機としたものですが、同
時に、駅近くの貴重なみどりをできる限り残した
いという考えをお持ちです。そして、平成29年
（2017年）６月に区・地権者・病院運営法人の３
者で締結した「阿佐ヶ谷駅北東地区におけるまち
づくりの推進に関する協定書」においても、「病
院の移転改築に当たって、けやき屋敷のみどりや
景観の保全に配慮する」旨の方針を明確に位置付
けています。
区としても、けやき屋敷の屋敷林は私有地のみど
りとしての性格を踏まえつつ、その保全は重要な
課題であることから、阿佐ヶ谷駅北東地区地区計
画（令和２年（2020年）３月決定）において、地
区施設の緑地や都市緑地法に定める条例の上限で
ある緑化率25％の設定等により、将来にわたって
可能な限り保全し、周辺環境との調和等を図ると
ともに、地域への開放を検討していきます。
なお、樹木の保全等は、一義的には地権者等で行
うものですが、具体的な内容については、今後、
病院建設等の検討の過程において、地権者・病院
運営法人と十分調整を行っています。
また、土地区画整理事業の施行等に伴う、けやき
屋敷の自然環境の保全と創出については、「東京
における自然の保護と回復に関する条例」に基づ
き、自然環境調査を行うとともに、専門家の指
導・助言を踏まえた対策を検討し東京都と協議を
行っています。
それを踏まえ、猛禽類のツミやみどりの保全等に
ついては、都との協議内容に基づき、事業者にお
いて適切に実施されるよう調整を行っていきま
す。
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区の保護樹林等であったけやき屋敷は、所有者の
ご努力とご負担により維持されてきたものです。
そして、平成29年（2017年）６月に阿佐ヶ谷駅北
東地区のまちづくりに協働して取り組むため、
区・地権者・病院運営法人の３者で締結した「阿
佐ヶ谷駅北東地区におけるまちづくりの推進に関
する協定書」においては、「病院の移転改築に当
たって、けやき屋敷のみどりや景観の保全に配慮
する」旨の方針を明確に位置付けています。
また、区としても、けやき屋敷の屋敷林は私有地
のみどりとしての性格を踏まえつつ、その保全は
重要な課題であることから、阿佐ヶ谷駅北東地区
地区計画（令和２年（2020年）３月決定）におい
て、地区施設の緑地や都市緑地法に定める条例の
上限である緑化率25％の設定等により、将来にわ
たって可能な限り保全し、周辺環境との調和等を
図るとともに、地域への開放を検討していきま
す。
なお、樹木の保全等は、一義的には地権者等で行
うものですが、具体的な内容については、今後、
病院建設等の検討の過程において、地権者・病院
運営法人と十分調整を行っていきます。
さらに、阿佐ヶ谷駅北東地区のまちづくりについ
ては、「阿佐ヶ谷駅北東地区まちづくり計画」等
に基づき、地区計画制度の活用とともに、個人共
同施行の土地区画整理事業等との連携を図りなが
ら、災害に強い安全・安心なまちづくりととも
に、みどり、にぎわいといったまちづくり計画に
定める街の将来像の実現に向けて地域資源の活
用・融合も図りつつ、公民連携のもと着実に取組
を進めていきます。

阿佐ヶ谷駅北東地区開発もやめてほしい。こんな
街中に貴重な資源が残っている。天然記念物など
人類の貴重な歴史資源を杉並区が勝手に破壊して
いいのか。壊したら元には戻らない。区民の意識
調査によれば、住民は杉並区の住環境におおむね
満足している。道路を広げたり、駅前開発をした
りするより、今ある緑を大切にし、必要な公園や
地域の整備をこまめにやってほしい。

62
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64

阿佐谷北の再開発については区長と地主病院の三
者で決まったような印象でただただ阿佐ヶ谷の計
画がないがしろにされて、当事者とデベロッパー
が得をするように感じる。移転の理由も納得でき
ない上にその後の計画が不透明すぎると思うの
で、説明がまだ足りないのではないか。

阿佐ヶ谷駅北東地区まちづくりは、小学校や総合
病院の移転改築等を契機とし、教育環境の向上を
第一に考えつつ、地域の防災性の向上やみどりの
保全創出等を図る重要な取組であると考えていま
す。
これまで、小学校の移転改築等を定めた杉並第一
小学校等施設整備等方針、区のまちづくりマス
タープランの一部改定 、阿佐ヶ谷駅北東地区ま
ちづくり計画やその柱である地区計画策定、土地
区画整理事業（個人共同施行）の事業計画など、
それぞれの方針や計画策定の段階で、意見交換会
や説明会等を開催し、地域住民等のご意見を伺い
ながら取組を進めてきました。
なお、杉一小が移転した後、どのような施設を建
てるかは、現在未定ですが、今後、地域の方のご
意見等を踏まえつつ、関係する地権者と協議しな
がら、駅至近の立地を生かし、産業の振興や駅周
辺の商店街の活性化にもつながるような、まちの
にぎわい創出に資する施設の整備を検討していき
ます。

63

阿佐ヶ谷駅前と西荻窪駅前開発に反対する。魅力
ある街並みを残してほしい。今の緑を無くし病院
を移転させ、その跡地に小学校を立てるような危
険なことはしないでほしい。
駅前の大型商業施設はありきたりである。どこに
でもある風景ではなく、今の魅力的な個人商店が
集まっている駅前はとても貴重である。

区では、暮らしやすく快適で魅力あるまちを創造
するため、人々の往来の拠点となる駅周辺を核と
して、歴史・文化、自然環境など、区内各地域に
おける様々な特色や魅力を生かしたまちづくりを
推進しています。
また、阿佐ヶ谷駅北東地区まちづくりについて
は、総合病院や小学校の移転改築をきっかけに、
区が地権者の一人として参画する「土地区画整理
事業」という方法を使い、区・地権者・病院運営
法人が、それぞれ土地を提供し、道路の拡幅等を
行い、現在より広い学校敷地を確保することで、
教育環境の向上と災害時のオープンスペースを創
出し、震災時の地域の防災性向上につなげようと
するものです。
加えて、にぎわい・文化・交流・教育・医療など
多様なまちの機能を高めるとともに、病院移転用
地である「けやき屋敷」のみどりをできるだけ保
全し、杉並第一小学校跡地等を活用した、にぎわ
いの拠点づくり、商店街の回遊性の向上など総合
的・一体的なまちづくりに取り組むものです。
ご懸念の病院跡地に移転する小学校の整備につい
ては、地盤や浸水の安全対策を考慮した設計を行
うとともに、病院運営法人が実施する土壌汚染対
策について、今後、その調査や対策などの進捗に
合わせ適時・適切に確認していきます。
なお、杉一小が移転した後、どのような施設を建
てるかは、現在未定ですが、今後、地域の方のご
意見等を踏まえつつ、関係する地権者と協議しな
がら、駅至近の立地を生かし、産業の振興や駅周
辺の商店街の活性化にもつながるような、まちの
にぎわい創出に資する施設の整備を検討していき
ます。
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65

現存する個人所有の庭先のみどりを残すべく対策
を早急にとってほしい。個人所有のみどりには、
阿佐ケ谷北の“けやき屋敷”などの保護すべき貴
重な緑地も含まれる。他ならぬ区の開発政策で危
機に見舞われているが、周囲に古くからあるあれ
ほどまとまった緑地が他にないので、開発計画を
見直し原型を損ねず残すように方向転換してほし
い。

建築行為に伴う緑化指導や緑化助成を引き続き実
施することで、個人所有のみどりの保全・創出を
図ります。
また、阿佐ヶ谷駅北東地区のまちづくりについて
は、けやき屋敷の屋敷林は私有地のみどりとして
の性格を踏まえつつ、その保全は重要な課題であ
ることから、阿佐ヶ谷駅北東地区地区計画（令和
２年（2020年）３月決定）において、地区施設の
緑地や都市緑地法に定める条例の上限である緑化
率25％の設定等により、将来にわたって可能な限
り保全することとしました。これらにより周辺環
境との調和等を図ることで、阿佐谷地区の歴史と
文化が調和したみどり豊かなまちの実現を目指し
ています。

66

「災害に強く犯罪を生まないまちづくり」には、
まず地域のコミュニテイー意識を高められるよう
な場所作りが大切だと思う。また、阿佐ヶ谷駅近
くは区役所や大きな病院などもありながら、すぐ
に避難できるような大きな公園がないので、けや
き屋敷の貴重な既存のみどりをなるべく残し活用
して、避難場所を兼ねる憩いの広場としてほし
い。

地権者の方のお考えもあり、けやき屋敷を公園等
の用地として、区が買い取ることはありません
が、阿佐ヶ谷駅北東地区地区計画（令和2年3月決
定）において、けやき屋敷の西側の樹林の一部は
緑地として保全することとしています。
保全する緑地の管理や活用等については、今後、
地権者や病院運営法人との協議になりますが、そ
の一部については、地域への開放を検討していき
ます。

67

緑と住まいに注力してほしい。
阿佐谷地域はディベロッパーが土地を買い上げ狭
小住宅を建てており、ますます密集してしまうの
で、建ぺい容積の規制を高めてほしい。駅そばは
水害発生率も高いので、高さ制限を緩和してほし
い。

住居系の地域には、敷地面積の最低限度を設ける
など、土地利用特性を踏まえた良好な住環境の保
全を図っています。
また、区では、これまで東京都下水道局に対し阿
佐ヶ谷駅周辺を含む阿佐ヶ谷・高円寺地域での水
害軽減に向けた浸水対策を要望してきました。現
在、この地域では、新たな下水道を設置する桃園
川第二幹線事業が進められています。

68

西荻窪駅周辺のまちづくりの進め方について疑義
がある。
現在、まちづくり懇談会が開催されているが、参
加者は駅周辺500m以内の居住者・事業者に限定さ
れている。これはどこの地区でもおおむね同じよ
うだが、杉並区の独自のやりかたを取ってもいい
のではないか。駅を利用する人を考えたら周辺1
キロ範囲が妥当だと考える。
都市計画道路補助132号線の拡幅計画が行われよ
うとしているが、拡幅が前提になっているとして
議論の対象になっていない。まちづくりにとっ
て、道路の問題は密接な関係があるのだから住民
の意見を聞いてほしい。
大手不動産が主導権をにぎり採算を取るために駅
前に高層ビルが建ってしまうという状況が生まれ
ている。さらに、高層ビルに公共施設を入れると
いう手法を使って、住民には利便性を強調しつつ
大手不動産と行政が手を組んで、税金を安くする
という結果になっている例がいたるところで発生
している。杉並区が同じ轍を踏まないことを強く
要望する。

西荻窪駅周辺では、杉並区都市計画マスタープラ
ンの地域別方針（西荻地域）を補完する「西荻窪
駅周辺まちづくり方針」の策定を目指し、平成30
年度（2018年度）からまちづくり懇談会等を開催
してきました。
今後も補助132号線の整備に向けた取組を踏ま
え、引き続きまちづくり懇談会等を開催していき
ます。
また、これまで駅を中心とする半径500mの範囲を
基本として、町丁目境や地形地物で区切った範囲
を対象に懇談会等を開催してきましたが、補助
132号線の事業認可取得を踏まえ、その周辺も範
囲に含めて、令和３年（2021年）12月にはオープ
ンハウスを開催しました。今後も広い範囲に向け
て取組の周知を図っていきます。
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69

むやみな再開発や道路拡幅は必要ないと思うの
で、直ちにやめてほしい。特に西荻の道路拡幅計
画や駅前再開発は、規模の小さい、アットホーム
な西荻の街の魅力を根こそぎ奪ってしまう。地元
住民の愛する街並みを壊さないでほしい。そこに
暮らしている人々の声を重視してほしい。
個人商店がひしめき合うからこそ、よそにはない
街の魅力が杉並にはある。大きな建物は、空を小
さくし、建設するにも環境によくない。

区では、暮らしやすく快適で魅力あるまちを創造
するため、人々の往来の拠点となる駅周辺を核と
して、歴史・文化、自然環境など、区内各地域に
おける様々な特色や魅力を生かしたまちづくりを
推進しています。
都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。

70

私はマンション清掃業に従事しているが、その実
感として、タワーマンションは地域を荒廃させる
ものだと断言する。
多彩な個人商店を中心とした「町」とそこに集ま
る人達が織り成す地域文化を根絶やしにする、街
を地域を殺すものだと断言する。
端的に言うと、西荻窪や阿佐ヶ谷、高円寺などの
商店街はお店の人の顔が見えるが、タワーマン
ションの町に見られるのは、企業の看板と制服で
ある。
そういったまちづくりには持続性、災害時の対応
など多くの問題があると指摘され、色々な地域や
自治体で「再開発にたよらずに町をまた盛り上げ
ていこう」という様々な試みがなされていること
をご存じ無いのか。区の方針は私には理解出来な
い。タワーマンションの誘致はやめていただきた
い。

区では、暮らしやすく快適で魅力あるまちを創造
するため、人々の往来の拠点となる駅周辺を核と
して、歴史・文化、自然環境など、区内各地域に
おける様々な特色や魅力を生かしたまちづくりを
推進しています。
そのため、タワーマンションの誘致とは関係あり
ません。
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71

必ずしも杉並に訪れなくても、バーチャルにおい
て杉並ならではの文化・魅力を実感したり、豊か
な発想から生まれる遊び心ある活動が広がり、に
ぎわいを実感できることで、杉並のファンを増や
し、リアルにおける新たな来訪者増につながる仕
組みを検討してほしい。

区民等との協働事業である「すぎなみ学倶楽部」
や「中央線あるあるプロジェクト」では、観光と
いう視点から、ホームページやＳＮＳ等のイン
ターネットを活用した媒体を通じて区の魅力を広
く発信し、来街者の増につなげているところで
す。
文化という視点では、パソコンやスマートフォン
で場所を選ばず美術作品を鑑賞することができる
仮想美術館「スギナミ・ウェブ・ミュージアム」
を令和２年（2020年）10月に開設しており、ＩＣ
Ｔを活用した効果的な情報発信にも努めていきま
す。
まちづくりの視点では、荻窪駅周辺は区内最大の
交通結節点であり、商業・業務、公共サービス、
文化・教育などの都市機能が集積した、杉並を代
表するにぎわいの中心であり、「都市活性化拠
点」として位置付けられています。平成29年
（2017年）に策定した「荻窪駅周辺まちづくり方
針」では、まちの将来像と目標、その実現に向け
た取組の方向性を明らかにするために、地域の魅
力を高め、住む人、訪れる人、誰もが親しめるよ
うにするとともに、その魅力を効果的にわかりや
すく区内外へ伝える情報発信力を強化するなど、
地域の魅力を発信する取組の推進をしています。

72

区財政健全化というなら、まず開発・建設事業の
見直しをしてほしい。
この計画書の中にある区民の意識調査によれば、
住民は杉並区の住環境におおむね満足しているの
だと思った。西武線、井の頭線沿線の方々は立体
交差にしてほしいに違いないので、それを計画的
に考えることだとは思うが、道路を広げたり、駅
前開発をしたりするより、今ある緑を大切にし、
必要な公園や地域の整備をこまめにやってほしい
と思っているのである。

区では、暮らしやすく快適で魅力あるまちを創造
するため、人々の往来の拠点となる駅周辺を核と
して、歴史・文化、自然環境など、区内各地域に
おける様々な特色や魅力を生かしたまちづくりを
推進しています。

73

都道補助133号線について、中杉通りの五日市街
道への延伸には断固反対する。計画された地域に
は、閑静な住宅街のみならず、中学校、そして住
民 の憩いの場、子供たちの毎日の遊び場である
善福寺川緑地公園がある。
延伸することによる利便性と、失われてしまう貴
重な地域の財産の重さを比べると、どう考えても
優先すべきは後者である。延伸計画は中止してい
ただきたい。

都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。
事業化計画において優先整備路線としている補助
第133号線は、災害時の避難路・救援救助活動の
ための空間確保及び延焼遮断帯の形成など地域防
災力の向上、バリアフリー化や無電柱化整備など
による誰もが安心・安全に通行できる歩道の整備
などが必要な路線であるため、事業者である都と
連携して取り組んでいきます。
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74

緑を壊して建築する駅前の大手店舗ばかりが入る
商業施設など、全く面白くもなく、もう十分ある
わけなので絶対反対。緑を増やし避難できる場所
がある方がいい。

区では、暮らしやすく快適で魅力あるまちを創造
するため、人々の往来の拠点となる駅周辺を核と
して、歴史・文化、自然環境など、区内各地域に
おける様々な特色や魅力を生かしたまちづくりを
推進しています。

75

都市計画道路の拡張については、関連住民をはじ
め多くの杉並区民が反対している。その理由とし
て①この計画が「29条　財産権の補償」31条「適
正手続きの補償」を掲げている日本国憲法があり
ながら帝国憲法で立案され、①公聴会の開催②意
見書の提出③意見書を踏まえて都市計画審議会の
審議などの「適正手続き」がなく、憲法違反であ
ること。②10年～30年続く工事や、駅向こうでス
トップする計画で駅近くに大きなＳクランクがで
きることなどで防災にならないこと、道自体も混
んでいない静かな道路であること③西荻の街づく
りとして、大きな建物、大きな道路を望んでいな
く、こじんまりとした個性的な街を皆が愛してい
ることなどがある。70年以上前の道路計画を今施
行することに無理があり、他の多くの自治体では
中止している。100軒以上の沿道住民の生活を奪
うこの計画を中止し、本当の意味での防災、街づ
くりを、区民に寄り添って、区民・専門家、区行
政が真摯に話し合っていくことを希望する。

都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。
旧都市計画法の下で定められた都市計画は、都市
計画法施行法により現都市計画法の規定で定めら
れた都市計画とされており、法に従いながら事業
を推進しています。
都市計画道路補助132号線は、令和２年（2020
年）４月に都市計画事業の認可を取得しており、
これまでも事業に係る各段階での説明会をはじ
め、オープンハウスなどを通じて、関係権利者及
び地域住民の皆様に周知、意見交換を行ってきま
した。今後も、事業の進捗に合わせて説明を行い
ながら、取組を推進していきます。

76

施策５について、施策の現状と課題に、杉並区東
部、阿佐谷南北、高円寺南北、天沼、松ノ木、成
田東、方南などの名称を追記してほしい。

施策の現状と課題には、区全体に関わるものを挙
げているため、個別の地域名称は掲載していませ
ん。

77

施策5について、施策の現状と課題に、区民に身
近な生活道路という表記ではなく、区民に理解し
やすい「防災生活道路」等の表記をしてほしい。

生活道路には、防災機能の強化のほか、快適な歩
行空間の創出という役割もありますので、「防
災」のみを付すことは考えていません。

78

生活道路の整備にあたり、阿佐谷パールセンター
やそれ以外の一般歩行者道路に、誰でも腰かけら
れるベンチまたは椅子を用意してほしい。

「区民に身近な生活道路を安全で良好な状態に保
つ」ことは、バリアフリー化の観点からも欠かせ
ないため、現在改定中のバリアフリー基本構想に
おいて、歩きたくなる空間づくり（ベンチや椅子
の設置等）の検討を行っていきます。

79

鉄道立体交差化自体はいいが、高架になった場
合、太陽も、景観も永久に失われる。線路が地下
になれば、その部分が公園や遊歩道などに利用さ
れるのではないか。小田急線の世田谷代田付近
は、みどりが多い公園などに整備されていた。西
武新宿線の地下化について「構造形式は東京都が
決める」と言っているので、みどり案は遠いもの
になってしまいそうな気がしたのと、東京都の案
は、区は「口出し」できないのか。みどり豊かな
まちにするために西武新宿線の立体化は地下で検
討してほしい。

西武新宿線における鉄道立体化による周辺の環境
影響については、東京都環境影響評価条例に基づ
き、「日影」や「景観」などの項目を調査、予測
及び評価を行い、適切に環境保全措置が取られる
ものと考えています。
また、沿線周辺は、みどりあふれる歩行者空間の
確保を整備目標として、みどりの保全、育成を図
ります。
なお、区では、高架や地下などの鉄道の構造形式
にかかわらず、開かずの踏切の除却を最優先に、
安心・安全なまちづくりを進めていきます。

施策５　人々の暮らしを支える都市基盤の整備
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80

西荻窪補助132号線の拡幅は多くの反対意見が出
ており、7500筆を超える中止署名も提出されてい
る。
これら優先整備路線は戦後すぐや60年代の計画で
あるため、当時と土地利用が異なり多くの立ち退
きを出すことになるし、現状で拡幅・延伸する優
先性があるのかも疑わしい。区は「防災」と「交
通量増加」を主張し続けているが、当該地区は木
造密集地ではないし、延焼遮断をいうならもっと
優先的に火災に対策をとるべき地域は区内に多
い。
また交通量増加の根拠は外環道の青梅街道ICが想
定されているのではないか。青梅街道ICは住民の
反対が強く、用地取得が進んでいない。地域住民
としては道路が広がって交通量が増えるのは迷惑
で、むしろ地震や火災以前に交通事故のリスクが
増える。優先なら、青梅街道側の一期工区ではな
く、駅前のバス乗り場の整備こそ望まれる。東西
の道路のほうが一方通行とはいえバスも通るのに
歩道もなく危険な混乱状態になっている。
補助221号線の拡幅計画も区民の利益を削ぐもの
である。車が少なく安全に通行でき、歩行者に
とって便利なのに、中野駅前の再開発と連動して
車を入れようとしているのではないか。
優先整備路線は、都からの押し付けられた計画を
そのまま実施するのではなく、地域の要望を聞
き、実態を把握して必要な措置を行ってほしい。
【他、同趣旨５件】

81

目標に向けた施策指標の設定について、「都市計
画道路（区道）完成延長」は整備ありきの指標で
ありふさわしくない。都市計画道路の整備には沿
線住民の合意形成が前提であり、不要不急の道路
計画については見直しも必要である。

82

都市計画道路の整備に重点がついていることに失
望している。特に補助第132号線は必要ない。
「人々の暮らしを支える都市基盤の整備」とある
が人々の暮らしを破壊する計画である。

83

西荻窪駅周辺の道路拡張などの再開発をやめてい
ただきたい。小さな個人商店が移転を余儀なくさ
れたり、やっていけなくなり、西荻らしさがなく
なる。道路が広くなることでスピードを出す車も
増え、車自体も増えるので排気ガスも心配であ
る。お子さん連れの方や高齢者にも歩きづらい街
になるのではと危惧している。

都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。
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84

都市計画道路132号線について、道路を拡幅した
い理由は何か。現在132号線の脇には商店街があ
り、杉並らしい個性豊かな個人商店が軒を連ねて
いる。特色ある街並みというのは、巨大資本を入
れず、地域の人たちが協力し合ってまちづくりを
しているからこそ存在できるもの。高層ビルを建
て、地価が上がりチェーン店ばかりが立ち並ぶよ
うな街は、東京にはすでにある。すでにあるもの
を追いかけるのではなく、杉並独自の面白さを追
求する方が、構想を練る政治の側も楽しいのでは
ないか。前の計画にすがって街を壊して住民に恨
まれるより、今あるものを生かしながら住民と一
緒により面白い街を作っていく方向に舵を切って
はどうか。現在の区政の状況として住民説明会や
懇談の不十分さがあることは否めないものと考え
る。地域住民との対話において、お互いの納得を
求めて一歩ずつ一歩ずつ進んでいくようなやり方
でなければ、道路計画事業によって生業を無くし
たり住居を奪われたりする可能性のある住民に
とってはこの計画は到底受け入れられるものでは
ない。

85

補助第132号線の整備は、拡幅による在住者の生
活の不安が取り除かれているとは思えない。立ち
退きをしないでも、整備する方法を考えるのが、
現代の区政ではないのか。工事方法や機材も進歩
している。バリアフリーの歩道を作るなら、むし
ろ、一般車両の通行を禁止すべき。自動車がどん
どん入ってくれば、目指す街づくりはできないと
思う。132号線の拡幅に反対。

86

補助132号線をはじめとする都市計画道路の必要
性を再検証してほしい。立ち退かない地権者がい
れば道路を建設することは不可能。地域住民の理
解が得られていない中で、事業を進めても税金の
無駄遣い。補助133号線についても、東京都に計
画の見直しを区として求めてほしい。

都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。

23



No 意見概要 区の考え方

87

都市計画道路132号線の計画は住民の合意を得て
いないので、中止するよう求める。
過去に計画化された事業を現在、住民の意見を聞
かずに進めることは民主主義に反する。本来なら
新都市計画法にもとづいて住民の意見を反映させ
るために公聴会や関係者からの意見書提出、それ
にもとづく審議会の開催が行われるはずなのに、
旧法にのっとってやるという論法で進めているの
はフェアではない。
家を壊され、立ち退きを迫られ、今までのような
商売や生活ができなくなって人生が変わってしま
う人が沢山いる。行政は強引な態度はやめてほし
い。
132号線は、西荻窪周辺の生活道路としては一番
整備されている道路である。西荻の人たちは、魅
力的な個人商店がある西荻の街をとても愛してい
る。利便性を求めるよりものんびりした雰囲気を
望んでいる人が多いと思う。
132号線の歩道は幅2.5ｍ以上ある。拡幅しなくて
も電線の地中化はできるはずである。植え込みの
工夫やデコボコの整備などをすれば、今のままで
も十分歩行者が安心して歩けるいい歩道が作れる
と考える。住民のアイデアを取り入れて、一方的
な道路拡張事業をやめてほしい。

88

補助132号線の整備は、良好な景観づくりの推進
と齟齬をきたすので、令和4(2022)年度以降3か年
に計画している、物件調査・用地折衝、設計・工
事関連予算の執行は、速やかに停止してほしい。
過去、戦災復興都市計画街路として、計画立案さ
れ、その後、計画変更。ただし、地域住民による
合意形成はなかった。街並みを守り、その街で生
活する意味を尊重し、車優先の幹線道路から歩行
者を優先する歩道街路整備に転換する現在の考え
には逆行する思想である。
公共交通機関と沿線地域住民が事前登録した自家
用車など、許可車両以外を侵入・通行禁止にすれ
ば、事故のリスクは飛躍的に低くなり、歩行者が
安心して街歩きや買い物を楽しめるようになる。
小さいながらも個性的な個人店の連なりという街
の魅力に、歩行者目線の安全な交通環境が備われ
ば、街の賑わいもさらに増すのではないか。
特に問題と感じているのは、立ち退きを迫られる
住民への仕打ち。土地は、査定価格という価値だ
けではなく、生活や収入も同時に提供することに
なる。この生活環境は元の広さの土地があるから
成立するものである。拡幅工事に伴い、一部が買
収対象となった場合、元の広さで実現できた機能
は損なわれ、目減りした価格になる。杉並区は買
収対象となる部分だけを査定し、価格を決定する
と言う。
将来立ち退かされる人たちの将来も同じように安
全安心だと示してほしい。

都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。
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89

西荻窪地域の132号線の拡幅事業や中杉通りの延
伸となる133号線などは、地域住民の生活や生業
に多大な影響とダメージを与えることが明確であ
る。この道路計画は、住民が望んでおらず、社会
的にも地域にも必要性がない事業である。世界は
「車から人へ」という流れになってきており、地
球環境の改善を図る上からもマイナスの動きでし
かない。これは気候変動対策やゼロカーボンシ
ティ構想に反する計画である。この都市計画道路
の整備方針は直ちに撤回すべき。

90

補助132号線に対しては沿線住民の反対が強く、
基本構想のパブリックコメントでも同趣旨意見が
16も出されている。補助132号線については沿線
住民の合意がとれるまでは無理に推進すべきでな
い。

91

災害対策の方法が、道路拡張一辺倒なのは安易で
ある。杉並区は細い道路や古い商店街に魅力があ
る。狭い道でも可能な消火方法など、他の方法で
の防災取り組みを期待したい。

92

西荻の道路拡幅に反対する。可能性の低い拡幅に
莫大な予算を注ぎ込むより、避難できる場所を増
やしたり、備蓄倉庫を作ったり、住宅の防災対策
に補助を出したりして欲しい。特に、小さくても
地域の人たちが集まれる拠点が必要である。
西荻の文化は道路拡幅によって破壊される。道路
拡幅は交通量を増やして排気ガスなどの環境問題
も出てくる。今の時代に必要な災害対策をお願い
したい。

93

補助132・221号道路の計画は廃止すべきである。
西荻窪・高円寺の街は、杉並区の観光資源として
も、区民の生活の場としても重要な街である。す
でに道路拡充なしでもそれらの街への投資や個人
事業の参加は増えている。むしろ、その元々の街
の姿が人々を呼び寄せている。安全・防災問題に
ついては、住民参加型の事業を増やすか、今の形
を残しながら計画を立てていくべきである。

都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。
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94

都市計画道路の補助133号線は早急に整備すべき
と考える。
杉並区の南部は、北部とのつながりが悪く、日常
生活の関係はつながりが薄く、区内の発展を妨げ
ている。また、善福寺川流域の広域避難場所への
アクセスが難しく、非常時の防災活動を妨げ、行
政の対応がスムースにできないことが予測され
る。震災時には、同時多発の火災が発生すること
が予測されるが、火災の延焼の東西方向への広が
りを食い止めることも困難である。
今回の道路事業に加えて、沿道市街地の形成を図
るため、沿道型地区計画を使って、周辺市街地の
整備を考え、沿道型区画整理事業による土地の交
換を容易にし、生活再建やコミュニティの形成を
考えた事業を行うべきである。また、防災機能を
高める道路とするために、道路空間と沿道の建物
とで防火帯を形成するような整備を行うべきであ
る。
補助133号線と132号線は、同じ街路事業であって
も、補助132号線は、現道の拡幅であり、沿道の
商店街、西荻窪駅前の整備が課題である。補助
133号線は、現在の中杉通りの南伸であるが、現
道の無い住宅市街地を通す街路事業である。道路
事業は、単に道路をつくるだけではなく、周辺市
街地の形成に配慮すべきで、区として、取組方法
に十分な配慮がされることを希望する。

都市計画道路を計画的、効率的に整備するため、
東京都と特別区及び26市２町は共に連携しながら
概ね10年間で優先的に整備すべき「事業化計画」
を策定し、事業の推進に努めています。現在の事
業化計画において優先整備路線としている、補助
133号線や補助132号線は、区の「杉並区まちづく
り基本方針（都市計画マスタープラン）」におい
て、南北方向の道路交通強化への対応や災害時へ
の避難場所へのアクセス確保などの防災機能の強
化などにおいて、整備が必要な路線と位置付けて
いる重要な路線です。このため、地震等の災害時
の市街地大火を防止するため、都市計画道路の沿
道建物の不燃化等により、延焼遮断帯の形成を図
ります。また、都市計画道路の周辺地域について
は、道路整備の状況を踏まえた上で、都市計画道
路の後背住宅地との調和に配慮しながら、良好な
市街地環境の保全・形成を検討していきます。

95

狭い道が多いので、どんどん道路拡張してほし
い。ただ、補助132号線などは疑問もある。

狭あい道路の解消は緊喫の課題と考えます。区で
は平成元年（1989年）に制定した条例に基づき、
建物の建替え等に併せて、後退用地の土地所有者
の協力を得ながら狭あい道路の拡幅整備を今後も
推進していきます。
都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。

96

財政支出の抑制策として、区立施設再編整備計画
だけでなく、「引き算の都市基盤整備計画」をす
ることとし、その効果の検討をしてほしい。市街
地整備費の抑制は避けて通れないものであり、現
存する住宅街の整備を積極的に行い、道路新設抑
制地域・下水道新設抑制地域へのウイン・ウイン
施策を行うことで、インフラのランニングコスト
を抑えることになる。

道路整備については、広域的な観点から道路網を
検討し、防災性や環境の向上などを考慮して、優
先的に整備する路線を定めた整備計画を策定して
います。また、計画自体も定期的に見直しを図っ
ています。今後も更に効率的で効果的な都市基盤
整備に努めていきます。
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97

西荻窪の道路拡幅の工事と再開発について。
西荻窪は、新宿～三鷹間で幹線道路が駅前にな
い、唯一の町である。それが「人」が主役の小さ
な規模の独自の町の文化を育んできた。西荻は、
杉並区の中でもフランチャイズのお店が極めて少
ない珍しい町である。これからはこういうバナ
キュラーな個人店の残る町の価値が今以上に高ま
るはずである。
南口の路地の商店は、外国の人にとっては、もの
すごく面白い観光地だそうである。今も外から休
日には、たくさん若者が集まってきている。大き
な道路ができたら西荻のこれらの魅力は半減す
る。
ローカルな価値が見直される今、これからの「開
発」は、この固有の価値をいかに活かすか、にか
かっているのではないか。これらのローカルな価
値を生かし、ここに生きる人たちのウェルビーイ
ングを高める「新しい開発」となるよう、方針の
転換を、心から願う。

区では、暮らしやすく快適で魅力あるまちを創造
するため、人々の往来の拠点となる駅周辺を核と
して、歴史・文化、自然環境など、区内各地域に
おける様々な特色や魅力を生かしたまちづくりを
推進しています。
都市計画道路は、防災やまちづくりの視点に加
え、利便性の向上や移動環境の充実など区民の多
様なニーズに対応する観点からも重要な都市基盤
です。東京の都市計画道路は、東京都と特別区及
び26市２町が共に連携し、概ね10年毎に見直しを
行いながら事業計画を策定し、計画的、効率的に
整備を進めています。
事業化計画において優先整備路線としている都市
計画道路補助132号線や補助221号線等は、災害時
の避難路・救援救助活動のための空間確保及び延
焼遮断帯の形成など地域防災力の向上、街路樹等
みどりの整備による都市環境の向上、バリアフ
リー化や無電柱化整備などにより誰もが安心・安
全に通行できる歩道の整備など必要な事業であ
り、事業へのご理解を得られるよう丁寧な説明に
努め、着実に整備を進めていきます。

98

地域公共交通計画の策定に当たっては、交通に関
する以下のような様々な施策指標が必要となる。
このうち、基本的な指標は総合計画の指標として
追加を検討してほしい。
・交通不便地域（公共交通から500m以上離れてい
る場所等）の面積
・バス路線の延長、輸送密度、便数
・レンタサイクル、シェアサイクルのポート数

今後、地域公共交通活性化協議会において、地域
公共交通計画の策定に向けた検討を行っていきま
す。施策指標については、地域公共交通計画を策
定後、必要に応じて、改めて検討していきます。

99

地域公共交通計画を策定することになるが、策定
協議会には利用者の代表として、区内在学の高校
生や学生、障がい者団体、交通関係の団体、一般
公募委員を入れ、実際に利用する人の意見を反映
できるようにしてほしい。
また、地域公共交通計画の根拠法では、立地適正
化計画との連携を重要視している。今回策定する
区立施設再編整備計画（第2期）で区内の多数の
公共施設再編整備が計画されているが、これら公
共施設への相互アクセスを公共交通で十分カバー
する計画としてほしい。

策定協議会（地域公共交通活性化協議会）の委員
には、利用者の代表として、区内の町会、商店
会、小学校中学校のＰＴＡ、区民センター協議会
委員、障害者団体、高齢者団体等からの代表者・
推薦員を想定しています。今回、委員の一般公募
は行いませんが、既存の区民団体等から委員を推
薦いただくことで、そのネットワークを介して更
に広く意見を集めることができると考えます。
また、区は今のところ立地適正化計画の策定予定
はありませんが、地域公共交通計画を策定してい
く中で、区民の移動実態とニーズも踏まえ、区全
域の公共交通のあり方の検討を行っていきます。

100

すぎ丸のような区が運営するコミュニティバスに
ついては、路線の維持や再編の検討をする際には
事業採算性だけでなく、クロスセクター効果や費
用便益比の評価を行うことが必要である。

南北バスすぎ丸は、地域住民が育てる、地域住民
のための、身近な交通機関として、平成12年
（2000年）の運行開始からこれまでに地域の方々
に大変ご愛顧いただいています。
地域公共交通の確保によって、経済振興や福祉、
環境などの他の行政分野の公的負担額を軽減する
効果があると考えられます。地域公共交通計画の
策定・実施過程において、コミュニティバス運行
の事業採算性のみならず、クロスセクター効果や
費用便益比などの導入について検討していきま
す。

施策６　誰にとっても移動しやすい地域交通環境の整備
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101

芦花公園駅を南北に通過する道路の北側部分、旧
甲州街道までの道幅が拡幅される案があると聞い
ているが、長期にわたり棚上げ状態になってい
る。京王線の高架工事の進展に合わせて当該道路
の拡幅工事を実行しなければ渋滞が解消されず、
速やかな実行を希望する。

当該路線は、すぎなみの道づくり（道路整備方
針）において主要生活道路に位置づけており、京
王線の連続立体交差事業を契機として、世田谷区
と連携しながら、整備に向けて検討していきま
す。

102

無灯火の自転車が多く危険。夜間、散歩している
と危ない場面が多々ある。

自転車の夜間ライト無点灯は、ながら運転・飲酒
運転などと同様に、法律で禁止されています。区
では今後も様々な機会を通じて、自転車の安全利
用について、周知・啓発活動を行っていきます。

103

住宅街の生活道路に、交通ルールを無視して侵入
してくる車の対策を求める。住宅街の生活道路を
抜け道とし、毎日多数の車が高速で走り抜けてい
る状況に不安を感じている。標識をいくつも立て
ても無駄に終わっている。

交通規制・交通取り締まりは警察署の所管となり
ますが、区では今後も引き続き、警察・区民の皆
様と連携・調整しながら実施可能なスピード抑制
対策を行っていきます。

104

自転車の通行を原則車道とすることの義務化を求
める。多くの自転車が交通ルールを守らない。狭
い歩道でも高速で通行している。歩道を自転車が
通行するのは問題と思う。

自転車は車道の左側を走行するのが原則です。歩
道を走る場合は歩行者優先であり、車道側を徐行
することとなっています。区では自転車講習会・
街頭キャンペーンなど様々な機会を通じて自転車
走行のマナー向上について、呼びかけています。
今後も引き続き自転車の安全走行について啓発活
動を行っていきます。

105

荒玉水道は、対向車がいる場合、道幅一杯とな
る。歩行者・ベピーカーで通行する際、電柱こそ
命を守る場所である。改善策として、どちらか一
方にガードレールを設置する、一方通行道路に改
める、スピード警告表示板を設置してはどうか。

荒玉水道は、東京都の管理する道路であり、一方
通行などの交通規制は警察署の所管となります。
いただいたご意見については、東京都及び警察署
にお伝えするとともに、区内の交通安全のため、
連携・調整を図っていきます。

106

人通りの多い主要な区道・私道においては、街路
灯を水害等の把握だけではなく、無線基地局やカ
メラなども設置し、災害等発生時の通信手段の確
保や、人流分析を活用した適切な避難指示、また
平常時の通行者へのイベント情報等のプッシュ配
信など、多目的に活用できる機能の具備を検討し
てほしい。

人流分析については調査・研究を進めており、現
在の河川ライブカメラや冠水センサーのみなら
ず、今後も街路灯の更なる活用を適宜検討してい
きます。

107

施策7について、目標に向けた施策指標の設定
に、以下の指標の追加を検討してほしい。
・低炭素型、災害対応型（特に屋根や基礎など風
水害への配慮）、テレワーク対応型などの住宅数
・空家数、空家率
・ネットアンケート等による、区民以外の意見に
基づいた景観評価

当該施策の指標は、杉並区の住環境形成を広く捉
えることができる指標として設定したものです。
ご意見の指標は個々の事業に係る指標であるた
め、施策全体の指標とはしませんが、個々の事業
を進めていくうえで、参考にさせていただきま
す。

108

「良好な景観づくりの推進」について、具体的な
景観計画の内容、個別に検討されている場所、そ
れぞれの完成時期の予定を教えてほしい。

景観計画では、建築物等の建替等の際、届出制度
や事前協議制度により形態・意匠・色彩等、まち
なみと調和するよう誘導しています。これら届
出・事前協議の対象は区内全域であり、場所や規
模に応じて個別に対応しています。
これまでの景観まちづくりの取組経過から、中杉
通り沿道周辺地区、大田黒公園周辺地区、善福寺
公園周辺地区をモデル地区として取り組んでお
り、モデル地区における取組の終期設定はありま
せん。

施策７　暮らしやすい住環境の形成
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109

チープな集合住宅はまちづくりにおいて負の影響
が大きいので、専有面積や住宅性能の観点から規
制を強化してほしい。明確なゾーニングをするよ
りも、店舗と住宅が一緒になったような景色が杉
並には似合う。

一定規模の集合住宅等については、「杉並区建築
物の建築に係る住環境への配慮等に関する指導要
綱」により、住戸の専用床面積やバリアフリーへ
の配慮など、住宅性能の基準を定めています。今
後も指導要綱に基づき指導していきます。

110

西荻窪の魅力は、個性的な個人経営の店が多いこ
とで、それを目当てに遊びに来たり引っ越してく
る方が多数いる。ただ、個人が開業できる規模や
家賃の店舗物件は数がなく、実際に開業まで至る
方は非常に少ない。また、以前は営業していたも
のの、今はシャッターが閉まっている店舗物件は
多くあり、そのほとんどは新しい入居者を募集し
ていない。他の方に貸さない理由の一つに、借り
手側のことがよく分からない、信用がないという
ものがある。
入居希望者と所有者の間に行政や商店会などの公
的なものが入ることで、所有者の不安を解消でき
るのではないか。例えば、杉並区の指定の中小企
業診断士の指導で事業計画を作ることで、借り手
に対して行政が保証をするような仕組みである。
新規開業が増えることでまちの雰囲気が良くなり
活性化される。結果、外から遊びにくる方が増え
たり、引っ越してくる方も増える可能性が高い。

111
職住近接の観点から、杉並で働けるような、一定
程度のオフィスエリアの集積も目指すべき。

112

近年、「地産地消」という表現が聞かれる。杉並
区のあり方についても似たような発想があっても
よいのではないか。区内で働き区内で暮らす杉並
区民が増えると区愛が高まるのではないか。その
ためには、区内零細・小企業の支援育成、自営業
の振興、リモートワークの環境整備などが必要に
なる。

令和２年度（2020年度）は区の就労支援センター
（若者就労支援コーナー・ハローワークコー
ナー）に延べ7,140件の相談があり、就職に至っ
た465人のうち196名の方が区内就労に結び付いて
います。区内就労の促進は区内産業の振興にも資
するものであるため、引き続き、国のハローワー
ク等と連携しながら、区内での就労を希望する一
人ひとりに寄り添った伴走型の就労支援に努めて
いきます。

113

商店街はその地域のまちづくりの拠点であり、安
全安心、次世代育成など様々な地域課題の解決に
必要不可欠な存在であるが、コロナ禍で、活動は
縮小していくばかりか商店街運営の担い手不足が
問題となっている。今後存続できない商店街が出
てくることも予想される。これらを解決するため
には外部人材を活用した運営支援や隣接する商店
街が連携して運営をする体制が求められている。
その地域で商店街が核となるまちづくりにあった
補助金など柔軟に対応できる制度設計を要望す
る。

区では、平成30年度（2018年度）から「地域団体
との連携によるイベント事業補助」を実施し、商
店街が他の地域団体等と連携して実施する事業を
支援しています。このように、今後も商店街の
ニーズに応じた支援に努め、地域に根ざした商店
街の活性化を図っていきます。

114

地域通貨やＸＲ等のデジタル技術を活用して、杉
並の商店街に訪れるとポイント等の利用によるお
得な買い物が可能となったり、街中における建物
の壁面や店舗のシャッター等へのアニメキャラク
ターの投影など、杉並でしか味わえない特別な体
験を提供することで、杉並に足を運びたくなるよ
うな施策を検討してほしい。

区では、デジタル技術を活用した商店街振興策と
して、2021プレミアム付商品券事業を実施したと
ころであり、今後、当該事業について杉並区商店
会連合会と共に検証、評価していきます。また、
これまでも店舗シャッターへのアニメペイントや
アニメフラッグ掲出等を行っており、引き続き、
まちのにぎわい創出につながる取組を充実してい
く考えです。

区では、令和４年度（2022年度）から区内での創
業支援を拡充することとしており、商店街の空き
店舗等を活用する創業者に対し、商店街加入を条
件に必要な経費を助成する「創業スタートアップ
助成」を開始するほか、中小企業診断士による相
談支援等を充実していく考えです。加えて、引き
続き、就労支援センターにおける区内就労支援に
努めながら、職住近接を図っていきます。

施策８　にぎわいと活力を生み出す地域産業の振興
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115

スタンペイはデジタルで利用したが、主要スー
パーでは利用できず不便だった。もっとデジタル
で使えるところを増やしてほしい。

令和３年度（2021年度）に区が実施した2021プレ
ミアム付商品券事業では、区民の生活とコロナ禍
の影響を大きく受けている中小事業者を支援する
目的に照らし、500㎡以上の店舗面積がある大型
店を対象外としたものです。また、個々の店舗の
事情により、紙商品券のみの取扱いとする店舗が
418店舗（参加店舗全体の約22.4％）ありました
が、事業の目的は概ね達成できたと考えていま
す。

116

区民参加型の事業は「すぎなみ学倶楽部の運営」
のみであるが、観光ボランティアを育成して区民
が直接発信するような事業も今後検討してほし
い。

区では、令和６年度（2024年度）開園予定の（仮
称）荻外荘公園を含む荻窪三庭園での活用を視野
に、東京2020オリンピック・パラリンピック競技
大会を契機に組織化したボランティア「TEAM
NAMISUKE」との連携・協働を進めていくこととし
ています。

117

施策７の「良好な景観づくりの推進」は観光に大
きな効果をもたらすため、再掲事業に位置づけて
ほしい。

施策８の「４ 魅力的な観光情報発信の推進」
は、実行計画案に示したとおり、地域産業の振興
に資する取組を計画事業としているため、施策７
の再掲事業としてはおりませんが、まちのにぎわ
い創出を図る観点から、各所管が連携を密にして
取り組んでいく考えです。

118

目標に向けた施策指標の設定について、数ある観
光施設の中で、アニメーションミュージアム来館
者数を特段に指標とした理由は何か。特定の観光
施設の入場者数よりも、メディアやＳＮＳでの杉
並区の紹介数、観光ボランティアの登録者数のよ
うな指標のほうがよいのではないか。農業関係で
は、農業産出額だけでなく、農地面積も指標とし
てほしい。農地の減少幅を少なくするという意味
で指標にする価値はあると考える。

区内の主要な観光資源として捉えている観点か
ら、「アニメーションミュージアム来館者数」を
指標に設定したものですが、現在改定作業を進め
ている杉並区産業振興計画における観光・アニメ
分野では、ご指摘を参考に複数の指標を設定する
よう検討していきます。
また、「区内農業産出額」については、相続等に
より農業者や農地面積が減少する中にあっても、
営農者の意欲と努力を前提に区が支援を行った成
果を示すものとして設定したものです。

119

農地・農業者という内容は、施策８とは別なもの
として捉え、みどりの保全という意味も含めての
施策・課題としてほしい。この表現では、区内の
みどりの減少は止まらない。

施策８は、都市農業を含む地域産業を振興する視
点からまとめています。その上で、ご指摘を踏ま
え、施策11の「施策の現状と課題」部分に都市農
地に係る記載を追加する修正を行います。
〔資料2（1）総合計画No19〕

120

「区内の農地・農業者は、相続の発生や後継者、
担い手不足等の要因により減少しており、農業者
が安定的に農業経営を続けていくための支援が求
められています。」に対しての施策は、相続の問
題が大きいが、施策の記載がない。また、施策指
標は「耕作面積」や「農業者数」などでなく「区
内農業産出額」となるのかの理由を教えてほし
い。

都市農業の支援策については、実行計画案で示し
た「営農活動支援費の助成」や「認定農業者の認
定」のほか、現在改定作業を進めている杉並区産
業振興計画において、都市農地の貸借の円滑化に
関する法律に基づく生産緑地の貸借制度の活用な
どの支援策を具体化していきます。
なお、施策指標「区内農業産出額」については、
相続等により農業者や農地面積が減少する中に
あっても、営農者の意欲と努力を前提に区が支援
を行った成果を示すものとして設定したもので
す。

121

畑の土壌などは、気温の上昇下降を抑える手軽で
最強のツール。田畑面積の減少は気候変動を加速
させる脅威となり、この対策を取ることは、ＳＤ
Ｇｓの陸の豊かさを守ろうにも合致している。記
載を希望する。

施策11の「グリーンインフラを活用した都市環境
の形成」には、ご指摘のとおり都市農地も寄与す
るものです。そのため、ご意見を踏まえ、よりわ
かりやすく適切な記載にする観点から、「施策の
現状と課題」部分に都市農地に係る記載を追加す
る修正を行います。
〔資料2（1）総合計画No19〕
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122

年々巨大化する自然災害の元になっている地球温
暖化に歯止めをかけられる仕組みをつくるべきで
ある。

地球温暖化への取組には区だけでなく区民・事業
者等多くの方のご理解・ご協力が必要と考えてい
ます。区では2050年ゼロカーボンシテイを目指し
た主な取組を実行計画案にお示ししていますが、
今後も引き続き国等の動きや技術革新等を踏まえ
た見直しを行いながら、地球温暖化対策の取組を
推進していきます。

123

ＣＯ2ガス吸収量を指標名として目標値を設定し
てほしい。

区では2050年ゼロカーボンシティの実現を目指
し、区内の二酸化炭素を含む温室効果ガス排出量
削減について目標値を示しています。二酸化炭素
吸収量については、樹木において樹種や樹齢によ
り異なることから、指標名としての目標値の設定
は難しいと考えますが、樹木には二酸化炭素を吸
収する効果があること等から、カーボンオフセッ
ト等の取組を推進することで二酸化炭素を吸収で
きるよう図っていきます。

124

計画最終年度の目標について、温室効果ガスだけ
でなく、大気や水質など生活環境全体が良好な状
態に保全され、健康的な区民生活が営まれている
ことを目標として加えてほしい。

区では、2050年ゼロカーボンシティの実現を目指
し、区内の温室効果ガス排出量削減等について目
標数値をお示ししています。土壌については、汚
染防止に向けた指導等を行うとともに、大気や水
質等は環境白書にて毎年度測定結果等をお示し
し、改善に向けた取組を行っていきます。

125

目標に向けた施策指標の設定に、温室効果ガス排
出量だけでなく、NOxなどの大気汚染物質や、水
質、土壌の環境基準達成状況等も、指標として加
えてほしい。

区では、2050年ゼロカーボンシティの実現を目指
し、区内の温室効果ガス排出量削減等について目
標数値をお示ししています。土壌については、汚
染防止に向けた指導等を行うとともに、大気や水
質等は環境白書にて毎年度測定結果等をお示し
し、改善に向けた取組を行っていきます。

126

「オール東京62市区町村共同事業」についてはほ
とんど周知されていないように感じる。また「み
どり東京温暖化防止プロジェクト」についてもマ
スコミでは取り上げていない。そういう状況に置
かれている業務を、総合計画に取り入れている背
景がわかりにくい。区民によく説明し理解を得る
必要がある。

オール東京62市区町村共同事業「みどり東京・温
暖化防止プロジェクト」は、「地球温暖化防止特
別区共同事業」と「市町村共同事業みどり東京プ
ロジェクト」を一体化し、東京の自然環境の保
護、地球温暖化の防止を目的に、東京都内の全62
市区町村が連携・共同して取り組む事業です。事
業内容は、62市区町村の温室効果ガスの排出量の
算定・結果の公表や、市区町村等主催イベントで
のＰＲ、普及啓発展示等を行っていますが、今
後、より一層の周知に努めます。

127

計画最終年度の目標の「再生可能エネルギーの利
用拡大や省エネルギー対策の推進により、エネル
ギーの有効利用が進むとともに、災害時等におけ
る安定的なライフラインの確保にも寄与していま
す。」について、記載事項に賛同する。

気候変動・地球温暖化対策の取組として、温室効
果ガスの排出量を削減するため、再生可能エネル
ギー等の導入や省エネルギー対策等の費用への助
成等、取組を進めていきます。

128

創エネルギー事業の推進について、以下のように
変更すべきと考える。
「温室効果ガスの削減を図るため、太陽光発電設
備、蓄電池、電気自動車用充電設備等の導入助成
を行い、再生可能エネルギーの利用拡大に取り組
みます。加えて、震災救援所となる区立小中学校
等の改築等に合わせて自立分散型電源（コージェ
ネレーションシステム、超高効率燃料電池、太陽
光発電、蓄電池等）を設置し、災害時に必要な電
力の確保を図ります。」

震災救援所については、施設の改築時等の際に太
陽光発電システムや蓄電池の設置を検討します。
また、コージェネレーションシステムや超高効率
燃料電池の設置については、施設規模や費用対効
果等を充分に考慮する必要があることから、施設
の改築時等の際に検討させていただきます。

施策９　質の高い環境を将来につなぐ気候変動対策の推進
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129

省エネルギー対策の推進について、住宅における
省エネルギーを推進するためには、建物の冷暖房
負荷の低減だけではなく、家庭用燃料電池や高効
率機器等のエネルギーを有効利用する省エネル
ギー機器の導入が必要であることから、以下のと
おり変更すべきと考える。
「住宅の窓断熱や高日射反射率塗装、家庭用燃料
電池や高効率機器等の省エネルギー機器などに必
要な経費への助成を行い、温室効果ガスの削減や
省エネルギーの推進に取り組みます。」

区では、省エネルギー対策として、住宅の窓断熱
改修や高日射反射率塗装、家庭用燃料電池等の省
エネルギー機器の導入等に関する経費への助成を
行っています。今後は、その取組を充実させ、集
合住宅などにおけるＬＥＤ等高効率な照明機器へ
の切替支援等にも取り組み、温室効果ガスの削減
や省エネルギーの推進を図ります。

130

省エネルギー対策や再生可能エネルギーの導入を
図る事については賛成する。その中で実行する場
所について具体的な記述がない。例えば区内のご
み焼却場等ではごみの焼却熱からとれる蒸気で発
電することもできる。バイオガスを取り出しガス
タービン発電もできる。具体的な計画を明示され
たい。

131

家庭からのＣＯ2排出が全体の50％に及んでいる
という中で、人口は減少するという前提の中、家
庭への対応をどうするのか。国レベルの議論も踏
まえながら、区としての方向付けがほしい。

132

環境学習は、非常に重要である。区立小中学校で
の生物多様性教育は不可欠。自然観察会の受講対
象は誰か。小中学校でも実施するべきと考える。
種の保存は身近なイキモノへの配慮からである。

自然観察会は、小中学生を含む、区内在住・在
勤・在学の方を対象として実施しており、広報、
区公式ホームページ掲載のほか、開催チラシ等を
区内小中学校へ配布し、広く参加を呼びかけてい
るところです。

133

杉並区版生物多様性地域戦略の策定を事業化して
ほしい。また、生物多様性地域戦略の策定過程に
様々な形での区民参加や普及啓発を進め、先駆的
な取り組みをお願いしたい。

134

みどりの質を高める一環で行う貴重な植物等の生
息場所の保全活動を効果的に行う為にも、杉並区
自然環境調査の継続・拡充を進め、杉並区の生物
相(植物のみならず)の解明・分析を行ってほし
い。
また過去７回に渡る自然環境調査の結果を反映し
て杉並区独自の生物多様性戦略を作成し、行政活
動全般に反映・活用し、区内に残る自然環境を維
持・向上に務めてほしい。今後、調査の度に分
析・評価を行い、より区内の自然環境を向上させ
るべくアップデートをしてほしい。

135

みどりの質を高めるためには、自然環境調査を充
実し、それに基づいた生物多様性戦略をたてるべ
きで実行計画に明記してほしい。

区では、杉並区内に残された自然環境を把握する
とともに、環境学習への活用により、区内の自然
環境や動植物の理解を深めること等を目的に自然
環境調査を実施しており、令和４～６年度（2022
～2024年度）に調査、及び報告書の作成を予定し
ています。生物多様性地域戦略については、これ
らの調査結果等を踏まえ、新たな環境基本計画等
を策定した後に、区民の意見等も参考に幅広い視
点から研究していきます。

区内では、地球温暖化の要因である温室効果ガス
の多くを占める二酸化炭素排出量の約５割が家庭
部門であることから、家庭などにおける太陽エネ
ルギー利用機器・蓄電池等の導入や省エネルギー
対策等の費用への助成、電気自動車用充電設備導
入助成等の取組を進めていきます。
なお、杉並清掃工場では、ごみの焼却熱を利用し
た発電を行っており、電力を売却するほか、熱源
を隣接する高井戸地域区民センターに供給してい
ます。
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136

プラスチック使用量に対する施策を求める。 プラスチックの削減は、区だけではなく、区民、
事業者、ＮＰＯ等の各主体がそれぞれの責任と役
割を認識して取り組む必要があります。区として
も、今後取り組むべき重要な課題と捉えているこ
とから、ワンウェイプラスチックの削減の普及啓
発など各主体が連携して取り組む施策を推進して
いきます。

137

目標に向けた施策指標の設定に、「可燃ごみに含
まれるプラスチックごみの量」を指標として加え
てほしい。計画最終年度の目標には「ワンウェイ
プラスチックの削減」「プラスチックの資源化」
など、プラごみに関するものが掲げられている。
プラごみの焼却を減らすことは有害物質削減のた
めにも必要である。

プラスチックごみの量については、定量的に把握
することが困難なため、指標とはしていません
が、家庭ごみ排出状況調査から「可燃ごみに含ま
れるプラスチックごみの量」を推計し、これを目
安としながら、計画最終年度のごみ量全体の削減
目標に向けた取組を推進していきます。

138

ゴミの削減に取り組んでいただき、脱炭素社会実
現に向けて仕組みを作っていただきたい。
例えば、はだか売りや量り売りを推奨して、容
器、とりわけプラスチック容器の廃棄の削減の仕
組みづくりとか、コンポストの普及で生ごみを減
らすなど、市民が毎日の暮らしの中で出来ること
の仕組みを作ってほしい。仕組みさえできていれ
ば、必ず杉並区民は真面目に取り組むはずであ
る。

脱炭素社会実現につなげていくため、２Ｒ（リ
デュース・リユース）を重視し、ごみ・資源を合
わせた排出抑制に取り組みます。そのため、区民
一人ひとりがごみ減量への意識を高め、ライフス
タイルの転換につなげていくことを目指して、食
品ロスやワンウェイプラスチック、生ごみの削減
等につながる取組や仕組みをつくり、区民・事業
者に向けて普及啓発していきます。

139

環境先進国北欧などを見習い、ＳＤＧｓの実行を
してほしい。特にゴミ削減。リサイクル、リユー
ス強化。

ＳＤＧｓで掲げられている目標とそれを達成する
ための具体的なターゲットは、ごみ・資源に関す
る取組と大きく関連があるため、区の取組とＳＤ
Ｇｓの目標と関係を示しながら、取組を推進しま
す。推進に当たっては、環境学習や、回収した資
源のリサイクル、ごみ・資源の排出そのものを抑
制するリデュース・リユースの取組等を強化して
いきます。

140

歩きタバコの人、ポイ捨てを多数見かける。杉並
区の条例を強化推進していただきたい。

区内の路上喫煙については、「杉並区生活安全及
び環境美化に関する条例」で定める喫煙ルールを
守っていただくことが重要と認識していますの
で、そのルールの更なる浸透や喫煙マナーの向上
に向け尽力したいと考えています。

141

重要課題として、受動喫煙の防止を挙げてほし
い。杉並区健康づくり推進条例には、喫煙率を減
らすことが目標とされている。杉並区受動喫煙防
止対策推進方針では、公共の場所での受動喫煙を
防ぐため、屋外でも分煙のための措置を取るとあ
る。しかしながら実態は、路上喫煙は後を絶た
ず、公園でも喫煙が行われている。駅前や大規模
な公園では喫煙所が設けられているが、空間が隔
てられておらず、副流煙の流出を止めることはで
きていない。具体的な対策を取ってほしい。

法令上、屋外における受動喫煙については特に規
制はありませんが、「杉並区受動喫煙防止対策推
進方針」に基づき、「人」と「場」に対する取組
を進め、非喫煙者、喫煙者の双方に配慮し、公共
の場所での受動喫煙を防ぐため、分煙化の徹底を
目指していきます。

施策10　快適で暮らしやすい資源循環型社会の実現
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142

施策11「グリーンインフラを活用した都市環境の
形成」を「グリーンインフラを活用した都市環境
の形成と適切なみどりの維持」に修正をお願いす
る。
維持管理をせず、放置している土地所有者に対し
て是正措置が指導・実施できる杉並区の総合計画
になるものと考える。

施策名にかかわらず、土地所有者等に対して、引
き続き、樹木等の適切な管理などを求めていくた
め、施策名を変更することは考えていません。グ
リーンインフラを活用した都市環境の形成に向け
て、今後もみどりの適切な維持・管理を推進して
いきます。

143

施策９の「環境学習の充実」の中には、生物多様
性への理解促進、自然環境調査の実施等の事業が
入っており、生物多様性の保全にとって極めて重
要であるため、再掲事業に位置づけてほしい。

環境学習の充実が自然環境を守り、創り、育て、
生物多様性の維持をはじめとしたみどりの質向上
にも深くつながることから、ご指摘を踏まえ、施
策目標実現のための取組として位置付けることと
します。
〔資料2（1）総合計画No6、20〕

144

緑化率や緑地面積に関しても数字的な目標があっ
てもよいと思う。

他自治体においても指標として設定しており比較
ができる緑被率と、区民にとって分かりやすく都
市公園法にも規定されている区民一人当たりの公
園面積等が目標として最適であると考えていま
す。

145

区内緑被率の減少について理解できるように思う
が実際の傾向はどのようなものなのか。緑被に含
まれるものとして公園、保護樹木、街路樹、河川
沿いの樹木など管轄が公園課、道路課、河川課と
多岐にわたるような気がしており、定義づけをし
てほしい。

みどりの実態調査はおおむね５年に一度実施して
おり、最新の平成29年（2017年）調査では緑被率
は21.77％となっています。緑被地は、樹木被覆
地、草地、農地、屋上緑化が含まれているとこ
ろ、公園、街路樹、河川沿いの樹木などで構成す
る公的緑被地は30.47％、保護樹木をはじめとし
た私的緑被地は69.53％です。ご指摘のような管
轄による緑被地分類はしていません。

146

屋敷林が消えていくのは嘆かわしい。市民緑地制
度の他に税優遇措置を検討してほしい。

国、東京都に向けて、引き続き屋敷林等、民有地
の貴重なみどりの保全に対する税制優遇措置を要
請していきます。

147

屋敷林・農地の保全など民有地のみどりの保全に
関する事業が多く、重点事業とすべきである。

基本構想審議会等の経緯を踏まえ、本総合計画で
は「みどりの質を高める」を重点事業としまし
た。「みどりを守る」についても引き続き取組を
進めていきます。

148

広い住宅で代替わりになると、決まって立派な庭
木が伐採され、その後小さな家が建ち並ぶ。街の
景観と環境保善のために、区として何らかの手を
考えられないか。

敷地面積にかかわらず、建築行為を行うときは、
みどりの条例の緑化基準に従い緑化を指導してい
ます。その中で既存樹木の保全については優遇措
置があるため、幅広くＰＲに努め、大きな樹木の
保護を図ります。

149

昨今、敷地分割を伴う狭小建て売り住宅の増加に
より庭先の緑地が消えており、植被率の激減に繋
がっている。現存する個人所有の庭先のみどりを
残すべく対策を早急にとってほしい。

敷地分割による緑地の減少は区としても課題と認
識しています。引き続き、建築行為に伴う緑化指
導に努めていきます。

150

グリーンインフラの最たるものが、農地の保全で
はないか。農地減少問題は杉並区に限らない大き
な解決すべき課題。施策の現状と課題に盛り込む
ことを要望する。

ご指摘を踏まえ、施策11の「施策の現状と課題」
に農地の保全に係る記載を盛り込みます。
杉並らしい原風景の核として屋敷林・農地を位置
づけ、グリーンインフラの考えを活用して保全に
取り組んでいきます。
〔資料2（1）総合計画No19〕

施策11　グリーンインフラを活用した都市環境の形成
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151

宅地内での緑化は維持費が高額になるので、剪定
にかかる費用に対し補助金が請求できるようにし
てほしい。

区では一定以上の大きさや広さの樹木、樹林、生
けがきについて、保護指定制度を設けており、保
護樹木等には維持管理費用の一部を補助していま
す。

152

目標に向けた施策指標の設定について、生物多様
性に関する指標として、区内で確認された生物の
種数、外来種・在来種の種数と割合を加えてほし
い。自然環境調査が区で実施されているため、指
標化は可能と考えられる。また、屋敷林・民有地
のみどりの保全に関する指標（面積等）を加えて
ほしい。

区内で確認された生物の種数、外来種・在来種の
種数と割合については自然環境調査で実施し、公
表しています。なお、毎年定期的な調査は実施し
ておらず、かつ、前回調査と調査条件が一部異な
ることから、毎年の状況を評価・検証する指標に
は適さないと考えています。屋敷林・民有地のみ
どりについては、みどりの実態調査で把握してい
ますが、指標としては公共・民有問わない緑被率
がもっともわかりやすいと考えています。

153

高円寺北口にて飲食店を運営しているが、店舗が
面している通りがそこまで人通りが多くなく、空
き家もいくつか残ったままである。
防犯面や商店会の活気、道路や景観の改善を一手
に改善可能と考えるのが緑化計画である。
すでに店舗主体でお店周りの緑化を始めている。
緑化による都市計画の成功例を推進していただき
たいと切に願っている。

国及び東京都のほか、他自治体の事例を参考にし
ながら、今後もより効果的な緑化施策を研究して
いきます。

154

「みどりの質を高める」のみどりの基本計画の具
体的内容を教えてほしい。

新たなみどりの基本計画は令和５～６年度（2023
～2024年度）の改定に向けて、今後具体的な内容
を検討していく予定となっています。
なお、現在のみどりの基本計画は、「身近なみど
りを守ろう」、「新しいみどりを創ろう」、「み
どりの質を高めよう」、「みどりでまちをつなげ
よう」、「みんなでみどりを育てよう」を基本方
針に様々な取組を展開しています。

155

玉川上水・善福寺川・神田川のイキモノ保護につ
いては都に対して毅然とした態度を取っていただ
きたい。水道局による生物多様性を無視した玉川
上水管理が問題になっている。トレンドは野草保
護である。

東京都、周辺自治体と連携して、引き続き玉川上
水の適切な管理を協議していきます。

156

生物多様性や生態系の保全には、みどり・水辺の
継続的な維持管理と調査・モニタリングを、区民
レベルで取り組む仕組みの構築が必要になると考
える。

生物多様性等への取組には、定期的に実施する自
然環境調査やみどりの実態調査等が不可欠となり
ます。各種調査には専門的な知識・経験が必要で
あることから委託が基本となりますが、水鳥一斉
調査は区民参加によって実施しており引き続き区
民協働のもと進めていきます。
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157

「善福寺川『水鳥の棲む水辺』創出」プロジェク
トの具体的内容及び施策を教えてほしい。

区では善福寺川において、『水鳥の棲む水辺』創
出事業のコンセプトである「区民がつくる、カワ
セミの棲む自然豊かな水辺」の実現に向けて、
様々な取組を進めています。その一環として「水
辺環境の再生・創出」では、地域の小学生と共に
善福寺川に棲む水鳥一斉調査の毎年実施、環境団
体が行う善福寺川をテーマとする活動の支援、ま
た、シンポジウムを開催するなど、水辺環境につ
いて区民の方々の関心を高めるための啓発活動を
幅広く行っていきます。その他、重点的な取組と
しては、雨水浸透ます設置の推進、都の事業で
は、合流式下水道の改善の推進などの取組があげ
られます。
今後も各取組を着実に進め、区民の皆様や関係機
関と連携・協力して、潤いと安らぎのある水辺環
境の再生・創出に取り組んでいきます。

158

「下高井戸おおぞら公園（東側エリア）」整備計
画の具体的内容及びその完成時期を教えてほし
い。

下高井戸おおぞら公園の東側エリアは、現在、東
京都による地下調節池工事が行われています。今
後は、地下調節池工事の進捗状況を踏まえつつ、
令和４年度（2022年度）に公園の設計、令和５年
度（2023年度）から公園の整備工事を実施し、令
和７年度（2025年度）に開園する予定です。な
お、東側エリアには多目的スポーツコート（人工
芝）やマンホールトイレ等を整備するとともに、
神田川を挟んで位置している永福南公園との回遊
性や利便性の向上を図るため、両公園を結ぶ橋を
設置します。

159

広い公園が少ないので、既存の公園付近の用地買
収も検討するべき。

柏の宮公園では、既存公園の隣接地を取得して公
園を拡張整備しました。現在も馬橋公園の隣接地
を取得して公園の拡張整備を進めています。面積
が大きくなることで公園機能の向上を図ることが
できるため、今後も公園に隣接する土地の取得を
検討していきます。

160

区内公園面積の人口当たりの面積減少については
冒頭の基本条件の中で杉並区の人口及び生産人口
が減少していくという分析がある。従って人口一
人当たりの公園面積は増大していくのではないか
と予見される。この考えについて解説する必要が
ある。

区の総人口は、令和15年度（2033年度）をピーク
に減少していくと見込まれますが、本計画が示す
今後10年間はこれまでどおり人口増加が見込まれ
ています。
今後も、公園整備を着実に進めるとともに、人口
動向について、引き続き注視し、解説の必要性を
検討していきます。

161

「杉並区多世代が利用できる公園づくり基本方
針」の内容を教えてほしい。

少子高齢化の進展や公園利用に関する区民ニーズ
の多様化など、公園を取り巻く環境は大きく変化
しています。このようなことから平成31年（2019
年）１月に「杉並区多世代が利用できる公園づく
り基本方針」を策定しました。本方針は、遊具や
ベンチなどの施設の再配置等による公園機能の見
直しを図りながら、幼児から高齢者まで多世代が
利用できる魅力ある公園づくりを推進するもので
す。
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162

公園に犬が入れない。今時のルールとは思えな
い。排泄マナーの強化共々推進していただきた
い。

公園への犬を連れての利用に関して、様々な意見
があることは区としても認識しています。きちん
とマナーを守っている飼い主の方が多くいらっ
しゃる一方で、「フンを始末しない人が多く、不
衛生で子どもが遊ぶことが出来ない。」「水飲み
蛇口から直接犬に水を飲ませる飼い主がいて、不
衛生なのでやめて欲しい。」「犬を放し飼いにし
ている事例が多数あり怖い。」「鳴き声がうるさ
い。」などの意見も依然として多く寄せられてお
り、公園利用者間で大きく意見が分かれていると
ころです。
こうしたことから、区立公園は、管理事務所があ
る比較的大きな公園（桃井原っぱ公園・蚕糸の森
公園・柏の宮公園など）については、現在も犬を
連れての利用を可能としていますが、その他の公
園での利用に関しても、犬に関する公園利用の
ルールが時代と共に変化してきた経緯等を踏ま
え、今後の検討課題とさせていただきます。

163

蚕糸の森公園の遊びの広場で行なっている大規模
下水道工事の後は、また公園にもどるのか。子ど
も達が楽しめる魅力的な遊具が置かれた公園に戻
していただきたい。

当該工事終了後は、公園として原状復帰する予定
ですが、詳細については、東京都下水道局と協議
しながら進めていきます。

164

公園の樹木の管理について、自宅に面している緑
地の大木の落ち葉に、悩まされている。台風など
で倒れてこないか不安である。樹木が大きくなら
ないように剪定するなどの維持管理を求める。

公園の樹木管理については、計画的に剪定等を実
施しています。倒木などの危険があると思われる
樹木に関しては樹木診断も行いながら、適切に対
応していきます。

165

目標に向けた施策指標の設定に、路上禁煙区域面
積を指標に加えてほしい。

施策12では、「人生100年」を自分らしく健やか
に生きることができるまちを目標とし、その実現
に向けた施策指標として「65歳健康寿命」「特定
保健指導対象者割合の減少率」「がんの75歳未満
年齢調整死亡率」「ゲートキーパー養成者数（累
計）」の４つを設定しています。受動喫煙の防止
対策等については、本施策の実行計画事業におい
て取組を推進していきます。
なお、区では、「杉並区生活安全及び環境美化に
関する条例」により区内全域で、歩きたばこや吸
い殻のポイ捨てを禁止しています。また、駅周辺
や商店街などの人通りが多い場所（ＪＲ西荻窪
駅・ＪＲ荻窪駅・ＪＲ阿佐ヶ谷駅・ＪＲ高円寺
駅・西武新宿線上井草駅・京王井の頭線高井戸駅
の６駅周辺）を「路上禁煙地区」に指定し、喫煙
自体を禁止しています。

施策12　いきいきと住み続けることができる健康づくり
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166

令和2年度厚生労働省研究班他などの首都直下地
震のシミュレーションでは、医療スタッフが足ら
ないことで負傷者の処置が追い付かず負傷者の
1/3は死亡するとも言われている。未治療死者問
題に対してどのような対策を考えているか。
厚生労働省の公表結果を区の医療計画づくりに生
かしているか。
発災時多くの負傷者の発生が想定される中で、混
乱発生前に被災地外の医療機関への搬送を行うこ
とが命を守ることに直結する。それを課題・目標
としてほしい。
負傷者の発生割合が多くなると想定される杉並区
東部、方南、成田東、阿佐谷南北、高円寺南北、
天沼、松ノ木などの名称を総合計画に記載してほ
しい。

杉並区地域防災計画における震災対策は、東京都
防災会議が公表した「首都直下地震等による東京
の被害想定」を基本として、東京都地域防災計
画、災害対策基本法の改正、近年の大規模地震か
ら得た対応と経験等を反映して作成されていま
す。災害医療体制の整備についても、杉並区地域
防災計画を構成する計画の一つとして、杉並区地
域防災計画における被害想定等をもとに検討を進
めていきます。
災害時における医療救護活動の人材確保について
は、杉並区医師会との協定に基づき、医療救護所
等へ医師や看護師等で編成される医療救護班が派
遣されるとともに、区の保健センター（５か所）
からも保健師が医療救護所等へ参集し、医療救護
に従事する体制を取っています。また、杉並区薬
剤師会、東京都柔道整復師会杉並支部や杉並区歯
科医師会とも災害時の医療救護活動について協定
を締結しており、医療救護所等における医療救護
の支援体制が取られています。
負傷者等を被災地外の医療機関へ搬送することに
ついては、都が、他自治体との協定等に基づき、
他県等に対して傷病者等の受け入れを要請するこ
ととなっています。
負傷者の発生状況については、災害の発生時間帯
など様々な条件により想定が異なることから、特
定の地域を記載することはしていません。

167

感染症対策については、職員増員などの保健所機
能の強化が必要。その記載をしてほしい。

感染症対策については、医療関係機関とのさらな
る連携の強化や検査体制の強化、備蓄品の拡充の
ほか、適切な人員配置により防疫体制の強化を図
ります。

168

地域医療体制の充実について、「災害時医療体制
の充実」に対する意見との整合を図り、計画最終
年度の目標の記載を以下のとおり変更すべきと考
える。
「医療機関等への医薬品や電源等の整備、関係機
関の連携・協力により、災害時における緊急的な
医療体制が確保されています。」

災害発生時に開設される緊急医療救護所は、災害
拠点病院等との間で締結した協定により運営され
ています。この協定において、区は災害拠点病院
等に対して医薬品等の購入及び保管・管理を依頼
し、この経費を区が負担することとしています。
このように医薬品等の整備についても災害拠点病
院等との連携・協力により行っているため、総合
計画の最終年度目標において、「医療機関等関係
機関の連携・協力」という記載にしています。

169

災害時医療体制の充実について、風水害の激甚
化・多発化のリスクが一段と高まっており、通常
の非常用発電機では対応できない長期の停電の発
生が現実的なものになってきている。
災害発生時に災害拠点病院等が正常に機能するた
めには、長期の停電への備えとして自立分散型電
源（コージェネレーションシステム、太陽光発
電、蓄電池等）の確保が必要であることから、以
下のとおり、リード文を変更すべきと考える。
「災害発生時に災害拠点病院等に開設する緊急医
療救護所が円滑に運営されるよう、医薬品等や自
立分散型電源（コージェネレーションシステム、
超高効率燃料電池、太陽光発電、蓄電池等）の整
備、医療救護訓練等を通して、関係医療機関との
協力体制を維持発展していきます。」

災害拠点病院や災害拠点連携病院については、都
の要綱において、災害拠点病院については通常時
の６割程度、災害拠点連携病院については通常時
の５割程度の発電容量のある自家発電機等の保有
及び３日分程度の燃料の確保が求められており、
この規定により災害拠点病院等において、災害時
における停電対策が取られているものと考えま
す。
また、災害発生時には、区内の電力会社の非常災
害対策内規により速やかに非常態勢発令が伝達さ
れるなど、電力の復旧体制が取られています。

施策13　地域医療体制の充実
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170

「在宅医療体制の充実」を上げているが、支援や
介護を必要としない高齢者でも、安心して日々の
健康状態を相談できるホーム・ドクターを必要と
している。区の主導でホーム・ドクター制度を推
進したらいかがか。

かかりつけ医をもつ利点としては、日頃の健康状
態の把握に基づく適切な医療・相談が受けられる
こと、また、在宅療養が必要となった場合でも訪
問診療が可能であること、医療と介護の連携がス
ムーズであることなどがあります。
そのため区では、かかりつけ医をもつようリーフ
レット等で区民に働きかけるほか、地域の医療機
関情報を提供したり、必要に応じて医療機関を探
す支援も行っています。

171

感染症による緊急医療体制について、ニューヨー
クでは、基本は早期発見、早期対処であった。不
足した病室をカバーするため、病院近くにテント
を張った。ピークを超えると、テントを移してＰ
ＣＲ検査を行う場所は市内各所に設置された。

感染症による緊急医療体制については、民間救急
車の活用による患者の搬送や、区内基幹病院にコ
ロナ専用病床を整備する準備を行い、病床ひっ迫
時は往診や訪問看護により自宅療養者の支援を行
います。

172

今も取り組んでいるが、４～６年度（2022～2024
年度）も引き続き、感染症対策の推進に取り組ん
でいただきたい。杉並区はコロナ禍の中よくやっ
たと思う。

感染の疑いがある患者等からの電話相談への対応
や受診調整を行う「杉並区受診・相談センター」
の運営や、発熱外来・ＰＣＲ検査スポットを運営
する区内感染症診療協力医療機関への支援など着
実に取り組んでいきます。

173

コロナ禍で杉並区の脆弱な保健・医療体制が露わ
となった。杉並区に、公立の病院がないことに加
え、減らし続けてきた保健所の体制に大きな課題
があることが明確になった。
この計画では、保健所の抜本的な改善策が欠けて
いる。特に、増設と人員対策が重要だと考える。
保健所は、区民の命を守る砦。再検討を求める。

コロナ禍における区内の医療機関に対しては、発
熱外来等設置・医師確保・休業期間の経営継続及
びＰＣＲ検査実施等に対する支援を行い、区の医
療体制維持に努めてきました。
保健所の人員体制についても、保健所内における
職員の応援に加えて、区役所他部署の職員による
応援により体制を強化するとともに、一部の業務
においては民間の力も活用しながら、新型コロナ
ウイルスの感染拡大に対して対応できる体制を確
保していきます。

174

知的障害者の高等部卒後、かかりつけ医師が見つ
からず、困っている家族が多い。就労する方も、
職場で心が傷つき働けなくなって、どこへかかれ
ば良いかわからず、困っている家族も多々ある。
医療的ケアだけでなく、様々な専門医師とつなげ
てほしい。

知的障害がある方が、成人後に地域の身近な医療
機関にスムーズに移行でき、多様な診療科にかか
りやすくなるよう地域の医療体制を整備し、相談
しやすくなるよう検討していきます。

175

自閉症や、感覚過敏のある障害者などがクリニッ
クを受診しやすくしてほしい。理解ある医師を増
やすための講座、障害を持つ方にやさしいクリ
ニックの登録紹介など、推進してほしい。

発達障害や知的障害がある方が受診しやすくなる
よう医療機関に向けて研修等を実施するととも
に、医療機関の案内についても工夫していきま
す。
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176

男女共同参画の推進の位置づけがおかしい。男女
共同参画とは、作られた性（ジェンダー）によっ
て誰もが差別されない社会をめざすことである。
最低限、重点マークをつけることが必要であり、
分野ごとの将来像のなかに、差別をしないことや
ジェンダー平等をすすめることを明記してほし
い。

177

「男女共同参画の推進」が施策14を構成する計画
事業の１つとして取り上げられているだけなのは
おかしい。本計画では「ＳＤＧｓと区の取り組み
について」が特に強調されているが、ＳＤＧｓで
はジェンダー平等を「すべての目標・ターゲット
における進展に重要かつ不可欠な貢献をするも
の」と位置づけており、区の施策においてもすべ
ての分野に通底する重要課題として上位に明記す
べき。

178

総合計画・実行計画いずれにおいても重度化・高
齢化した障害者への緊急時の支援と表現している
が、緊急時の支援と、高齢化による支援は別のも
のである。緊急時の支援は高齢化した障害者だけ
を対象としたものではないと考えるのでこの表現
を見直してほしい。

緊急時の支援については高齢化や重度化した障害
者だけでなく緊急時の対応が必要なすべての障害
者が対象であることから、ご意見の趣旨を踏ま
え、計画の表現を修正します。
〔資料2（1）総合計画No22、（2）実行計画
No14〕

179

障害者の緊急時対応連絡先を、基幹相談支援セン
ターが、責任をもっていつでも受けられるように
してほしい。緊急時短期入所や支援者派遣も、４
泊５日も支える人を出せる単独の事業所はなかな
か望めない。区が中心になって事業所間の連携を
率先してまとめ、支援体制の構築をお願いする。

緊急時の連絡先や過ごし方などについて事前に相
談し実効性のある「緊急時対応計画」を作成する
とともに、その計画に基づいた緊急時ショートス
テイや支援者派遣などについては、基幹相談支援
センターが中心となり、地域の関係機関が連携し
て支援する体制を整えていきます。

180

高齢者、障害者等、社会的に弱者と言われている
住民への対応（地域包括支援センター、地域包括
ケアー推進員、地域包括ケアーシステム）並びに
障害者地域相談支援センター、地域福祉コーディ
ネーター）については、高い理念を感じる。生活
困窮者への支援策も貴重と思われる。一方その現
状分析では意外に低い感じがし、早急な対応が望
まれる。特に生活困窮者への支援は急を要する。

施策14には、実行計画事業として「生活困窮者等
への自立支援体制の充実」を掲げています。主な
取組としては、くらしのサポートステーション
（自立支援相談窓口）における相談の受付や自立
支援計画の作成、就労支援センターとの連携等に
よる就労等自立に向けた支援を実施します。
また、くらしのサポートステーション（自立支援
相談窓口）に配置している相談機関連携推進員
が、生活課題に関する機関や地域の社会資源との
関係づくりを進めることにより、本人の状態に応
じたきめ細かい支援に結び付けていきます。

181

和田堀公園にドッグランの設置を希望する。
犬を飼っている世帯が多く、散歩されている方が
たくさんいるため、需要があり、区民の交流の場
にもなると思う。
周辺の区にもドッグランはあるが、車を所有して
いないと行くことが難しいため、設置していただ
きたい。
公園にてリードをせずに散歩される方がいるた
め、ドッグランを設置することで、改善されると
思う。

これまで当区においては、平成19～20年（2007～
2008年）に桃井原っぱ公園内に試行ドックランを
開設し、そのあり方についてアンケート調査を実
施した経緯があります。その中で、騒音対策とし
てドッグランと民家の間に十分な距離をとること
や、駐車場があること、住民との協働による管理
運営が必要であること等が設置の条件としてあげ
られました。
区立公園は比較的規模も小さく、このような条件
に合致する公園がないため、現時点では、区立公
園内にドッグランを設置することは困難な状況で
すが、ご意見等を踏まえ、都立公園内へのドッグ
ランの設置に向けた取組を進めます。

施策14　地域の支え合いと安心して暮らせる体制づくり

ご指摘の総合計画案及び実行計画案における男女
共同参画の位置付けは、基本構想審議会での意見
を踏まえ、「福祉・地域共生分野」に含めること
としたものです。その上で、男女共同参画社会を
実現するための取組方針や具体的な取組内容等に
ついては、現在、改定作業を進めている「杉並区
男女共同参画行動計画」において、総合的・一体
的に示していく考えです。
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182

自宅前への散歩中の犬の糞尿に悩まされている。
啓発プレートもいただいたが、効果はない。
啓発プレートの文言も、散歩中に犬が糞尿をして
も良い（片付ければ良い）という事が前提のよう
に思う。
あくまでもトイレ（糞尿）は家で済ませる事が基
本である。この事を理解していない飼い主が多い
事が原因だと思っている。
区のホームページで確認したところ、犬のトイレ
は家で済ませるという発信はされていない。他区
はホームページにも記載があり、公園などにも掲
示（ポスターや垂れ幕）があった。
災害時のペット救護対策の前に、飼い主の考え
方、マナー対策をしていただきたい。
啓発プレートの刷新や、犬の飼い主に対しての
『トイレは散歩の前に自宅で済ませる』事へのア
ナウンスをしていただきたい。

区では、犬の飼い主に対して、糞尿の始末として
「トイレは散歩の前に家で済ませる」ことをホー
ムページで周知していますが、今後は、記載方法
などについて工夫していきます。併せて、動物適
正飼養普及員等と協力し、飼い主等に対して、動
物適正飼養のためのルールに関する普及啓発に取
り組んでいきます。
また、環境省が策定した「人とペットの災害対策
ガイドライン」に基づき、災害時におけるペット
の救護対策についても必要な取組を進めていきま
す。

183

昨今誰しも認知症になると言われているが、予防
検診レベルでは弱いのではないか。高齢者になっ
てから予防するのではなく、区民の健康レベルを
引き上げることにより、劇的に認知症発症リスク
を引き下げることができる。
それには現役世代から予防が必要である。
その警鐘を「福祉」という分野に入れるのではな
く、生活習慣から認知症へのリスクを意識するよ
うに投げかけていただきたい。たとえ認知症に
なっても安心して杉並区で暮らしていけることも
発信していただきたい。
区内小学校では認知症サポーター養成講座を受講
する取り組みがなされていると聞いたが、学習の
機会がない区民に広く認知症サポートを伝えるか
についてはどのように考えているか。
意識のある人だけ認知症のことを考えるのではな
く、我がこととして認知症を考えてほしい。
団塊世代が80代になる前に至急、認知症の予防・
理解・サポートについて進めていただきたいと思
う。

認知症の発症率は高齢期から上がることが知られ
ていますが、認知症で一番多いアルツハイマー型
認知症は、発症までの期間が長いということもあ
り、現役世代からの予防が不可欠です。
また、認知症予防と生活習慣病予防は重なる部分
が多いため、現役世代の頃から生活習慣病予防の
習慣を身に付け継続していただくよう、区では、
生活習慣病予防の普及啓発を行っています。その
ことが、将来の認知症予防にもつながるものと考
えています。
あわせて、認知症になっても安心して住み慣れた
地域で生活できるよう、幅広く一般区民を対象に
した認知症サポーター養成講座を実施し、認知症
への理解を深めていくとともに、認知症本人やそ
の家族のニーズに沿って支援する「チームオレン
ジ」をケア24担当地域ごとに育成していきます。
また、70歳を対象に、認知症を我がこととして考
えていただくことなどを目的に実施する「もの忘
れ予防検診」などの取組を通じ、認知症への理
解・予防・サポート体制の充実を図っていきま
す。

184

若い人や、外国人など、いろいろな立場の人と、
介護が必要な人が同居できるシェアハウスのよう
な施設は作れないか。
介護士の方だけでなく、普通の入居者も手助けで
きる環境にすれば、業界の人手不足を少し解消で
きないか。
家で介護されている方も一緒に入居できれば、毎
日の負担が減るのではないか。
実家は、築45年くらいの住居兼アパートで建替が
資金的に難しいので、区と力を合わせていくこと
はできないか。

介護者の負担軽減や介護人材の確保は重要な課題
であると認識していますが、いろいろな立場の方
と介護を必要とする方が同居するシェアハウスの
ような施設については、多世代で支え合うことが
できるという利点がある一方、生活習慣の相違な
ど異世代が共同生活を行う上で様々な問題がある
ことや、介護をする側、される側のマッチングな
ど多くの課題があると考えています。
区では今後も高齢者とその家族が住み慣れた地域
で安心して暮らし続けることができるよう、頂い
たご意見を参考としながら、更なる施策の充実に
努めていきます。

施策15　高齢者とその家族が安心して暮らせる生活の確保と社会参加の支援
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No 意見概要 区の考え方

185

コロナをとおして、医療、介護、保育、教育など
一人一人の人間性・個性を大切にするケア労働に
携わる人たちの重要性が再認識された。しかし、
新しくできた特養ホームでは劣悪な労働条件のた
め介護士の離職が激しい。特養ホームとしての本
来機能が崩壊している。劣悪な労働環境を早急に
改善して、行政として「ケアに手厚い社会」に切
り替えるために行政の本来の機能を取り戻すべき
である。

特別養護老人ホームに対する指導権限は東京都の
所管となりますが、区民の方から特養に関する情
報提供等があれば都に報告するとともに、必要に
応じて状況確認をしているところです。また、区
では、事業者に対する人材の確保・定着に向けた
支援や、施設で働いている介護従事者の負担軽減
を図るため、介護ロボットの導入支援を行ってい
ます。

186

特別養護老人ホームの施設整備が進んだことで、
新たな展望を組み直す時期に入っていることは間
違いないと思う。介護保険制度開始前の特別養護
老人ホームについては、いずれも老朽化や大規模
改修の問題を抱えている。区施設の長寿命化の取
り組みに共感する一方、こうした課題を抱える従
来型特別養護老人ホームの問題にも目を向けてい
く必要がある。数十年前の介護施設の設計思想の
まま、ただ改修すればいいとも言えない。ご利用
者の安心と満足の変化、地域交流・災害時の防災
拠点と、求められる役割は変化している。今後の
需給評価以上の検討が必要と思う。

老朽化した特養が区内に存在すること、また、当
時と現在の特養整備に当たっての考え方が変化し
ていることはご指摘のとおりです。近年開設した
各特養は利用者のプライバシーに配慮したユニッ
ト型個室での整備を基本としています。また、地
域交流スペースの併設なども行っています。老朽
化した施設の改築・大規模改修の実施にあたって
は、これらの背景に加え、利用者と地域のニーズ
や特養需要、事業者の状況なども踏まえ、事業者
と協議しながら進めていきます。

187

補聴器購入費助成を。
【他、同趣旨１件】

補聴器は、難聴の高齢者にとって人との交流や
様々な活動の際に有効ですが、高齢者本人に合っ
た購入や使用に結びつく支援が必要であると認識
しています。しかし、補聴器には、様々な価格や
タイプがあり、購入後の調整や訓練も必要で、使
い続けるには様々な課題があることから、国や他
の自治体の状況、専門家の意見などを参考に、難
聴の高齢者に対する支援について研究していきま
す。

188

グループホームで生活している障害者（知的）
は、年々体に変調が生じ病院通いの頻度が増えて
きていると聞く。加齢から入退院を繰り返すこと
も増えている。その結果、退院時グループホーム
での対応が困難とされ、グループホームに帰れな
い事態が生じている。
本格的医療ケアが必要な場合を除き、グループ
ホームに送れるよう施設に看護師や職員に予算を
つけるなど工夫をしてほしい。

グループホーム利用者への看護の提供について
は、医療機関との連携により看護職員がグループ
ホームを訪問して看護の提供を行う医療連携加算
や、グループホームの従事者に加えて看護職員を
配置して利用者に対する日常的な健康管理や看護
の提供、医療機関との連絡調整等を行う看護職員
配置加算など、看護が必要な利用者に対してサー
ビス提供を行った場合に加算が算定されるため、
報酬体系の中で必要な支援体制を確保していま
す。

189

障害者にとっての社会参加の重要な場が日中通所
先である。障害者がどんなくらし場面からでも、
日中通所先へ、通所できるようしてほしい。例え
ば、短期入所先で泊って、翌朝移動ヘルパー、通
所バスが寄ってくれる、短期入所が送迎サービス
を行うなど。特に送迎バスなどもたない作業所や
自主通所が基本の日中通所先へ、何らかの手立て
で通えるようにしてほしい。

短期入所など生活の場面が変わっても、普段から
慣れている日中通所先へできる限り通所できるよ
うにすることは、障害者が安心して地域生活を送
るうえで大切であると認識しています。短期入所
や通所施設、移動支援事業者など関係者が協力し
て、よりよい支援ができるよう取り組んでいきま
す。

施策16　障害者の社会参加と地域生活の支援
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No 意見概要 区の考え方

190

子どもの権利について知らない区民が多いことを
懸念する。非常に重要な事であり、学校、ＰＴ
Ａ、地域その他公共のスペース等で周知するよう
要望する。

すべての子どもの育ちを支え、命と権利を守るこ
とは重要であると考えており、その観点から総合
計画・実行計画に子どもの最善の利益を実現する
社会づくりを進めていくための取組を計画してい
ます。今後も、子どもの権利に対する理解が促進
されるよう努めていきます。

191

児童相談所、子ども家庭支援センターの増設、ひ
とり親家庭支援、子どもの貧困対策推進等につい
ては取組を加速化すべき。

すべての子どもの権利を尊重し育ちを支えるた
め、区では、児童相談体制の強化や、子どもや家
庭の個々の状況に応じたきめ細やかな支援を着実
に実施するとともに、子どもが自由に意見を言え
る、意見を聴ける、意見が必要なところに届けら
れる環境を整備していきます。

192

児童相談所が区立になるそうだが、良いことであ
る。さらに専門家を配置してほしい。
【他、同趣旨１件】

児童相談所は、子どもや家庭等からの相談のう
ち、専門的な知識及び技術を必要とするものに応
ずることが児童福祉法に定められています。令和
８年度（2026年度）の区立児童相談所開設の際
は、児童福祉司、児童心理司のほか、弁護士、医
師等の専門職を適切に配置できるよう、計画的な
人材の育成・確保に努めていきます。

193

昨今、コロナによる経済的困窮家庭が多くなり、
子ども食堂の活動が必然的に活発になっている。
ここも、まちづくり、中高生や地域住民のつなが
る場として重要な拠点となっている。区として
も、是非役割として入って行くことを希望する。

区内の子ども食堂など、食を通した居場所づくり
をしている団体が、ゆるやかな繋がりを持ちつつ
子どもへの支援活動の輪を広げていくことを目的
に、「杉並子ども食堂ネットワーク」を設立し、
事務局である杉並区社会福祉協議会のサポートの
もと、立ち上げ支援や勉強会などの活動を行って
います。
区は事務局を通して、各食堂の毎月の活動状況を
把握するほか、年に３回程度開催される連絡会に
参加し、情報共有や意見交換を行っています。

194

ヤングケアラーへの対策と支援強化を求める。生
活維持はもちろんのこと、勉学への影響を受ける
ことなく義務教育を享受できる施策を早急に求め
る。特に、学校現場での支援体制を確立すること
が必要である。具体策を強く願う。

子どもに関わる大人がヤングケアラーへの理解を
深め、支援の必要な児童・生徒を早期に発見し、
関係機関と適切な連携を図るため、区では、ス
クールカウンセラー連絡会や要保護児童対策地域
協議会の構成員向け研修でヤングケアラーの概念
等を取り上げ、周知に努めています。加えて今後
は、学校の管理職や養護教諭、生活指導主任等を
対象に、ヤングケアラーの理解、他機関との連携
方法等の研修を行っていきます。

施策17　子どもの権利を尊重し育ちを支える環境の整備・充実

43



No 意見概要 区の考え方

195

子ども・子育てプラザ善福寺の開設に伴い、地域
の子どもたちが健やかに育っていく環境づくり、
異年齢の子どもたちが交流できる場づくり、地域
の方々との交流の場づくりを目的として、善福寺
児童館に隣接した「善福寺一丁目公園」の整備を
提案したい。公園の整備を求める理由として、学
童クラブや放課後居場所が移転した先で、十分な
外遊びのスペースや時間が保障されていないた
め、外遊びができるような公園を整備することが
必要であると考える。プラザの主な利用者である
乳幼児には、健康な成長発達のために特に外遊び
が必要であり、公園を活用し、地域の多世代間交
流によって養育者が安心して子育てできる環境づ
くりにつながることを期待する。
施策21にある障害児支援についても、専門家だけ
が関わるのではなく、災害時などにも助け合える
関係づくりのためにも日頃から安心して集えるよ
うな、合理的配慮がある公園の必要性を感じる。

子どもたちにとって、地域の方々との交流や、異
年齢の友人と外遊びをする場として、また、災害
時に相互に助け合う場として、公園は大いに活用
していただきたい施設であると、区も認識してい
ます。
善福寺一丁目公園については現在、全面的な改修
の計画はありませんが、改修を行う際には、地域
の皆様のご意見を伺いながら進めていく予定で
す。なお、障害の有無や年齢にかかわらず、誰に
とっても利用しやすい公園になるよう、引き続き
公園の整備等を行っていきます。

196

ゆくゆくは放課後居場所などを済美養護学校でも
展開する予定なのか。
【他、同趣旨１件】

現時点では、済美養護学校内での放課後等居場所
事業を実施する予定はありません。

197

児童館が閉館になった地域の子どもたちは、小学
校内の放課後等居場所事業に参加している。小学
生の居場所は学校ではない場所も選択肢として必
要ではないか。子ども・子育てプラザに定期的に
小学生のプログラムも取り入れてほしい。

児童館再編の取組では、これまで、放課後は居場
所として十分に活用されていなかった学校施設を
活用して、子どもの居場所の充実を図るもので
す。放課後等居場所事業が一層利用しやすいもの
となるよう運営上の工夫に取り組むことに加え、
子ども・子育てプラザでの受け入れなどにより、
子どもたちが安心して自由に過ごすことができる
居場所を確保していきます。
なお、小学生の主な放課後の居場所としては放課
後等居場所事業への整備を進めていきますが、子
ども・子育てプラザは、地域子育て支援拠点とし
ての機能のほか、地域行事等の多世代交流の取組
を含む地域子育てネットワークの機能を担うとと
もに、小学生以上の子どもの居場所を補完する取
組も進めています。

198

共働き家庭が増え、コロナで家庭でのレジャーが
減っている今、休日も友だちと集まれるような場
所が増えるといいと思う。小学生の居場所は充実
していると思う一方、中高校生の居場所が少ない
ように感じるので、そういった場所が増えるとと
もに、いろいろな大人と接する機会が増えると、
中高校生の今後の指針にもなっていいのではない
か。中高校生くらいで地元でいい経験をすると、
地元意識が高まって、その後も地元を大事にして
くれるように思う。

中・高校生の居場所については、区内唯一の中・
高校生専用施設である児童青少年センター（ゆう
杉並）における取組をさらに充実させることとし
ています。また、中・高校生が、身近な場所で気
軽に集い、交流ができるよう、永福図書館とコ
ミュニティふらっと永福との複合施設、これに加
えて、旧杉並第八小学校跡地に整備する（仮称）
高円寺図書館等複合施設を活用した居場所づくり
を進めていきます。

199

新型コロナウイルス感染症により正常な状況では
ないが、利用状況が有効なのか実績を知りたいの
で、過去２年間の放課後等居場所事業の参加者数
を示してほしい。

放課後等居場所事業は、令和元年度（2019年度）
45,577人（実施校数４校）、令和２年度（2020年
度）48,190人（実施校数９校）の利用がありまし
た。

施策18　子どもの居場所づくりと育成支援の充実
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No 意見概要 区の考え方

200

十分な設備のない小学校内で放課後等居場所事業
を実施するのは、子どもたちがかわいそうだ。ま
た当該校の児童ばかりが集まることになる。私立
校に通う子でも気楽に集える場所を作ってほし
い。

201

公園でボール遊びは出来ない。自由に遊べる校庭
開放はなくなる。子どもは遊びから育つ。大人の
都合で子どもの成長を妨げないでほしい。

202

放課後居場所の計画推進では学校運営協議会、学
校支援本部、ＰＴＡ、地域、等の活用を含め計画
推進母体の明示が必用。特に学校支援本部の中心
的活用を提案する。

203

地域における子育て支援の中心が子ども・子育て
プラザとなっている。既存のつどいの広場が現在
２施設に減少しており、拡充も必要と感じる。子
連れでの外出はハードルが高い面もあり、地域に
つどいの広場がある環境を多く作ることで、子育
て家庭によりアプローチすることができるのでは
ないか。子育て支援の場を増やし間口を広げるこ
とが、気軽に利用できることにつながる。

区では、身近な地域で乳幼児親子が気軽に立ち寄
れ、安心して過ごせる居場所の充実に向けて、子
育て支援サービスを総合的・一体的に行う「子ど
も・子育てプラザ」の計画的な整備による拡充を
進めています。既存のつどいの広場については、
引き続き運営を支援していきます。
また、子育て支援団体等との連携を図り、地域で
子育て家庭を支える体制の整備に努めます。

204

一時保育では、配慮の必要な子どもの利用や保護
者が育児不安を抱えているケースが増えている。
現状の利用人数による運営制度では、十分なニー
ズにこたえることが難しい。実態の調査や地域
ニーズを調査して、現状に合った制度に変更して
いくことが必要ではないか。

地域における一時預かり事業については、「杉並
区子ども・子育て支援事業計画」に基づき、定期
的に地域のニーズや支援事業の利用状況等に関す
る調査・分析及び課題の整理等を行っています。
今後も、利用状況や調査結果等を踏まえ、一時預
かり事業を実施していきます。

205

新たな認可保育園の増設は、地域のバランスを考
えて定員割れのないようにしてほしい。また、子
どもにとっての環境を重視し、新園については園
庭等もしっかり確保したものにしてほしい。
【他、同趣旨２件】

今後の待機児童ゼロの継続はもとより、希望する
全ての子どもが認可保育所等に入所できる環境を
整えるため、歳児別・地域別の保育需要を見極め
ながら、引き続き施設整備を進めていく考えで
す。
また、今後整備する認可保育所については、可能
な限り園庭を確保するなど、保育の質に資する環
境を整えていきます。

206

認可保育所を希望する保護者がいつでも利用でき
るように整備することは利用者にとってはいい施
策だが、園児の人数が運営に影響する私立園に
とっては保育施設が増えることでの定員割れが懸
念事項である。

「待機児童ゼロ」の継続だけでなく、希望する全
ての子どもが認可保育所に入所できるよう、歳児
別・地域別の保育需要を見極めながら認可保育所
の整備を進めます。
ご指摘の懸念事項については、今後の保育需要の
動向を注視し、その状況に応じて計画の見直しも
含め、必要な対応を行っていきたいと考えていま
す。

施策20　働きながら安心して子育てできる環境の整備・充実

施策19　安心して子どもを産み育てられる環境の充実

放課後等居場所事業については、児童館のいわゆ
る一般来館の機能を継承するもので、子どもに
とって居心地の良い安全・安心な居場所であると
ともに、小学校というフィールドを活かした校庭
や体育館でのダイナミックな遊びをはじめ、子ど
ものやりたい多様な遊びや学習、自由な過ごし方
ができるよう支援しています。また、学校やＰＴ
Ａ、学校支援本部、地域関係者等と連携・協働し
ながら、様々なプログラムや体験活動の充実に努
めています。
なお、当該実施校に在籍する小学生のほか、国
立・私立等その他の学校に在籍している小学生も
利用できるものです。
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207

待機児童ゼロを誇っているが、その度にいくつか
公園がつぶされた。人に子どもを預ける子育てよ
り、働き方改革を行って、家に早く帰り、近くの
公園で子どもと親が一緒に遊べる子育て環境を望
む。

平成28年（2016年）４月に「すぎなみ保育緊急事
態」を宣言し、これまでにない規模で区立公園を
含む区有地も活用した認可保育所の整備を進めま
した。この取組は、多くの区民の方のご理解とご
協力なくしては成し得なかったものです。その
後、保育待機児童の危機的状況を回避することが
でき、平成29年（2017年）５月に「すぎなみ保育
緊急事態宣言」を解除しました。区立公園を活用
した保育所整備はこの期間のみの取組です。
また、この時に活用した公園のある地域について
は、現在、その代替となる公園をいずれも確保し
ている、あるいは確保の見通しが立っている状況
です。

208

保育の質の向上には、研修は大切だが、保育士が
安心して働ける人員の確保、働く環境の整備が欠
かせない。保育士の処遇改善のための独自の施策
等にも着手してほしい。
【他、同趣旨１件】

保育士の処遇改善については、現在、国・都の制
度を活用した処遇改善加算金やキャリアアップ補
助金の給付、宿舎借り上げ補助等を行っていま
す。また、区独自の取組として、保育士等の加配
に要する経費を加算金として保育施設に給付して
います。今後も、保育環境の充実とともに、保育
士の負担軽減を図っていきます。

209

現在、区立保育園の民営化を進めている。保育内
容を引き継ぐということであったが、保育の安全
面や保育内容が以前と同じとは思えない状況に
なった。このような保育園をこの先増やさないた
めにも民営先の選定や、民営化のフォローの方法
をもっと改善してほしい。

区立保育園の民営化の取組については、平成29年
（2017年）２月に策定した「区立保育園の運営を
民間事業者に引き継ぐためのガイドライン」に基
づき進めてきたところですが、保護者や学識経験
者の意見を踏まえ、令和２年（2020年）２月に改
訂するなど、絶えず見直しを図ってきたところで
す。
今後も、子どもの最善の利益を考慮し、改善を図
りながら、円滑かつ適切に運営事業者の選定・引
継ぎを進めるとともに、民営化後もこれまでの取
組を踏まえ、安定した園運営となるよう、責任を
もって継続した支援に取り組みます。

210

学童保育が民間委託され、保育園に私立の認可保
育園が参集している。これらの施設や団体は責任
者が様々な事を決定している。子どもたちの緊急
事態（怪我、病気等）に直面した時のために、区
でマニュアルを作成し遵守するように働きかけ、
怪我や病気等があった時に全て報告書を提出義務
として確認するといった方法はいかがか。

保育所において緊急事態を発生させない、あるい
は、早期に事態の収束を図るためには、各園の実
態に即した事故防止・危機管理等のマニュアルが
整備されていることが重要と考えます。このこと
から、区で一律にマニュアルを作成するのではな
く、事業者を選定する際に、各事業者・各園が作
成したマニュアルを学識経験者及び区職員等を含
む選定委員会において確認しています。
怪我や病気等の報告書提出義務に関しては、治療
に要する期間が30日以上の負傷や疾病を伴う重篤
な事故等が発生した場合、法令において報告が義
務付けられており、区を通して都へ再発防止策な
どを報告しています。加えて、法令上で報告が義
務付けられていない事案についても、性質に応じ
て区への報告を求めています。
なお、学童クラブについては、委託後も区立学童
クラブの位置付けに変わりはないため、区直営の
学童クラブ同様に、緊急事態発生時の報告等を含
め、区の運営指針やマニュアル等に従って学童ク
ラブの運営を行っています。
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211

保育施設の充実、学童クラブの整備については公
立、私立の別なく満遍なく対応していくことを期
待する。

保育施設の整備は、今後の待機児童ゼロはもとよ
り、希望する全ての子どもが認可保育所等に入所
できる環境を整えるため、歳児別・地域別の保育
需要を見極めながら、引き続き施設整備を進めて
いく考えです。こうした施設整備については、区
立保育園と私立保育所との配置バランスも考慮
し、進めていきます。
また、民間委託の学童クラブも、区立学童クラブ
の一つとして、法令等に従った職員配置のもと、
区の示す運営指針等に沿って運営を行っており、
「杉並区学童クラブの民間委託ガイドライン」に
基づき、学童クラブの民間委託を進めています。
今後も、民間委託を含むすべての区立学童クラブ
が、子どもや保護者に信頼される運営を継続する
ことができるよう、取り組んでいきます。

212

学童施設とそのサービスを充実させてほしい。小
学一年生の壁が今後の不安点である。費用負担は
保育園負担程度であれば許容できる。

学童クラブの民間委託に当たっては、学童クラブ
の質を的確に確保していくことが重要であると考
えています。これまで、民間委託の学童クラブ
も、区立学童クラブの一つとして、法令等に従っ
た職員配置のもと、区の示す運営指針等に沿って
運営を行っています。区では、運営事業者の公
募・選定、運営の引継ぎ、保護者アンケートや定
期的なモニタリングの実施、委託後の区の支援等
の取組を「杉並区学童クラブの民間委託ガイドラ
イン」としてまとめ、運営内容等の質の維持向上
を図るとともに、子どもや保護者に信頼される運
営を継続することができるよう、学童クラブの民
間委託を進めています。
今後は、委託学童クラブを含む全ての区立学童ク
ラブにおいて、福祉サービス第三者評価を取り入
れ、さらなる質の維持・向上を図っていきます。

213

学童クラブは、学童の定員を増やすのではなく数
を増やして入会基準を緩めてほしい。これまで通
りでは就労支援にも待機児童解消にもならない。
【他、同趣旨３件】

区立小学校児童数及び学童クラブ入会希望者数が
増加傾向にあるなか、区では平成24年度（2012年
度）以降、学童クラブを小学校内に整備していく
ことを基本として、学校改築に合わせた整備や余
裕教室、敷地の一部等を活用し、待機児童対策を
計画的に進め、平成24年（2012年）４月時点で
3,928人であった最大受入人数を、令和３年
（2021年）４月には5,551人に拡大してきまし
た。
区全体としての学童クラブの受入枠は需要見込み
を上回っていますが、学童クラブは児童の自力通
所であることから、局所的に待機児童が発生して
います。物理的なスペースの確保や学校等関係機
関との調整に一定の時間を要するなど、直ちに計
画化することが難しい学童クラブもありますが、
すべての地域において早期に待機児童を解消し、
安全・安心な環境を整えられるよう、引き続き、
対応策を検討していきます。
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214

学童は通常３年生までで４年生になると入会が難
しく、４年生になったら１人で留守番をしないと
いけない。夏休みなどの長期休暇も学童に入会し
ていないと受け入れが10時からでお昼は一度家に
帰って昼食をとるというルールがある。受け入れ
人数に限界があるのも理解はできるが、小学生の
うちは親も子どもも安心して預かってもらえる場
所がなければ安心して働くことができない。働い
てる親のいる家庭が安心安全な日々を送れるよう
になってほしい。

区立小学校児童数及び学童クラブ入会希望者数が
増加傾向にあるなか、区では平成24年度（2012年
度）以降、学童クラブを小学校内に整備していく
ことを基本として、学校改築に合わせた整備や余
裕教室、敷地の一部等を活用し、待機児童対策を
計画的に進め、平成24年（2012年）４月時点で
3,928人であった最大受入人数を、令和３年
（2021年）４月には5,551人に拡大しました。
区全体としての学童クラブの受入枠は需要見込み
を上回っていますが、学童クラブは児童の自力通
所であることから、局所的に待機児童が発生して
います。物理的なスペースの確保や学校等関係機
関との調整に一定の時間を要するなど、直ちに計
画化することが難しい学童クラブもありますが、
すべての地域において、早期に待機児童を解消
し、安全・安心な環境を整えられるよう、引き続
き、対応策を検討し、働きながら安心して子育て
できる環境の整備を図っていきます。

215

障害児支援事業について、現状分析・計画目標等
の説明がほしい。

未就学児の児童発達支援について、区内事業所の
空き不足により、療育機関の利用待機者が見込ま
れます。身近な地域で必要な療育が受けられるよ
う、療育が必要な未就学児の区内事業所通所率を
計画目標とし、事業所への運営助成により受け入
れ体制を確保します。
併せて、事業所での療育に加え、児童が通う保育
園や幼稚園に専門職が訪問し、必要な支援を行う
保育所等への訪問支援件数を計画目標とし、所属
園と療育支援について共有・連携しながら未就学
児の療育体制の充実を図っていきます。
また、医療的技術の進歩等を背景に地域で暮らす
医療的ケア児が増加しています。医療的ケアが必
要な重症心身障害児等の放課後等の居場所の確
保・充実が求められており、重症心身障害児対応
型放課後等デイサービス事業所の利用者数を計画
目標とし、開設助成により事業所の整備を進めま
す。

216

健康・医療体制の充実として、障害児への積極的
なセラピーを望む。

医療的ケアが必要な重症心身障害児等が通所施設
で必要な療育が受けられるよう、運動療法や音楽
療法、作業療法を取り入れています。今後もプロ
グラム内で専門的な療育が受けられるよう療育体
制の充実に取り組みます。

217

生徒の学習に対する取り組み姿勢のアンケートで
は自己肯定率や保護者の肯定率が低い。なぜ低い
のか。低い理由や背景を明確にしていく必要があ
るが人員的なもの、個人情報保護法的なもの等
様々な壁がある。しっかりと対応してほしい。

教育に関するアンケート調査において、児童・生
徒及び保護者の肯定率が低いものについては、各
学校においてその要因を分析し、改善を図ってい
ます。今後とも調査結果を生かして、より良い教
育へと改善していけるよう、教育委員会としても
学校を支援していきます。

施策21　障害児支援の充実と医療的ケア児の支援体制の整備

施策22　学び続ける力を育む学校教育の推進
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218

公立学校のみならず、私立学校も公教育を担う重
要な機関である。独立性は担保しつつ、区内の私
立学校への区独自の助成などを通じて支援してほ
しい。また、フリースクールなどの教育施設にお
いても、優れた教育活動を行っている例があると
思う。世界的に見ても注目されており、非認知能
力の開発において先進的な取り組みといえる。今
後、オルタナティブ教育を区として支援し、場合
によっては学校施設の統廃合に乗じて、オルタナ
ティブスクールを招致することも検討してほし
い。

私立学校の健全な発達に資することを目的とし
て、国・東京都において所轄する私立学校を設置
する学校法人に対し、助成を行っています。
また、オルタナティブスクールの招致等に関する
ご意見をいただきましたが、統合または移転後の
学校跡地については、地域の意見・要望を丁寧に
聴きながら、将来に渡る行政需要を見据えて、民
間活力の導入も含め様々な角度から検討した上
で、有効に活用していきます。

219

タブレット端末と学習支援ソフトやデジタル教材
を筆記用具と同様に使うことが大切である。ま
た、緊急時だけでなく、今のＩＣＴ技術を活用す
れば、日常的に子どものニーズに合わせた学習を
することができる環境が整ってきている。
プログラミング教育もＩＣＴ活用も、手段であ
る。子どもが自分の興味から学習を進め、興味を
持つ生きた課題を理解するためにＩＣＴを活用
し、プログラミングの知識を使うことで、自分の
学習が世の中・社会と繋がっていることを理解
し、社会を作る当事者としての意識が芽生えるの
だと思う。
先生の役割を、「教える」から「支援する」「支
える」への転換を考えるべきだと思う。これまで
の延長上の目標に留まらず、大胆な方針を立てて
ほしい。

220

コロナ禍において公立小中学校を対象にＩＣＴ化
を進めていただき、感謝する。子どもたちは、タ
ブレット端末を文房具のように駆使して学習に取
り組んでいるとのことで、時代の流れを感じると
ともに、紙ベースでは理解が難しかった単元も理
解ができるというメリットを感じている。

221

教育は教師との対面授業が一番と考える。ＩＣＴ
を否定するものではないが、あくまでも、教師と
の人間的なつながりを重視してほしい。あくまで
も補助手段として活用をしていただきたい。道具
を与えるだけではなく、現場での活用について英
知を絞った対策を求める。

222

児童・生徒一人一台タブレットが配布された。し
かし、扱う教師も機器に堪能でない人もいる。家
庭によってはデジタル環境にない状況もある中
で、これによって学力の差が出ていると現場の教
師たちは言う。拙速にそれに頼る学習を進めるの
ではなく、教師も児童・生徒も学びながら効果的
な学習を探すにはいい機会なのではないか。登校
できない児童・生徒にとっては絶好の学ぶチャン
スにもなる。学校の中で、集団として有効活用の
方法を模索しながら、学校間での交流をして教育
に役立ててほしい。

区立学校では、子どもたちが探究の主体となる教
育活動を展開し、生涯にわたって学び続ける力を
育んでいきます。その中で、タブレット端末を自
由な発想で活用し、学びの可能性を広げていきま
す。
教員の役割については、学習指導要領における
「主体的・対話的で深い学び」に向けた授業改善
により、支援重視に移行しています。

タブレット端末の活用は、学校と外部の専門家、
学校と家庭、学校と学校等の学びをつなぎ、時間
的空間的な制約を超えて対話的に学びを進められ
る等、子どもたちの学びの可能性を大きく広げる
きっかけになります。また、コロナ禍による学校
の一斉休業において、教員・児童・生徒の対面で
の授業や活動の重要性を改めて認識したことを踏
まえ、対面授業を通したつながりやかかわりを大
切にする協働的な学びを一層重視しながら、タブ
レット等も有効に活用した授業を進め、教育の質
を向上させていきます。
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223

将来を担う子どもたちには、タブレット端末を活
用した学習は必須と思う。指導する立場にある教
職員のレベルアップを先行して行う必要があると
思うが、この点に言及がないように感じた。

224

児童・生徒一人一台タブレットが配布されが、扱
う教師も機器に堪能でない人もいる。家庭的にデ
ジタル環境にない子どももいる。教育格差が生ま
れないように指導してほしい。

225

今後も充実したＩＣＴの活用と、教員の指導力向
上に力を注いでいただきたい。一方、ＩＣＴ教育
の推進とともに情報モラルや情報リテラシーの教
育も必要不可欠になってくると思う。情報モラ
ル・情報リテラシー教育も計画のなかに明記し、
ＩＣＴを正しく活用した教育の推進が図られるこ
とを期待する。

児童・生徒１人１台専用のタブレット端末が整備
される中で、学校ではこれまでも情報モラル・情
報リテラシー教育を進めてきましたが、今後も家
庭と連携を図りながら、一層の充実に努めていき
ます。

226

教員の働き方改革の推進について、学校に求めら
れる期待や役割が増加している事実に対して、人
の配置のことのみの記載になっている。
学校が担うべき役割とそうでないものを行政側で
整理しないと、現場の負担は増す一方である。ま
た、民間企業ではペーパレスはもちろん、その先
のＤＸを進めているのに、未だに学校は紙に埋も
れた非効率な仕事の進め方をしていると感じる。
人手を増やす、残業して頑張るという解決方法で
はなく、本来的ではない仕事を削ぎ落とし、効率
的な仕事へ転換させ、教師の貴重な時間を、子ど
もへ寄り添う時間に充てられるような改革に着手
していただきたい。

区では、平成30年度（2018年度）に「杉並区立学
校における働き方改革推進プラン」を策定して
様々な取組を進めており、教員が担うべき業務の
見直し、ＩＣＴを活用した業務の効率化、教員の
意識改革等の取組についても着実に進めていきま
す。

227

教員の長時間労働については先に教育委員会が棚
卸しという活動を掲げている。現場に聞けばあま
り効果が出ていないようである。本気になって校
長自ら率先していく必要を感じる。思い切った削
減が後世のために出来るのか、決断と勇気が学校
のトップに問われている。

区では、平成30年度（2018年度）に「杉並区立学
校における働き方改革推進プラン」を策定し、意
識改革・業務改善・人的支援などの取組を進めて
います。働き方改革を推進する上で校長をはじめ
とする教員自身の意識改革は大変重要なものと考
えていますので、引き続き、意識改革に向けた研
修の実施などに取り組んでいきます。

228

区費教員の効果的な配置・活用が掲げられてい
る。ここまで杉並区は独自に区費教員による30人
程度学級を実現し、きめ細やかな教育の場が提供
されてきた。今後文科省による小中学校の30人学
級の実現が期待されているところである。このよ
うな状況下で区費教員の専科への効果的な配置・
活用が計画されているものかと思うが、区内小中
学校は全部で63校あり、年度に10校の基準がわか
らない。公教育である以上すべての学校への配置
が計画されるべきではないか。

区費教員については、これまで主に小学校におけ
る区独自の30人程度学級（１学級の児童数の上限
35人）実施のための配置を行ってきましたが、法
改正により国の基準が１学級35人となり、令和７
年度（2025年度）までに順次実施されることか
ら、今後、毎年10人程度の区費教員を他の目的の
ために配置することが可能となります。
そのため、今後は、小学校高学年における教科担
任制の実施のための配置などを行います。なお、
区費教員は小学校教員として採用したことから、
今後とも原則として小学校へ配置していきます。

区ではこれまでも研修等を通して、教員のＩＣＴ
活用指導力や情報リテラシーの向上を図っていま
す。
今後もＩＣＴ活用指導力の向上を目的とした研修
を重点的に実施するとともに、指導主事による学
校訪問や、教員個々のスキルやニーズに応じた研
修など、教員のスキル向上に一層取り組んでいき
ます。
また、支援体制として、引き続き各学校にＩＣＴ
支援員を配置し教員をサポートしていきます。
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229

学校教育の課題には公教育としてのいくつかの問
題がある。児童・生徒の置かれている社会的現状
認識から考えれば、家庭の貧富の差が学力の差に
なったり、進路選択の差になったりする状況の中
で、つけるべき学力をつけるためにまず、少人数
教育の施策を国に提起するべきである。子どもの
数が減少するから教室の数を減らして、余った土
地を公の財産と考えて有効利用するという短絡的
な考えに反対する。子どもにとって困難な時代だ
からこそ、少人数学級にして、教室数は現状維持
し、余分があるなら児童・生徒の活動の場所とし
て生かすべきである。少人数学級になれば、教員
数も増え、教員のライフワークバランスは今より
格段に改善されるはずである。地域の教育力を生
かすというのもあろうが、画一化することで学校
や教師の負担が増えることになるのは本末転倒で
ある。

230

学校に関して。少人数学級にして、教室数は現状
維持し、余分があるなら児童・生徒の活動の場所
として生かすべき。少人数学級になれば、教員数
も増え、教員のライフワークバランスは今より格
段に改善されるはず。地域の教育力を生かしてほ
しい。

231

少人数学級を進めてほしい。20人学級が妥当と考
える。先生の負担を減らし、目が行き届くように
してほしい。不登校も減るはず。

232

「教員が心身の健康を保持しながら本来の業務で
ある学習指導や生活指導等に集中することができ
ており、質の高い教育の持続発展につながってい
ます」という目標が実現されることを願う。その
ためには、本来の業務でないことを、教師の仕事
から切り離す必要がある。その最もたるものが部
活動であると思う。合同部活動の実施や外部指導
員の配置が、結果的に教員のコミュニケーション
コスト増大をもたらすことはないか。現場の声を
聴き、外部チームへの移譲など、学校と部活動を
切り離す改革を成し遂げてほしい。

部活動については、各学校の実情に応じて、外部
指導員や部活動活性化事業、部活動指導員を選
択・活用することで、効果的・効率的に部活動を
行えるよう支援しています。また、国においても
様々な取組について検討が進められています。今
後も、より効果的に部活動を支援するため、現場
の意見を十分に聞きながら、部活動支援のあり方
について検討し、適宜、見直していきます。

233

外部指導員の配置は教員の働き方改革や生徒の充
実した学校生活に大変寄与しているものと思う。
部活動は学校教育の一つであることから、学校施
設の有効活用の取組における部活用支援(高円寺
学園)のモデル実施において学校や学校支援本部
との連携は不可欠であると考える。学校施設の有
効活用は、区の財産を有効に活用するモデルとし
て期待している。将来的には学校施設とその近隣
の行政施設を含めた総合型地域スポーツクラブの
設置につなげてほしい。それには地域の意見は不
可欠なので運営に際した協議会の設置を希望す
る。

ご指摘のとおり、今回のモデル事業の円滑な実施
に向け、当該学校及び学校支援本部との十分な連
携を図っていきます。また、区としては、モデル
事業の実施状況等を踏まえ、本取組の対象校を順
次拡大していく中で、その担い手となり得る総合
型地域スポーツクラブの設立・運営支援につなげ
ていく予定であり、今後の展開に応じて地域の意
見聴取方法を検討していきます。

個に応じた指導の観点からは、少人数の効果があ
ると認識するものの、現在特に求められている、
多様な他者と協働して学ぶ観点からの効果を踏ま
えると、学級には一定程度の人数が必要であると
考えます。
学級編制について、区では区費教員を活用した30
人程度学級の施策を進めてきましたが、法改正に
より、国は区の学級編制基準と同等の内容への変
更を段階的に進めていくこととなりました。
今後は、学級の人数に関しては国の施策に基づい
て進めることとし、区では区費教員を活用し、教
員の教科の専門性を生かしたきめ細かな教育環境
の整備を図っていきます。
また、地域の教育力を生かすことについては、地
域と共にある学校づくりを充実するため、学校支
援本部を通して地域の多様な大人が教育の担い手
として子どもの学びを支える取組を進めていま
す。
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234

小中一貫校についていい面が理解できるように
なってきた。一方学園長の守備範囲が広く対象の
生徒の年齢構成も上下の幅が広い。各副学園長に
一任という事が出来るのか。また学校運営協議会
や支援本部等の活動も対象が広範囲に及びどのよ
うに対応しているのか把握するすべがない。

事案に応じて、学園長の権限の一部を副学園長に
委任することも可能ではありますが、１名の学園
長と３名の副学園長とで、学園長の権限の下、役
割分担を明確にしていくことが重要と考えます。
また、これらを運営する体制として、同一敷地内
にある小中一貫教育校の教育管理職については、
東京都の基準に基づき、校長１名、副校長３名を
配置し、役割を分担して公務を行っています。
小中一貫教育校における学校運営協議会及び学校
支援本部は、小中学校合同で委員活動や様々な取
組を行っています。活動内容については、学校
ホームページや学校運営協議会だよりにて、定期
的に発信していきます。

235

教育ビジョンに掲げられている「ちがいを認め合
い、自分らしく生きる」は共生社会の形成に向け
た大きな理念であると思う。一方、障害や特性を
認め合うには他者の個性を気付くだけではなく、
自己の個性をしっかりと理解し自立していくこと
が大事である。社会では自己の個性(特に発達障
害など)を自ら伝えづらい状況も多々ある。そう
した壁を取り除くためにインクルーシブ教育は必
要だと思う。実行計画においても共生社会の形成
とＳＤＧｓへの対応を考えるうえでインクルーシ
ブ教育の推進は必要であると考える。計画へイン
クルーシブ教育の推進を明記し、区民への理解啓
発が進められることを期待する。

ご意見は、とても大切な考え方であり、区民の方
への理解啓発を今後も進めていきます。
杉並区では、みんなが同じ場所で共に学ぶことを
追及しつつも、子ども一人ひとりの発達特性や知
的発達、身体機能の違いから生じる、個別の教育
的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる多
様で柔軟な仕組みを整備することが大切であると
考えています。
なお、「インクルーシブ」という言葉のとらえ方
が、人によって異なることもあるため、「違いの
認め合いと受け入れ合い」という表現を用いて、
その考えを表しています。

236

これまで特別な支援が必要な子どもへの支援を充
実させてきたとは思うが、通常級の子どもたちに
も様々なニーズがあり子どもは多様であり、子ど
もの「個」を捉えた対応が必要になっている。子
どもたちが、より伸び伸びと育っていき、興味の
幅をどう広げていけるか、それを支援するのが教
育である。誰一人取り残さないために、ＩＴ技術
を活用し、取り組みを広げていただくことを期待
する。

区ではこの間、区立学校の児童・生徒に１人１台
専用のタブレット端末を配備し、子どもたちがタ
ブレット端末を活用して、それぞれの特性や学習
進度等に応じた学び（個別最適な学び）を進める
ことのできる環境を整えてきました。このことに
より、子どもたち自身が自ら見通しをたてたり、
学習の状況を把握し、新たな学習方法を見いだし
たり、自ら学び直しや発展的な学習を行いやすく
なったりする等の効果が生まれると考えていま
す。
今後も、タブレット端末を活用しながら、子ども
たちが探究の主体となり、自分らしい学びを進め
ていけるよう支援していきます。

237

済美養護学校の教育環境整備等に関して、令和８
年度まで生徒数の増加を見越した計画に思い、令
和７年度に中等部移転という素晴らしいタイミン
グだと思う。令和９年度以降の生徒数は未知数に
思う。生徒数が減少傾向になった場合どの様な対
応するのか気になるが、杉並区実行計画（第1
次）ということで、令和９年度以降の話しをする
のも時期尚早と思う。３年先の対策を練っていれ
ば十分かと思う。

特別支援学校の児童・生徒数は、医療技術の進歩
等を背景に区内の児童・生徒数減を想定する令和
９年度（2027年度）以降も、東京都の推進計画で
はさらに増加するという見通しが示されていま
す。このため、現在増加している済美養護学校の
児童・生徒数についても当面は、その推移を見守
る必要があると考えています。こうした背景に加
え、今後、医療的ケアや給食の個別食への対応の
一層の充実を図る必要もあることから、今回、教
育環境整備を計画化したところです。

施策23　多様なニーズに応じたきめ細かな教育の推進
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238

済美養護学校中学部の移転について、教室とは別
に多目的スペースを作ってほしい。
小学部と共用になる設備が多くあるが、雨の日等
天候の悪い日に移動するのは大変なので、運動を
したり、音楽室、クラブ活動ができるような場所
を作ってほしい。
済美教育センターを改修して中学部を移転すると
いうことだが、今後生徒数が増加傾向との情報も
あるので、杉並区の西側の方に養護学校を建設し
たほうが良いのではないか。バスで通学している
子も多く、通学だけで一時間もバスに乗っている
子もいる。また災害などが起きた場合に保護者が
迎えに行くのも困難である。
養護学校は小学部と中学部しかないので、高等部
も作ってほしい。

済美養護学校中学部の移転後の諸室については、
今後設計を行うことになりますが、教室とは別に
多目的に使用できるスペースを設ける方向で検討
しています。
今回の移転については、他地区への移転も含め、
検討を行いましたが、他に学校用地として適切な
土地の確保が困難なこと、また、児童・生徒数の
増加の状況に早期に対応する必要があることか
ら、今回の計画としたものです。
バスについては、昨年度から１台増とし、乗車時
間の短縮化を図っていますが、今後も児童・生徒
数に応じたバスの台数の確保に努めます。
なお、高等部については、現時点で設置の考えは
ありません。

239

済美養護学校について、特別支援教育のセンター
校ということだが、どのように活用されているの
か。福祉避難所としての充実をお願いしたい。ま
た、年に１度とは言わないが、宿泊防災訓練をし
ていただきたい。

済美養護学校は、東京都のエリアネットワーク校
に指定されており、専任の特別支援教育コーディ
ネーターが特別支援学級を設置する小中学校を巡
回して指導にあたるなど、区の特別支援教育の向
上に大きな役割を果たしています。また、防災宿
泊訓練については、令和３年度（2021年度）実施
を検討したものの、コロナ禍により実施には至り
ませんでしたが、引き続き実施に向けた検討を進
めます。

240

小中学校の空き教室はじめ、空きスペースが多い
と聞く。就労継続支援Ｂ型チャレンジでも少しで
も広い場所に移転することを検討しているが、適
当な物件が見つからない。期間限定でも構わない
ので、空き教室や空きスペース等を安く貸してい
ただけるような制度を創設していただけたら授産
科目・作業の拡大にも取り組める。また、一人で
も希望する利用者を受け入れることができるの
で、ご検討いただきたい。

学校施設の有効活用とは、学校教育で使用する時
間外において、地域の公共財として、区民が学び
やスポーツの場として広く活用することを目的と
しています。日中は児童・生徒との動線の整理が
課題となり、また、子どもの数が増加傾向にある
中、学校の一部を貸し施設として改修し、特定の
事業者の方へ貸し出すことは難しいものと考えて
います。
なお、通所施設運営事業者におかれましては、場
所やその活用方法等について様々な工夫をしてい
ただいています。区としては、現時点では新しい
制度の創設は考えていません。

施策24　身近に活用できる教育環境の整備・充実
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241

杉九小学校は近年学童保育が民営化され、それに
従い校庭開放も全児童事業に置き換えられ廃止さ
れた。同時に東原児童館も廃止された。
全児童事業と校庭開放は本質的に異なり単純に置
き換えられるものではない。
全児童事業は事前の登録が必要で、自由に校庭で
遊べるわけではなく決まった時間のみ、指導員の
管理下での使用になる。年齢が上がるにつれ、子
どもは管理されることを嫌い、より自由に利用で
きる校庭開放のような場所を必要としている。
また対象は登録済みの小学生のみのため、週末に
親子で球技を含め運動を楽しみたくても、親と幼
児の兄弟は利用することができない。
近隣にはボール遊びのできる公園はなく、児童館
も廃止になってしまったことから杉九エリアの学
童を利用しなくなった中学年以上の小学生、中学
生の居場所はない。近隣の小さな公園に何十人も
小学生が集まっても、ボール遊びも出来ず乳幼児
との場所の取り合いになる時間帯もある。コミュ
ニティふらっとが遊び場を開放しているが、幼
児、小学生、中学生が同時に利用するためスペー
ス不足になることも多い。
校庭を開放することによって子どもたちに親子で
サッカーやキャッチボール、バスケットボールを
楽しむ機会を取り戻すことができる。
せめて校庭開放だけでも復活していただけること
を望んでいる。

区では児童館が有する機能のうち、学童クラブは
基本的に小学校内で実施し、併せて放課後等居場
所事業についても順次実施を進め、月曜日から土
曜日までの安全・安心な子どもたちの放課後等の
居場所の充実に取り組んでいます。
一方、日曜日は野球・サッカーの少年団体の利用
が多く、同じ校庭で親子が自由にボール遊びなど
で利用することは、危険防止の観点から、難しい
と考えています。
放課後等居場所事業を開始している学校におい
て、遊びと憩いの場事業を実施する考えはありま
せんが、今後も様々な取組を通じて、子どもの育
成環境の充実・発展を図っていきます。

242

西荻北の駅前地域で公園など遊ぶ場所が少ないた
め、校庭開放は子どもの大切な遊び場。廃止しな
いでほしい。

区では、児童館施設の再編による「子どもの居場
所づくり」の取組を進めており、令和４年度
（2022年度）より桃井第三小学校の施設を活用し
た放課後等居場所事業を実施する計画としていま
す。
遊びと憩いの場事業での校庭利用は主に水・土・
日のみですが、放課後等居場所事業の導入により
児童が利用できる日は月曜日から土曜日までの週
６日に拡大しています。
今後も様々な取組を通じて、子どもたちの育成環
境の充実・発展を図っていきます。

243

中学校の校舎の建て替え工事について。建て替え
は必須であることは承知しているが、中学時代の
運動部の活動は、子どもの成長にとって心身とも
に大切なものだと考える。校庭にプレハブを建て
るだろうことは想像の範囲内だが、運動する場所
がなくなることは、看過できない。体育の授業も
含め部活動のためのグランドや体育館を、必ず準
備してからの工事にしてほしい。近隣の小学校の
校庭や区立体育館を使用できるようにするなどの
対応をしてほしい。

学校改築については、工事中における生徒の学習
や生活環境を考慮して対応を講じていきます。ご
意見にもあるとおり、周辺の小中学校の校庭や体
育館の借用などについて設計と併せて検討してい
きます。

244

区立小中学校の増改築について、記載事項に賛同
する。

子どもたちが安心して学校生活を送れるよう、令
和２年度（2020年度）に策定した「杉並区立学校
施設整備計画（第２次改築計画）」に基づき、計
画的に改築等を進めていきます。
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245

神明中学校の改築について、校庭南側に4階は建
てられないのか。
震災避難所としても体育館は今より広くしてほし
い。体育館にはソーラパワーシステムをつけてほ
しい。
グランド確保のため、屋上にプールを設置してほ
しい。校庭に鉄棒や砂場は必要なのか。校庭を人
工芝にしてほしい。校庭の水はけを良く、またき
れいにフラットにしてほしい。
室・支援本部室・多目的室など、生徒だけでなく
親や地域の人々が入る可能性の多い教室は、出入
口近くにエリアをまとめてあると生徒のプライバ
シー問題も守られやすいと思う。
廊下と教室間に壁を作らないなど一時期はやった
奇をてらった造りではなく、使いやすいものにし
て欲しい。
人用のエレベーターがほしい。ランチルームがほ
しい。
　

246

神明中学校について、凝った造形でなくて良いの
で、シンプルかつ地域のシンボルになるような学
校にして欲しい。神明中学校について、４階建は
なぜ出来ないのか。

247

計画案に学校施設で改築の取り組みとして神明中
学校があった。学校は、発災時には救援所ともな
る。さまざまな地域の中心としての活用方法とし
て、体育館にソーラーパネルの設置してほしい。
他学校施設にも同様に設置を希望する。
【他、同趣旨１件】

248

神明中学校改築について、中学校生活のほとんど
の時間が、工事中になってしまう学年もある。そ
の中でも、他校に行かず神明中を選んでくれた生
徒、保護者にはなるべく不自由のないよう過ごし
てほしい。貧困家庭、特に希望する家庭には、給
食と同額でお弁当を提供してほしい。校庭、体育
館、部活動のために、貸してくれる施設はない
か。

神明中学校の改築については、工事中における生
徒の学習や生活環境を考慮して対応を講じていき
ます。例えば、周辺の小中学校の校庭や体育館の
借用、仮設校舎の設置を検討するとともに、工事
中の給食についても支障のないように努めていき
ます。

神明中学校の改築に当たっては、生徒の安全確保
や教育環境の向上を第一に検討を進めていきま
す。特に、本校は限られた校地をいかに有効活用
して改築を行っていくかがポイントにあり、校庭
や諸室の配置などについては、今後、地域や学校
関係者などからなる改築検討懇談会からの意見な
どを踏まえ、敷地の諸条件等の中で具体的に学校
施設の規模や階数などを計画していきます。
また、震災救援所としては、改築に当たり、防災
倉庫やマンホールトイレ等を整備するほか、非常
用電源として活用可能な太陽光発電の設置などに
より、防災機能の充実に努めていきます。
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249

中央線上の荻窪駅と西荻窪駅の中心あたりに位置
し、地の利的に見ても重要な位置にある中学校施
設として、地域の拠点となる神明中学校の改築を
求める。
旧神明駐在所跡地も中学の敷地として組み入れ、
中学の内側からも外側からも備蓄品を取り出せる
ような震災救援所、防災倉庫を作っていただきた
い。また、体育館やプールなどの一体型や、防
火・防寒・冷房の設備も、防災面と教育面を両立
し効果的に備えることができればよいと思う。
地域に溶け込んで応援していける学校であり続け
てほしい。災害の際には、中学生と地域が協働で
きるよう、教職員の方々も学校施設もそろえられ
ればと思う。
学校の雰囲気が少し閉鎖的に感じる。開放的な作
りであるとともに、防犯面ではセキュリティの高
い施設設計を求める。
ゲリラ豪雨も毎年ひどいので、校庭の治水対策も
できればと思う。
音に対して迷惑と思う近隣住民も増えてきている
ようで、学校へクレームを入れることがある。校
門や校庭の位置を変更するなど、防音対策も必要
と思う。

子どもたちが安心して学校生活を送れるよう、改
築により安全の確保と教育環境の向上を図りま
す。
また、災害時の防災拠点としての整備をはじめ、
改築事業が、多方面で学校と地域との連携につな
がっていくよう、これからも周辺地域の皆様から
のご意見をいただきながら、丁寧に学校づくりを
進めていきます。

250

校舎改築に伴って、神明中学校の学区域の見直し
もしてほしい。
【他、同趣旨１件】

251

高井戸小学校はあまり敷地面積がないので、増築
といってもかなり難しいのではないか。学童クラ
ブも来る。学区の割り当てを変更し、久我山小、
高井戸東小に振り分ける方が、費用がかからない
のではないか。

指定通学区域の変更は、隣接する学校への影響の
精査や、学校関係者や地域住民の意見を伺いなが
ら決定していくため、時間を要します。また、変
更した際には、指定通学区域を変更した地域に数
年は特例措置を設ける場合があるため、すぐに児
童数が減るとは限らないことから、増築すること
としたものです。

252

電子書籍貸出サービスの導入を検討いただきた
い。コロナ禍にあって、緊急時における読書環境
の保障をするものとして現在多くの自治体が導入
の検討をし始めている。何らかの事情で図書館に
出向くことが難しい方の図書館利用を支援するこ
とができる。選書、契約の方法によっては人気図
書の順番待ちの解消にも資するものと思う。

図書館資料については、現時点では、将来におい
ても資料として残せるように、紙書籍を中心に収
集しています。
電子書籍の導入については、有効に利用できるタ
イトル数が少なく、人気図書が必ずしも電子図書
として提供されているとは限らないこと、１作品
の配信数や配信期間は紙の資料と同様に制限があ
ること、また保存に適さないことなど課題があり
ます。一方で、導入による利用者のメリットもあ
ると考えますので、費用対効果等も踏まえなが
ら、これからの公共図書館のあり方として、総合
的に検討を続けていきます。

253

高円寺図書館は高円寺地域の唯一の図書館であ
り、その移設にあたっては利用できない期間を最
小限に留めてほしい。

高円寺図書館移転に要する休館期間は、図書の移
動等開館準備にあてる最小限とし、先に移転した
永福図書館と同程度の３か月を想定しています。

254

図書館は知的欲求にきちんと応えられる施設で
あってもらいたい。レファレンスサービスでまと
もな結果を得た試しがない。人材を育てるべき。

図書館のサービスにおいて、レファレンスは大変
重要なサービスの一つと考えています。引き続き
レファレンス技術の向上のための各種研修制度を
利用したり、その結果をＯＪＴで共有するなどし
て、人材育成に取り組んでいきます。

神明中学校は当面、適正な学校規模であるため、
指定通学区域を変更する予定はありません。
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255

生涯学習を通じて身につけた知識・技能や経験を
地域や社会での活動に生かしている区民の割合は
現状8.5％と低く、2030年度でも13％とほとんど
伸びない目標値となっている。知識・技能や経験
が生かせる場や機会を増やし、目標値をもっと高
める施策が必要だと思う。「自分の健康は自分で
守る」という健康づくりがあって、子どものとき
から意識を高めることにより、「人生100年時
代」を自分らしく健やかに生きることができ、支
え、支えながら共生するまちがつくりあげられて
いくと期待している。

すべての人が学び続けることができるよう、生涯
学習分野の様々な事業を区民に身近な地域の施設
で実施していきます。また、社会教育士をはじ
め、知識・技能や経験を持つ区民が、地域の中で
主体性を持っていきいきと活動することができる
よう支援していきます。

256

放課後クラブ等の活動は各学校の支援本部によっ
てバラつきがあるので、どの学校もあるようにな
るといいと思う。

学校支援本部は、地域全体で子どもたちの成長を
支えるボランティアの仕組みであり、そこで活動
する人材を含め、それぞれの学校の状況を踏まえ
て子どもたちへの支援を行っていただいていま
す。
他校での実践の成果などを参考に紹介するなど、
さらに充実を図ることができるよう、学校支援本
部を支援していきます。

257

計画には今後地域学校協働推進員を中心に学校支
援本部と地域教育推進協議会の取組を連携・強化
するモデル事業を４中学校区で実施とある。高円
寺地区地域教育推進協議会はすでに高円寺地域全
般の協働が図られているが、中学校区を単位とし
てモデル事業を行うことは、今まで高円寺地域で
築き上げてきたネットワークを狭めることになら
ないか。拠点として中学校に配置されることは問
題ないが、中学校区に配置することはこれまで築
き上げてきた高円寺地区地域教育推進協議会の活
動を否定するばかりではなく、地域のネットワー
ク崩壊につながる。中学校区単位ではなくその地
域に応じた単位とすることが必要であることから
計画の変更を要望する。

地域学校協働活動推進員については、計画ではモ
デル事業の実施を４中学校区と示していますが、
高円寺地区においては地域全般での協働の取組が
進められているため、推進員はその活動を狭める
ことなく、高円寺地区地域教育推進協議会と学校
支援本部の取組の更なる連携・強化に向けて活動
を支援していきます。

258

地域活動に参加している区民の割合を2030年には
24％と目標値があげられているが、どの年代層に
期待しているのか教えてほしい。

地域活動への参加は、令和３年度（2021年度）の
区民意向調査結果において、年代が上がるにつれ
て参加率が上昇する実態にあります。今後は、世
代間交流を活性化する観点から、より一層、多世
代に参加いただける、地域活動団体等の取組を支
援していく考えです。

259

すぎなみ地域大学講座修了者の延人数は、同じ人
が複数受講しているのが現状である。実人数を示
すべきではないか。

各講座の成果を示す観点から、「講座修了者の延
べ人数」を指標としていますが、今後ともより多
くの区民が講座に参加し、修了後に地域活動を実
践していただくよう努めていきます。

260

団塊の世代に支えられている現在の地域活動の先
行きはかなり不透明だと思われる。目標達成に向
けたきめ細かな実効策を示してほしい。

例えば、町会・自治会については、その活性化を
図るため、杉並区町会連合会が令和元年度（2019
年度）に発行したハンドブックの作成を支援しま
した。現在はその第２弾となる、より実践的な活
動に資するハンドブックの作成をサポートしてい
ます。このように、今後とも各地域団体の実情や
意向に応じて、それぞれの活動の継承・発展を支
援していきます。

施策26　多様な地域活動への支援

施策25　生涯にわたる学びの支援
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261

町会、ＮＰＯ、自治会などへの活動支援は大切な
施策。一方、地域コミュニティの活性化という視
点では、社会活動参加者比率が５％という低い
値。活動支援内容を明示すると共に区民の地域へ
の親近感を高める意味で祭りなどにおいて学校か
らの協力（生徒の参画やＰＴＡの参加）を要請す
る等の対応が必要ではないか。

区としても町会・自治会をはじめとした各地域団
体の活動を支援し、その活性化を図ることは重要
と認識しており、実行計画案のほか、協働推進計
画案及びデジタル化推進計画案に掲げた支援の取
組を総合的に進めていく考えです。その際には、
ご意見を参考に、教育委員会並びに各学校との必
要な連携を図っていきます。

262

地域のつながりを感じながら杉並区の歴史や文化
を学べるのは非常に恵まれている環境にある。
一方町会への参画意識が低い。社会連携の最小の
範囲での連携意識を高めるにはどうすべきか。集
合住宅が増えたことや地域で遊ぶ場所がなくなっ
てきたことも考えられる。町会長の努力に任せず
に、近隣の住民の連携が増すような施策がないも
のだろうか。
しかしながら地域の行事に参加した子どもの比率
が51.1%というのは高いのではないか。その辺に
ヒントがないか。我々の方にも考える必要が高
い。
その過程において地域と学校の協働の充実が急
務、学校運営協議会が地域との連携強化を志向し
ながら学校支援本部や町会と一体となって何か試
みる必要があると強く感じる。

ご指摘のとおり、子どもたちが、地域行事への参
加を通して自らも地域の一員であることを自覚し
ていくことは、今後の社会における連携意識を高
めていくために大切であると考えます。地域住民
等が学校運営に参画する学校運営協議会での議論
と、学校支援本部や町会が取り組む活動とがより
一層重なり合うことで、地域で学び地域を創る子
どもたちの教育活動が活発になっていくと考えま
すので、今後、こうした働きかけを行っていきま
す。

263

目標に向けた施策指標の設定に、集会施設のWi-
Fi環境の整備率を指標に加えてほしい。

264

集会施設の改修や整備が事業化されているが、今
後の改修や整備では高速Wifi環境の整備を必須条
件としてほしい。
オンライン会議はアフターコロナ禍においても、
新しい日常の手法として定着しつつあり、集会は
参集・オンラインのどちらでも参加できるオンラ
インハイブリッド形式が誰にでも参加しやすい形
式といえる。
改修の計画がない既存施設でも、可能な限りWi-
Fiの導入をお願いしたい。

265

多世代向けコミュニティふらっとへの転用は支持
するが、場所の管理だけでは多世代利用と交流は
生まれない。委託事業者には施設管理だけでなく
自主事業や地域交流、以前の館がその場所で担っ
ていた役割ごと委託できる事業者の選定や予算付
けをしていただきたい。

これまでに整備・開設したコミュニティふらっと
の事業者選定に際しては、事業費（上限額）を提
示した上で、受付案内業務に加え、年２回の多世
代交流イベント、講座やサロン等の自主運営事業
の実施についても企画提案を受け、意欲と能力の
ある民間事業者を選定しています。これらの施設
では、総じて円滑な運営を実施しており、今後
も、より充実した施設運営と事業展開が図られる
よう、区として必要な指導・助言に努めていきま
す。

各地域区民センターやコミュニティふらっとのロ
ビー等にはWi-Fiスポットを整備していますが、
各貸室内の整備については、ユーザー自身でWi-
Fi利用ができるテザリングサービスの普及状況等
を見極める等の必要があるため、現時点でご指摘
の指標設定は適切ではないと考えています。
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No 意見概要 区の考え方

266

杉並芸術会館、杉並公会堂、セシオン杉並等極め
て優れた施設である。一方これらの施設が必ずし
も区の中心にあるとは言えないが芸術鑑賞をした
区民が67.6％というのは高いのか低いのか。2030
年に80％にするという目標にたいし高齢者時代に
なるとの区の予測を踏まえれば交通手段の強化が
見えていない。ミニバスよりもさらに小型の高齢
者、身障者専用の移動手段等も導入されたい。

ご指摘の指標の数値については、国の文化に関す
る世論調査結果（令和2年度（2020年度））の
74.1％と比較して若干低い状況です。こうした状
況を踏まえ、令和12年度（2030年度）までに80％
まで引き上げる目標値を設定し、必要な取組を進
めていくこととしました。
また、交通手段の強化については、令和４年度
（2022年度）に「杉並区地域公共交通計画」を策
定し、高齢者や障害者をはじめ、誰もが気軽で快
適に移動できる地域社会の実現に向けた取組を推
進します。合わせて、ＭａａＳ(マース)等新技術
を活用したサービスの調査・研究を行うととも
に、グリーンスローモビリティ（時速20km未満で
公道を走ることができる電動車を活用した小さな
移動サービスであり、その車両も含めた総称）や
次世代型電動車いすの実証実験を通じ、小型モビ
リティ導入も含めた検討を行っていきます。

267

杉並区には、居住性は高いものの、文化的にユ
ニークな個性を発信できていないように思う。
住む人たちの文化レベルは高いが、民間の個々の
活動に委ねられている。象徴的なイベントは多く
あるが、相互に連関してはいない。また、内外か
ら訪れるような美術館や博物館を有していないの
も、弱みの一つと思う。
他区の例では、アートの発信源となることをス
ローガンとして示し、内外から人が訪れるような
街作り、施設づくりを進めてきている。杉並区と
しても、強いメッセージを発し、区民が「うちの
区にはこれがある」と誇れるような施設、街作り
が望まれる。

ご指摘のとおり、区民目線で、地域の歴史や文化
イベントなどの情報を有機的につなげて積極的に
発信し、区民の区に対する愛着度を高めるととも
に区への来街者を増やしていく取組は重要と考え
ます。このため、文化・芸術情報紙の発行、「す
ぎなみ学倶楽部」及び「中央線あるあるプロジェ
クト」等の既存の取組に加え、令和４年度（2022
年度）からは新たに西武新宿線や京王井の頭線沿
線など区内全域の魅力発信事業を立ち上げ、民間
事業者を活用した観光情報発信等に、より一層力
を入れていくこととしています。

施策27　多様な文化・芸術の振興と多文化交流の推進
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No 意見概要 区の考え方

269

杉並区交流協会が、ネパール人など在日外国人の
生活支援をしているが、将来計画として、外国人
居住者をどう考えていくのか方針と具体的な計画
が必要である。

ネパール人などの区内在住外国人は、令和３年度
（2021年）12月現在約１万５千人で、直近の２年
間はコロナ禍の影響により減少傾向にあります
が、区では杉並区交流協会と連携して、各種の相
談や地域交流事業等を実施しています。今後と
も、これらの事業等を通してニーズを把握の上、
在住外国人が地域の一員として安全・安心に生活
することができるよう、必要な支援を計画的に
行っていく考えです。

270

2030年を展望すると、居住する外国人の問題を考
えておく必要があると思う。介護施設や病院など
技能実習生の外国人は増加しているが、劣悪な労
働環境を嫌い逃亡したり犯罪に走る例が全国で相
当数でている。外国人の就労環境や居住環境そし
て区民との交流などについて十分に検討しておく
必要があると思う。

区内在住外国人が安全・安心に生活を送ることが
できるよう、引き続き杉並区交流協会と連携しな
がら、在住外国人のニーズに応じた就労や生活等
に係る相談支援及び地域との交流事業等を行って
いきます。

271

歴史・文化の継承は重要であり大賛成。一方歴
史・文化の根付き感が4.9％というのはあまりに
も低すぎないか。高齢化社会がこのような状態で
は心細い。現状分析の課題に含めるべきと思う。

ご指摘のとおり、歴史や文化などがまちに根付い
ていると思う区民の割合を増やしていくことは、
次世代に歴史や文化を継承する上で重要であると
考えています。
今後は、現状分析を行った上で、効果的に幅広く
区民へ伝えていくことができるよう努めていきま
す。

268

区が芸術活動を支援している団体がどれくらいい
て、それがどのくらい活躍・活動しているのかは
見えにくい。それには杉並区立美術館の開館や、
杉並区が主体となった芸術活動の活性化が相応し
いのではないか。拠点となる分かりやすい存在が
あれば、美術の活動の輸が広がり、区民も活動機
会を見つけやすくなるのではないか。データを調
べていると、杉並区は他の区に比べて、文化芸術
面で遅れているという印象を持った。
廃校となる校舎や改築予定の区民センターなどの
施設に美術館複合施設を検討してほしい。このよ
うな美術館があれば、文化・スポーツ分野だけで
はなく、他の分野にもつながり、多くの区民に文
化活動を還元でき、素晴らしいことがたくさん生
まれていくのではないか。
これからは区が主体となり、区民が主役となって
文化・芸術を発展させていくことを目標にし、取
り組んで実行していただけることを願っている。
区でアート活動の募集や宣伝に閲する情報発信を
一箇所に集め、各活動を周知し参加を促すこと
で、区民の芸術活動への参加がしやすくなり、活
発化することが期待できる。
他区のように文化芸術振興委員会のようなチーム
を設立して、区内の芸術を総合的に情報発信して
いく機関を設けるのもいいのではないか。
スギナミトリエンナーレなどを開催するのも素晴
らしいと思う。区内の芸術活動の総合祭を数年に
一度開催するなど、活動を促進・活発化し、学生
から高齢者までが生き生きと暮らすきっかけとな
るイベントになるのではないか。区内のみなら
ず、「アートの街杉並」を発信し、区民の活力や
地域の活性化につながるはずである。

区のホームページでは、区内で文化・芸術活動を
行う個人または団体に対する助成実績一覧を公開
しています。また、区内の文化拠点である杉並芸
術会館（座・高円寺）及び杉並公会堂では、その
運営を担う指定管理者及びPFI事業者の専門性や
ノウハウを生かした事業展開を図っているところ
です。
現時点において美術館建設の計画はありません
が、令和２年（2020年）10月から、インターネッ
ト上の仮想美術館「スギナミ・ウェブ・ミュージ
アム」を開設し、区内の文化芸術資源に係る魅力
的な展示を公開するとともに、紙媒体の文化・芸
術に関する情報紙「コミュかる」と角度を変えた
情報発信を行っていきます。
これらの取組については、今後とも区長の附属機
関である杉並区文化・芸術振興審議会の意見を聴
きながら充実を図り、地域の活性化等につなげて
いきます。

施策28　次世代への歴史・文化の継承
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No 意見概要 区の考え方

272

杉並区に住んだ（住んでいる）多くの文学者の功
績を記念するためにも、区立文学館の設立を切望
する。

郷土博物館では、企画展等の合間に準常設展「杉
並文学館」を毎年数回実施しています。
今後も、図書館と連携しながら、杉並ゆかりの文
学者をテーマにした企画展を実施し、その功績に
ついて紹介していきます。

273

施策の現状と課題の「様々な場所でスポーツ・運
動に親しめる事業を展開」と計画最終年度の目標
の「区民にとってスポーツ・運動がより身近にな
り」との間の具体的な記述が必要ではないか。

総合計画における「計画最終年度の目標」は、主
として、その下段にある「目標に向けた施策指標
の設定」と連動するように記載しています。ご指
摘の「様々な場所でスポーツ・運動に親しめる事
業展開」については、実行計画のほか、現在改定
作業を進めている「杉並区スポーツ推進計画」に
おいて具体化していきます。

274

総合型地域スポーツクラブの設立支援、運営支援
は内容を具体的に示したほうが良いのではない
か。

総合型地域スポーツクラブの設立支援及び運営支
援は、当該クラブ（設立予定を含む）の実情等に
応じて行っていくことが重要と考えており、今後
とも個別具体的な対応を図っていきます。

275

統廃合された学校を、身障者スポーツの拠点とな
るように改築するのはどうか。車いす競技、ボッ
チャをイメージして、通路、トイレ、更衣室は車
いすでも自由に動けるスペースを取り、フロアす
べてがその競技ができるようにする。階が違った
フロアは別の種目を行う。施設への往来は巡回バ
スの運行を利用する。
杉並区には、スポーツリーダーなどのスポーツに
関しての有資格者がいて、東京2020の影響からボ
ランティア活動の一環で取った方もいると思う。
拠点となる場所を決めて、ボランティアでその活
動に協力していただける方は大勢いると思う。そ
のような方々を活用しない手はない。
今後、杉並区民の高齢化は進み、車いす人口も増
加するだろう。スポーツの世界も、それに対応し
た競技の普及、拡大は必須である。

実行計画案で示したとおり、令和４年度（2022年
度）からは新たに区立体育館でのユニバーサルタ
イム（障害者のニーズに合わせたスポーツプログ
ラムを実施）を開始するなど、障害者スポーツの
推進に重点的に取り組むこととしています。
なお、統廃合後の学校跡地の活用に関するご意見
は、今後の参考とさせていただきます。

276

公園は憩いの場でありスポーツ発生の場ではない
か。公園とスポーツとは一つにつながっていると
思う。しかし、土地は限られている。体育関係者
は、もっと広い競技場を望み、区民の方は、新た
にスペースが生まれれば、公園を望む。広い土地
の立体的な階層化はできないか。最上階は、緑豊
かな公園化、地下階は駐車場、途中階は、低層階
は競技用階、上層階は居住階、その建物の周りは
周遊ランニングコース。公園スペースを利用した
総合運動場に変わる。

現在整備中の下高井戸おおぞら公園（令和７年度
（2025年度）開設予定）は、防災機能である地下
調節池（東京都が施工）の地上部に多目的スポー
ツコートを設置（区が施工）するほか、ジョギン
グコースを整備するなど、より一層地域のスポー
ツ振興に資する公園とする考えです。
今後の施設整備に当たっても、様々な角度から、
多機能化や複合化の可能性を検討していきます。

277

スポーツ・運動の発展のために学校施設の開放は
大賛成。一方車椅子用に学校にスロープがつけら
れていない。教育委員会でも学校と地域の協働を
掲げているが車いすを使う人は不便さを感じてい
るはず。遅れている理由は何か。また区民が健康
と感じている割合が85.5%というのも低すぎない
か。（区民100人中15人が不健康と感じている）
車椅子の区民は健康と感じているはずだ。

地域スポーツ活動の推進や文化活動の振興等に向
けて、学校施設の更なる有効活用の取組を進めて
いきます。
スロープについては、改築及び長寿命化改修等に
より、順次バリアフリー改修を行っていきます。
区民の健康については、計画では、学校施設の有
効活用等を進めていくことで、スポーツ・運動に
親しみ、楽しむことにより、健康であると感じて
いる区民の割合を増やしていきます。

施策29　誰もがスポーツに親しむことができる環境づくり
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２　杉並区区政経営改革推進計画（第1次）

No 意見概要 区の考え方

1

区の基本的立場を「行財政改革」から「区政経営
改革」へと転換するとのことだが、「区民目線」
との表現はあるものの、この改革の考えに区民一
人一人の姿が見えているだろうか。そもそも、地
方自治は多様な人間、多様な職業・企業の集まり
で構成され、それぞれに過不足ない施策を実行す
る組織だ。そこに経済原則、経営思想を導入し、
効率を追求することは、結局はどこかの分野の切
り捨てを生むことになりかねない。区政は、決し
て「経営」するものではない。

区はこれまでコスト削減や効率化を追求した行財
政改革推進計画を推進してきました。
新しい区政経営改革推進計画においては、従来の
「量の改革」に加え、区民の皆様の利便性や暮ら
しやすさを追求した「質の改革」にも取り組んで
いきます。
頂いたご意見も参考に、区民一人ひとりの多様な
行政需要に応えられるよう、区政運営を行ってい
きます。

2

一部デジタル化推進計画と重複しているところが
ある。整理したほうがよいのではないか。

区民サービスの向上と効率的かつ効果的な区政運
営を推進するためには、時機を逸することなく、
デジタル技術を取り入れた区政経営改革を進めて
いくことが必要です。デジタル化推進計画の取組
と併せて、飛躍的に進展しているデジタル技術を
取り入れながら、更なる区民サービスの向上を
図っていきます。

3
全体的に異議はない。 「区政経営計画推進計画」が着実に進むよう、区

全体で的確に進捗管理していきます。

4

区役所庁舎案内にＡＩロボットを置くのは冷たい
区役所のイメージになる。老人が多いのでやめた
方がいい。

ＡＩロボットは、総合案内の補助的な役割として
区民の利便性を高めるため設置しています。
区役所の総合案内は職員による案内を基本として
おり、今後も丁寧な対応に努めていきます。

5

健全でより効果・効率的な区行政推進のために
は、監査とコンプライアンス機能の充実が必要と
思う。民間企業では、全ての計画にP＝>D＝>C＝
>Aが求められている。区に監査部門があるが、お
金に関する監査が主な活動で、区の行った施策の
評価は行われていないように思う。貴重な血税を
有効に活用するため、ＣとＡの機能を強化して、
次のＰへ反映していくことが求められる。

区政を効果的・効率的に進めていくためには、Ｐ
ＤＣＡサイクルを十分に機能させることが重要で
す。そのため、区においては行政評価の取組によ
り、各施策の評価や進捗管理を行っています。ま
た、外部評価委員会を開催し、施策の取組内容や
実績等について外部の視点からチェックを受けて
います。
新たな施策を実行する際においても、行政評価等
を通じた施策の改善に努め、より良い施策の実現
に向けて取り組んでいきます。

6

公民連携は行政サービスの低下を招かぬよう慎重
に行ってほしい。例えば次代を担う子どもを守り
育てる保育園、学童クラブ、高齢者が自由に楽し
く余生を過ごすためのゆうゆう館、年齢を問わず
学びたい人が無料で利用できる図書館等は、民営
化にそぐわない。また、委託の大きな目的は経費
削減であり、受託企業の社員が安い給料で苦労す
るという差別構造もおかしい。
【他、同趣旨１件】

区は、今後、本格的な少子高齢社会を見据えた対
応、防災・減災対策、区立施設の再編整備などの
喫緊の課題に対し、区の総力を挙げて取り組んで
いかなければなりません。
そのため、業務の効率化と区民サービスの向上を
両立していく観点から、事務事業の不断の見直し
に努めることと併せて、民間事業者等のノウハウ
を生かせる事業については業務委託を進めていき
ます。

計画全体について

方針１　時代の変化に対応する業務の効率化と区民サービスの向上
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No 意見概要 区の考え方

7

保育の質の向上や非常時に円滑な対応をとるため
に、一定の水準が継続的に担保されている公立保
育園の民営化については見直しが必要である。

8

保育事業や学童クラブの民営化や運営委託は、効
率化や区民サービスの向上にはつながらず、逆の
効果を生むものと考える。財政上の効果は生むか
もしれないが、子どもたちに対する教育や人間的
成長、働く保護者への応援という設置目的から
は、区民サービスの後退としてしかなりえないの
ではないか。効率化を推進することは否定しない
が、ヒューマニズム溢れる区政運営に立ち返るべ
きである。
もう１つ問題なのは、教育の一環としての事業を
民間業者の儲けの対象にしてしまうことである。
業者の経営破綻や事業の撤退などで継続性に問題
があり、区民サービスの低下につながる。この負
の経験を、しっかりと総括すべきと思う。
また、民間委託によって、専門性を持たない人間
が担当することになり、子どもとの対応に未熟で
問題を起こしやすくなったりし、区の責任の後退
につながる。

9

公立保育園の民営化をやめてほしい。
こんなにたくさん出来てしまった民営保育園の質
の確保のために中核園が７つでいいはずはない。
総合計画にある子どもの置かれている家庭や社会
の状況の現状認識には共感する。それを実現しよ
うというのであれば、もうこれ以上公立園を減ら
さないでほしい。
【他、同趣旨１件】

10

様々な区の施設の民間企業への委託が進められて
いるが、企業へ委託することは慎重であるべき。
特に保育園、学童保育等子どもに関する事業は、
その影響の大きさを思うと不安をぬぐいきれな
い。民間のスキルを取り入れ学ぶことは良いが、
地域の子供を育てるという自治体としての責任の
根本を忘れないでいただきたい。

行政課題が複雑・多様化する今日において、質の
高い区民サービスを継続的に提供していくために
は、民間事業者のノウハウも効果的に活用してい
くことが必要です。
現在、区立保育園４園について、令和４年度
（2022年度）から令和６年度（2024年度）にかけ
て民営化することを公表し、取組を進めていると
ころですが、その後の令和７年度（2025年度）以
降の民営化方針については、杉並区全体の保育の
質を確保するための区立保育園の役割や今後の保
育需要の動向等を見据えて、現在検討を進めてい
るところです。
なお、区立保育園４園の民営化に当たっては、
「区立保育園の運営を民間事業者に引き継ぐため
のガイドライン」に基づき、引き続き子どもの最
善の利益を考慮し、改善を図りながら、円滑かつ
適切に運営事業者の選定・引継ぎを進めるととも
に、民営化後もこれまでの取組を踏まえ、安定し
た園運営となるよう、責任をもって継続した支援
に取り組みます。中核園については、これまでの
取組状況を踏まえ、令和５年（2023年）４月の指
定拡大等に向けて検討を進めています。
また、民間委託の学童クラブも、区立学童クラブ
の一つとして、法令等に従った職員配置のもと、
区の示す運営指針等に沿って運営を行っていま
す。区では、運営事業者の公募・選定、運営の引
継ぎ、引継ぎ後の区の支援等の取組を「杉並区学
童クラブの民間委託ガイドライン」としてまと
め、これを基本指針として、学童クラブの民間委
託を進めています。
そうした中で、働きながら安心して子育てできる
環境の充実を図るためには、学童クラブの量の確
保と合わせて、運営の質や専門性の確保が、ます
ます重要な課題となってくるものと考えています
ので、民間委託を含むすべての区立学童クラブ
が、子どもや保護者に信頼される運営を継続する
ことができるよう、取り組んでいきます。
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No 意見概要 区の考え方

11

学校内学童や、学童の民営化も本当に子どものた
めを考えているとは思えない。

12

民間活力とよく言われるが、行政の役割を重視し
てほしい。特に児童館や学童クラブの職員は専門
性が求められると思うので、安易な民間委託は心
配である。

13

児童館の廃止に反対する。特に学童クラブの民営
化に反対する。
区で運営してこそ、学童指導員の質や施設の質を
一定以上に保つことができる。民営化すると営利
目的となり、最終的に教育的質が下がり、子ども
に悪影響がでる。少子化の今、将来をになう子ど
もの施設は減らすのではなく、増やし、質も上げ
る必要がある。小学校４、５、６年生の居場所と
して小学校内での居場所事業では十分ではなく指
導員の数やレベルも保証されない。今まで通り、
児童館存続が共働き家庭の子どもたちのために必
要だと思う。

14

学童クラブの運営は民間委託でなく専門家を配置
してほしい。子どもの育ちを大事にすることこ
そ、杉並区の使命だと思う。

15

学童クラブ等の民営化に反対である。民営化によ
りサービスの質が落ちていくことはこれまでの数
多の事例から自明である。民営化を促進するとい
うのは世の中を見誤っている。

16

再編成により、専門職職員が大幅に削減され、業
者委託の方向になっている。このような場合、経
営や姿勢など常に協議できる機関をつくるなど、
子どもたちの環境を守るための透明性のある機関
をつくる必要があると思う。

17

人材育成を重視してほしい。利益を生むことを是
とする外部専門人材の論理・倫理は、時として公
共の行政とは相容れない。重要なことは、公務員
が責任を持って任務に当たることである。

18
民間に頼らず、公務員の質を高めて欲しい。

区では、計画的な研修等の実施により、今後とも
様々な地域課題を解決するための構想力や実践力
を持った職員の育成に取り組んでいきます。
また、高度化する行政サービスに対応するため
に、職員の専門性を強化する研修を実施するとと
もに、一部の分野では民間の専門人材を登用する
ことにより、組織全体の活性化につなげていきた
いと考えています。

民間委託の学童クラブも、区立学童クラブの一つ
として、法令等に従った職員配置のもと、区の示
す運営指針等に沿って運営を行っています。区で
は、運営事業者の公募・選定、運営の引継ぎ、保
護者アンケートや定期的なモニタリングの実施、
委託後の区の支援等の取組を「杉並区学童クラブ
の民間委託ガイドライン」としてまとめ学童クラ
ブの民間委託を進めています。
今後は、委託学童クラブを含む全ての区立学童ク
ラブにおいて、福祉サービス第三者評価を取り入
れ、さらなる質の維持・向上を図っていきます。
また、働きながら安心して子育てできる環境の充
実を図るためには、学童クラブの量の確保と合わ
せて、運営の質や専門性の確保が、ますます重要
な課題となってくるものと考えていますので、民
間委託を含むすべての区立学童クラブが、子ども
や保護者に信頼される運営を継続することができ
るよう、取り組んでいきます。
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No 意見概要 区の考え方

19

財政健全化基本方針に賛成する。 「財政健全化と持続可能な財政運営を確保するた
めの基本的な考え方」に基づき、健全で持続可能
な財政運営に努めていきます。

20

今後は税収が減っていくとのことだが、財源拡大
について、例えば、企業や娯楽・エンターテイメ
ント・スポーツ施設などの誘致計画はあるのか。

持続可能な区政経営を推進するためには、基盤と
なる財源の確保に資する取組も重要です。企業や
娯楽・エンターテイメント・スポーツ施設などの
誘致計画はありませんが、区有財産の有効活用を
一層進めるとともに、ネーミングライツによる財
源確保や新たな収入確保事業の検討などに取り組
みます。

21

消費期限の迫った備蓄食料品の処理コスト削減
は、民間事業者に売却とあるが、困窮している家
庭や学生などがよく話題になっている。そういう
人へ優先的に配布を考えてみてはいかがか。

消費期限の迫った備蓄食料品については、これま
でも防災訓練やイベントのほか、福祉事務所や社
会福祉協議会等を通じて生活が困窮されている方
へ提供してきました。
今後も防災訓練等での活用や生活が困窮されてい
る方への提供に努めた上で、民間事業者への売却
を行っていきます。

22

前回の改定では効率化の名の下で使用回転率を上
げるために、一日の利用時間を３回から４回に分
割した。そのために短時間となって、使いづらい
との声が溢れている。延長時間制度があるが、そ
れを利用すれば使用料も上がってしまう。再検討
を求める。

現行の使用区分は利用者のニーズに合わせるとと
もに、利用機会の拡大及び施設の有効活用、並び
に利用者の負担軽減を図る観点から、使用時間の
細分化を行ったものです。

23

奨学金の返済催促を民間業者に委託するのはやめ
てほしい。
【他、同趣旨１件】

区の再三にわたる催告に応じてもらえない、長
期・高額の滞納者については、民間専門業者に債
権の管理・回収を委託することにより、償還率の
向上を図っています。

方針２　財政の健全性の確保と時代の変化に即応できる持続可能な財政運営の実現
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No 意見概要 区の考え方

24

「区民サービスの向上をはかりながら、受益者負
担の適正化を」というのはすなわち利用料値上げ
を意味する。税収が減るのはわかるか、施設の利
用、保育料・学童利用料の値上げをやめてほし
い。

25

保育施設等の利用者負担の見直し、学童クラブ利
用料の値上げに反対する。コロナ下で働く人々は
困難な生活を強いられている。その時に、値上げ
するとは、酷い政策である。国制度を参考にした
適正化とあるが、世帯によっては値上げされる。

26

保育料、学童クラブ利用料の値上げに反対。誰で
も入園でき、無料で利用できれば安心して子育て
できる。
【他、同趣旨１件】

27

認可保育所等の利用者負担金について、適正化の
名のもとに料金値上げであれば反対である。認可
保育所の負担金を一気に国基準に引き上げること
はおかしいと思う。また、認可外の保育料補助も
引き上げるべきではない。自治体の原点は福祉を
守ることである。また、学童クラブの利用者負担
の適正化が料金値上げであれば、それも絶対反対
である。

28

保育施設使用料、学童クラブ利用料の適正化実施
には、子どもたちの教育権保障という点から根本
的な問題があると考える。子どもたちは、将来こ
の杉並区を背負って立つ存在。そのことも含め、
子どもたちの教育に関する費用はすべて無料にす
べきである。それが出来なければ、せめて現状維
持が必要である。この制度をもっと充実させて、
すべての子どもたちと保護者が安心・安全に過ご
せる環境をこそ整えるべきではないか。

29

保育料値上げ、学童保育値上げについて、反対で
ある。子どもを育てるのは、日本ではお金がかか
る。保育や、放課後の大人がいない家の子どもの
学童は、必要な場である。コロナ禍で、仕事、経
済活動も停滞する中で、この分野の値上げは、家
族を苦しめるものになる。
子どもはこれからの宝である。公共の場を値上げ
されて平気な家庭はない。

30

保育料も国制度の基準にあわせて適正化を図ると
のことだが、値上げということである。もうこれ
からの親子世代は杉並区には来ないし離れていく
だろうと思う。財源節約のため子どもへの福祉を
抑えることで、杉並区の税収は落ち込むのではな
いか。
【他、同趣旨２件】

施設の使用料については、維持管理経費等が経年
で変化するため、定期的に検証を行い、必要に応
じて適切な受益者負担となるよう見直す考えで
す。
保育施設の利用者負担については、保育料の階層
の簡素化と適正化の観点から今後見直しを行いま
す。このことを明確にするため、一部の表記を修
正します。
学童クラブについては、学童クラブの整備と充実
を図るとともに、受益者負担の適正化の観点から
利用料の見直しを検討していきます。
〔資料2（3）区政経営改革推進計画No6〕
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31

区民に対する情報発信を適時適切に行い、区政へ
の参画意欲を高めるとともに、区民や民間事業者
等との対話の場の拡充や、オンラインによる参加
方法等の推進など、誰もが意見を出しやすい環境
を創ることにより、区と区民等とのコミュニケー
ションの活性化を図るとあるが、異論の余地がな
い。一方でこのことが実現されてきたとはいえな
い。フルタイムで勤務している労働者は、平日・
日中の参画は困難である。パブリックコメント
も、相当の時間、読解力、表現力を要するように
思われ、誰にでもできることではない。区民等と
のコミュニケーションの活性化や敷居を下げるか
は、簡単な問題ではないことを認識してほしい。
実態が伴わないにもかかわらずやったことにする
ようなアリバイ作りにならいないよう願う。

区ではこれまでも区民との協働の観点から、区長
と区民の意見交換会や、区民懇談会などを開催
し、区民の方々から貴重なご意見を頂戴し、区政
に反映してきました。
先般の基本構想審議会においても、多くの区民を
含む42名の方に審議会委員として参加頂き、オン
ライン会議を併用することにより、「コロナ禍に
おいても活発な議論ができた」等の意見も頂きま
した。
今後も、区と区民の皆様が活発にコミュニケー
ションを図れるよう努めていきます。

32

情報発信について、例えばイラストを多用し、視
覚的に理解しやすい冊子やパンフなど、区の発行
物をもっと工夫してほしい。

33

区の行政について、地域住民が十分理解できてい
ない部分が多いので、内容を理解し運用できるよ
う「地域に根ざした情報発信」のような項目を検
討願いたい。

34

広報杉並点字版の発行について、テキストデータ
やＤＡＩＳＹ版・カセットテープ版だけでなく、
全文点訳・発行してることに対し感謝する。
毎月１日・15日の２回発行されているが、点字版
は発行日の翌日から士日祝日を除き『４日以内に
発送』と定められているそうだが、視覚障害者の
手元に届くころには、講座によっては既に締め切
られているものがいくつか見受けられる。他区で
は、普通字版発行日と同日あるいは遅くても２・
３日以内で手元に届くと聞いた。来年度以降はこ
のタイムラグを一日でも縮めていただきたい。
また、在住者だけでなく在勤・在所者で希望者に
も配布することを切望する。

広報すぎなみ「点字版」及び「音声版」は、広報
紙校了後からの作業となるため、一定の時間が必
要になります。
今後、作業の迅速化に努めるとともに、イベント
等の申込み締め切り日について、掲載ルールの見
直しを検討します。
また、区内在勤者への配布については、個々のご
事情に合わせて対応します。

35

杉並区は、6区市に隣接している。区周辺の区民
は隣接区市を含めて生活圏としている。隣接区・
市との協働のあり方を考究し表現する必要があ
る。

区ではこれまで隣接自治体と連携し、区境パト
ロールやアニメ事業等に取り組んできました。区
民の皆様が安全・安心を感じられる地域社会の実
現に向けて、隣接自治体をはじめとした基礎自治
体間の連携・協力を一層推進し、区民サービスの
向上につなげていきます。

方針３　区民目線による戦略的な情報発信

方針４　自治の更なる発展と、自治体間連携の強化

区では、「伝える広報」から「伝わる広報」への
転換を図るため、広報すぎなみのリニューアルな
ど区の発行物について見直しを進めてきました。
また、区職員を対象とした広報研修や、民間から
登用した広報専門監等による広報相談などを実施
し、全庁を挙げて広報の質の向上に取り組んでい
ます。
今後もこうした取組を通し、区民にとって区政情
報がより身近でわかりやすいものになるよう努め
ていきます。
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３　杉並区協働推進計画（第1次）

No 意見概要 区の考え方

1

区民や地域団体、民間企業など、多様な主体との
協働の推進を言われたことは非常に良い。

2
協働推進基本方針に賛成する。

3

協働推進は良いが、まず区の職員が末端の現場の
人員に至るまで、担当している事業の根本的な指
針を理解し、仕事をするよう、教育研修をしてほ
しい。

職員が担当業務に習熟していることは、多様な主
体と協働の推進をしていくうえでも必要なことと
考えています。適宜、各種研修やＯＪＴ等を行
い、職員の能力と意欲の向上を図っていきます。

4

今ある事業自体の見直し等も一緒に考える場が出
来ると良い。地域づくりは、行政の縦割りでは進
んで行かないので、正に協働の考える場で検討し
て行く必要がある。具体的なプラットフォームの
イメージを区民と一緒に創る所からスタート出来
ると良い。

協働の推進に当たっては、行政のみではなく区民
や地域団体、民間事業者等の多様な主体が地域課
題を共有し、連携・協力しながら取り組むことが
必要です。それぞれの主体が対等な立場で参加で
きる開かれたプラットフォームの構築に向けて、
外部専門人材などから様々な意見を伺いながら取
組を進めていきます。

5

共生社会の基は、区民レベルのきめの細かい連携
が図れる町会、自治会の活性化にあると思う。そ
のために協働推進基本方針にのっとり次の提案を
する。※区に７館ある地域区民センターの協議会
を地域の人材育成の場とする。
１. 協議会の委員を町会・自治会や諸団体のけん
引者あるいはその補佐として４年あるいは２年間
の任期中に育成する。
２. 学びの内容は、行政分担を超えた連携による
代表者＋関連諸機関＋地域住民＋有識者による懇
談会を7館ごとに設置して方向付けをはかり、地
元人材のかつようで指導体制の構築を図る。
１)学びの大綱
①防災、まち・人づくり、②地域共生社会づく
り、地域包括支援、③地域と学校の協働、④地域
の運営等々の地域課題の学びのカリキュラム策定
と学びの実施
２)従来の事業内容見直しと事業負担の軽減の工
夫を図る。
①地域諸団体との共同事業の推進のための調査、
情報管理、協力折衝、②事業運営管理指導実践・
事業実施のためのボランティア体制の構築推進、
③地域住民懇話会、地域ニーズの把握と懇親、人
脈の構築及び協力
また、協議会委員として任期中あるいは任期満了
後、一住民として地元で活動するために①住民と
して、地元の状況把握、課題把握とあるべき姿の
研究会の設置。②協議会外の地元の仲間づくり、
地元事業への参加や団体への加入。③協議会後輩
の支援を行ってほしい。

７か所の地域区民センターを主な活動拠点とする
各地域区民センター協議会は、組織の実情や地域
区民センターへの指定管理者制度の計画的な導入
等を踏まえ、今後の組織運営や事業のあり方を検
討し、順次、必要な見直しを図ることとしていま
す。ご意見は、そうした検討の参考にするため、
各協議会にお伝えします。

計画全体について

方針１　地域に開かれた新たな協働の仕組みづくり

方針２　区と地域団体等による地域課題・行政課題の解決に向けた取組

複雑化・高度化する地域課題の解決に向け、これ
まで区では様々な協働の取組を行ってきました
が、今後は、これまでの相手方の中心であった区
民や地域団体に加えて、民間事業者や大学などの
多様な主体と対等な立場で連携・協力しながら地
域課題の解決に向けて取り組んでいきます。
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No 意見概要 区の考え方

6

ＮＰＯの活用を推進してほしい。「子ども食堂」
など行政で末端の貧困問題をすべて解決すること
は不可能である。生活保護法という法律を知らな
いでホームレスになる人がいる。一人暮らしで病
気になり孤独死する人がいる。これら全てを行政
で措置することは不可能。またＮＰＯを育成した
らどうか。

杉並区は生活困窮者自立支援法に基づく自立相談
支援事業を中心に、生活困窮者等への支援に取り
組んでいます。現在、コロナ禍の影響による社会
情勢の変化に伴い、支援の必要な方が増加し、求
められる支援も多様化しています。
ＮＰＯも含め、生活課題に関する支援機関や地域
の社会資源との関係づくりを進め、支援対象者に
応じたきめ細かい支援を実施していきます。
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４　杉並区デジタル化推進計画（第1次）

No 意見概要 区の考え方

1

デジタル化を全く否定するつもりはないが、災害
時などにシステムが全く役に立たず混乱する危険
性を危惧する。また、デジタル化がきめ細やかな
対応の無い画一的な対応に繋がらないか。そもそ
も、デジタル化にはシステム更新なども含め、長
期的に巨額の費用がかかるのではないのか。どれ
だけの対費用効果があるのか、その費用で他に充
実させる必要性の高い課題はないのかをしっかり
検証し、広くその結果を公表し、検討する必要が
あるように思う。

デジタル技術の活用に当たっては、デジタル化が
持つ負の側面も考慮しながら、区民サービスの向
上の観点から、区のデジタル化を推進していきま
す。
また、区では、ICT-BCP（ＩＣＴ部門の業務継続
計画）に基づき、災害等による情報システムへの
影響を最小限に留めるとともに、バックアップ
データからの早期復旧等を図るなど、継続的に情
報システムが利用できるよう努めていきます。
また、限られた財源の中で、デジタル化を効果的
に進めていくために、導入する全ての情報システ
ムを対象に情報化経費精査を徹底し、情報化投資
の適正化やシステム開発・維持管理に係る経費の
節減に努めます。また、その効果の公表のあり方
については、今後、検討していきます。

2

計画と実行をとにかくスピード感をもってやって
ほしい。人力で事務処理は無くし、ＩＴ化を推し
進め、税金の無駄遣いをやめてほしい。

区民サービスの向上と業務の効率化を目的とした
行政のデジタル化は、今後の区政運営の大きな柱
の一つと位置付けています。デジタル化推進計画
に基づき、行政のデジタル化を戦略的に加速させ
ていきます。

3

杉並区では「行政の収益」、「規制緩和」、「良
好なビジネス環境」、「デジタル化」など、次々
と名を変えて、基本構想を基に行政施策の民間企
業への丸投げ計画を具体化している。この根底に
あるのは行政責任の放棄である。住民に公平・公
正なサービスを保障する本来の行政に立ち返るべ
きである。その立場から、各計画を再検証すべき
である。民間丸投げのデジタル化は、個人情報の
民間への筒抜け化であり、無責任極まりない。

行政のデジタル化は、区の責任において進めるべ
きものであることから、デジタル化推進計画に基
づき、誰一人取り残さない人に優しいデジタル化
を進めていきます。
また、デジタル化の推進に当たっては、個人情報
の保護は大前提と考えており、外部人材や民間事
業者を活用する場合においても、個人情報の扱い
については、区が最終的に確認し、個人情報保護
を徹底していきます。

4

デジタル化に対して断固反対する。国はスーパー
シティ法案を通したが、これは個人情報が晒され
ると同時に、住民の意見が反映されない仕組みで
ある。利便性を掲げているが、住民からしたら危
険でしかない。杉並区での実行はやめてほしい。

区は、他の22区に先駆けて、昭和61年（1986年）
に個人情報保護条例を制定し、その後も、情報セ
キュリティ対策の充実を図っています。行政のデ
ジタル化に当たっては、個人情報保護を大前提と
して進めていきます。

5

マイナンバー制度に基づいた行政機関等の情報連
携、ならびに各種手続きが促進されるよう、希望
する。窓口に出向かずに申請や手続きができるこ
とは、住民の利便性のみならず、職員の事務効率
化にもつながると思う。一方、デジタルに不慣れ
な方に対しては、職員の手厚い窓口対応、情報リ
テラシーの促進に当てることができるのではない
かと思う。今後、高齢化も進むので、居所からオ
ンラインでアクセス可能となるようお願いする。

デジタル化推進の目的の一つに、業務の効率化に
より生じた人材を窓口サービスの充実などに振り
分ける等、より一層の手厚い区民サービスの向上
に努めることを掲げています。また、デジタル化
推進計画に基づき、順次、行政手続のオンライン
化を図り、いつでも、どこからでも申請ができる
など、区民の利便性の向上を目指すとともに、デ
ジタルデバイド（情報格差）の解消のための取組
も併せて進めていきます。

6

キャッシュレス決済やその他のデジタル化施策を
行うと、窓口の所に負担がかかることが想定され
る。機材の操作を覚えたり、故障時の対応なども
行わなければならない。また、キャッシュレス決
済をしても、利用者の利便性は多少向上するが、
区としては減収、コスト増になる。出納管理のコ
ストは下がるが、この点も考慮した方がよい。

キャッシュレス決済等の導入に当たっては、区民
の利便性向上と行政内部の効率化のほか、費用対
効果も含めて検討を進めます。

計画全体について

方針１　デジタル技術を活用した区民サービスの向上
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No 意見概要 区の考え方

7

マイナンバーカードを持っていることを前提とし
た行政サービスの提供は時期尚早。マイナンバー
カードの取得は国民の義務ではなく、個人情報保
護制度はいまだ未整備の状況である。情報漏洩の
危険性に行政としてどのように対応するのか区民
に説明が必要。マイナンバーカードを取得してい
ない区民が不利益を被ることがないよう十分な配
慮を求める。

区が独自に実施するマイナンバーカードを活用し
た施策の検討に当たっては、区のマイナンバー
カード交付率（令和３年（2021年）12月末現在
46.6％）の推移等を注視し、マイナンバーカード
を取得していないことでの不利益が生じないよう
配慮していきます。また、デジタル化推進基本方
針に基づき、区民等の個人情報を適切に管理する
ことにより、安全・安心なデジタル化を推進して
いきます。

8

区役所庁舎案内のＡＩロボットは、子どもが面白
がっていいと思うが、今のままでいい。商店が消
え、コンビニも自動支払い、高齢者は特に人と人
が触れ合うことが大事であり、やっと区役所まで
足を使ってやってきてロボットか。こんなことに
お金を使わないでください。ロボットを入れるな
ら、子どもの学習の場にしたら良い。

ＡＩロボットは、総合案内の補助的な役割として
区民の利便性を高めるため設置しています。区役
所の総合案内は職員による案内を基本としてお
り、今後も丁寧な対応に努めていきます。
行政のデジタル化については、区民と職員とのコ
ミュニケーションも大切にしながら、より良い区
民サービスが提供できるよう、取組を進めていき
ます。

9

税金の納付を国税同様カード払いを可能にしてほ
しい。

区では、令和３年（2021年）10月から特別区民税
（普通徴収・特別徴収）及び軽自動車税（種別
割）のクレジットカードによる納付に対応してい
ます。詳しくは、杉並区公式ホームページ「くら
しのガイド」内の「税金・保険・年金」の「税
金」ページにある「クレジットカードによる納
付」をご覧ください。

10

震災救援所が立ち上がるときは、相当混乱してい
るときである。運用する人も、デジタル化システ
ムに必ずしも慣れた人がいるわけではない。その
ような場合にもちゃんと回るかどうかは十分に検
証する必要がある。また、状況によっては停電の
場合もある。そのような場合にどうするかも考え
ておく必要がある。

震災救援所の運営に関するデジタル化に当たって
は、デジタルに不慣れな方への対応や停電時の運
用方法などを整理した上で、推進していきます。

11

災害（感染症の流行も含め）はいつ起こるかわか
らないので、３年間を検証に費やすのは長すぎ
る。作業を加速し、一日も早く実施体制を整えて
ほしい。

デジタル技術は日進月歩で進んでいることを踏ま
え、スピード感をもって取り組んでいきますが、
震災救援所運営連絡会や地域の方々からの意見を
取り入れ、関係医療機関等とも協議しながら検討
していく必要があります。
また、試行運用を通して、課題等を抽出し改善を
図る必要もあることから、本格実施までには一定
の期間は必要と考えています。

12

水防情報システムは、区民に避難行動を促す判断
情報となるため、その改良は大変重要である。
ＳＮＳによる水害の動画教材は、既にいくつか事
例があるため、それらを参考としつつ杉並区特有
の事情に焦点を当てた内容としてほしい。防災を
テーマとして活動する区民との協働提案事業とし
て行うのがふさわしいと考える。

区では、水害への備えとして、水害出前講座によ
り、水害対策について区民へ周知しています。水
害対策に関する動画教材を作成しＳＮＳにより公
開することで、区民の利便性が向上するととも
に、広く周知することができるため、活用を検討
していきます。
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No 意見概要 区の考え方

13

歴史的資料のデジタルアーカイブ化は重要であ
る。郷土博物館等が所蔵する歴史的資料をアーカ
イブ化し、図書館で検索できるようにしてほし
い。

14

歴史的資料の中でも、過去の土地利用や景観、ま
ちの形成の歴史、災害の履歴など、地味で目立た
ない郷土史的情報は、まちづくりを行う上での有
益な情報である。
特に、過去の水害の発生履歴や苦労話等の情報
は、危険度の把握やとるべき対策の検討など、今
後の水害対策に直接役立つものが多い。デジタル
アーカイブデータは防災部署での活用の他、学校
での防災教育、上記ＳＮＳによる動画教材等へ活
用を進めてほしい。
歴史的資料は区が保有するものだけでなく、昔か
ら住んでいる区民が持つ郷土史的情報も対象と
し、郷土史をテーマとして活動する区民との協働
提案事業として行うのがふさわしいと考える。

15

「地域活動団体」の対象は町会・自治会だけでな
く、市民団体（ＮＰＯ・ボランティア団体）まで
広げて頂きたい。

区では、町会・自治会をはじめ、ＮＰＯやボラン
ティア団体も地域活動団体として捉えており、引
き続き、各団体の実情やニーズに応じた支援に努
めていきます。

16

デジタル技術を活用した保育サービスの提供が構
想されているが、私立幼稚園などでも導入できる
よう検討してほしい。

私立幼稚園の学校法人には、文部科学省のＩＣＴ
環境整備支援に関する補助制度があります。今
後、国・都の動向を踏まえ、私立幼稚園のＩＣＴ
導入の状況について把握し、必要に応じて対応を
検討していきます。

17

パソコン等に慣れていない人は、高齢者だけでは
ないので対象をもう少し広げたほうがよい。

デジタル技術の導入に当たっては、誰もが使いや
すく、わかりやすい仕様とするほか、誰一人取り
残さないデジタル化の実現に向け、情報通信機器
等の扱いに不慣れな方や不安のある方への対策も
併せて検討していきます。

18

スマホもＰＣも縁のない人のためのサポート戦略
も忘れないでほしい。

スマートフォンやパソコンの操作に慣れていない
方などにも、音声や文字認識、多言語翻訳、デジ
タル技術を活用した職員による手続きの支援など
により、デジタル化の恩恵を受けることができる
取組を検討していきます。

19

デジタル化の利便性と即時性は、区行政の効率化
と快適な区民生活にとって大切な要素であるが、
「デジタルデバイド解消に向けた取組」の実行性
（実効性）は極めて低いと思う。デジタル行政の
推進は、高齢者に混乱と苦痛を与える。区で管理
する「シンクライアント端末」を高齢者世帯に提
供するなど包括的なシステムの構築が求められ
る。区ホームページのアクセシビリティなど現状
分析を始められたらいかがか。

行政のデジタル化を推進するに当たっては、デジ
タルデバイド（情報格差）対策は必須と考えま
す。高齢者向けのパソコンやスマートフォン教室
の開催支援など、直接的な対策と併せて、デジタ
ル技術を活用して職員が届出や手続きをサポート
する等の間接的な対策も検討・実施して、区民の
利便性の向上を図ります。
なお、区ホームページは、令和６年度（2024年
度）の全面的な更新を計画しており、通信端末や
情報媒体等との親和性を高めるほか、誰もが利用
しやすいホームページとなるよう検討を進めてい
きます。

歴史的資料のデジタルアーカイブ化に当たって、
資料の活用方法や利用しやすさなどの観点から、
多面的に検討し、取組を進めていくことが重要だ
と考えています。
まずは、どのような資料をアーカイブの対象とす
るのかを含め、今後、区全体で調査・研究を進め
ていきます。
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20

デジタル化、ＩＣＴの推進の課題は社会の流れと
して必要かつ避けられない。この先、高齢者人口
の増加、その中でも単身高齢者世帯の増加が見込
まれている。高齢になると今まで出来ていたこと
も不得手になってしまうことで、デジタル難民の
増加、デジタルネットワークからの脱落というこ
とも危惧される。デジタル化で効率化や省力化が
図られるなかで、こうした高齢者が手立てを失っ
てしまうことのないように支えるシステムは絶対
に必要だと考える。

高齢者を対象としたパソコンやスマートフォン講
座の開催のほか、情報通信機器等を活用して社会
参加を進めることができる講座を実施していきま
す。一方で情報通信機器等の活用ができないこと
により、情報が手に入らない、サービスを受ける
ことができないということが無いよう、デジタル
デバイド対策を講じながら、区民目線によるデジ
タル化を進めていきます。

21

男女平等推進センターはジェンダー平等の拠点で
あり専門図書館でもあるので、検索や情報発信の
ためにネット環境が必須と考える。

ご指摘の男女平等推進センターのＷｉ－Ｆｉ環境
については、令和４年度（2022年度）に整備を図
る考えです。

22

図書館サービスの充実について、電子書籍を利用
できるようにしていただけると良い。

図書館資料については、現時点では、将来におい
ても資料として残せるように、紙書籍を中心に収
集しています。
電子書籍の導入につきましては、有効に利用でき
るタイトル数が少なく、人気図書が必ずしも電子
図書として提供されているとは限らないこと、１
作品の配信数や配信期間は紙の資料と同様に制限
があること、また保存に適さないことなど課題が
あります。一方で、導入による利用者のメリット
もあると考えますので、費用対効果等も踏まえな
がら、これからの公共図書館のあり方として、総
合的に検討を続けていきます。

23

子育てポータルサイトのサービスも検討してほし
い。子育てに関する情報発信の一本化と、イベン
ト情報や手続きなどのオンラインでの申し込みを
確認できるマイページなどもあると便利である。
子育てに関する手続きのアラートなど情報のノー
ティス機能や締切カレンダーもあるとよい。予防
接種の力レンダーやワクチン情報も調べられると
忘れないし、子どもの予防接種に関する不安が解
消される。区内の小児料などの医療情報も調べら
れると便利である。トップページに常に急病診療
情報が出ていて、そこから電話番号のリンクがあ
るとありがたい。
区内の保育園や幼稚園の紹介もここにあると、と
ても参考になる。サイト上で園への質問や疑問な
どを募集して回答を掲載するのもよい。
また、子育て中ならではの目線でのすぐに知りた
い情報が検索できると、さっと調べられて助か
る。区民のクチコミを反映できると、さらに濃厚
な情報の場になると思う。
子育てグッズや衣服を販売している店や、子連れ
OKの飲食店などの紹介などがあっても楽しい。そ
こにクーポンがあれば集客にもつながって地域活
性化の一端を担えるかもしれない。
区内の公園の情報もクチコミならリアルな現状を
知ることができて便利である。

区では、妊娠・出産・子育てに関する情報を集約
したポータルサイトである「子育てサイト」を区
ホームページ内に設け、健康や医療、保育園・幼
稚園、公園などの子育てに役立つ情報を、妊娠期
から子育て期に至るまでのライフシーンや目的別
に整理し発信するほか、子育てに関する相談も受
け付けています。
また、同サイト内の区民参加型コンテンツの「す
ぎラボ」では区内の子育て中のメンバーによる保
育園・幼稚園レポートやイベントの体験記など、
子育てに身近な視点からの情報発信も行っていま
す。
今後も、安心して子どもを産み育てられる環境を
整え、保護者等をはじめ子育てに関わる方への支
援につながるよう、サイトの充実を図っていきま
す。
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24

区立保育園・子ども園・学童クラブにおいてス
マートフォン等から出欠確認ができると記載があ
るが、児童・生徒の出欠確認は必須であり、特に
小学校は紙ベースの連絡帳が主流のため、公立小
中学校の欠席連絡もスマートフォン等から行える
ように整備してほしい。
コロナ禍で紙ベースの連絡帳による病欠連絡は、
接触感染が懸念されるとの理由で電話連絡が可能
な学校もあるとのことだが、学校の電話回線が限
られているため、特に感染症の流行シーズンにお
いては事務室の負担が懸念される。現在、公立小
学校では朝・夜の検温及び体調確認が必須である
ため、健康管理と出欠確認が1度にできるように
全校に導入いただければと思う。子どもが通って
いる小学校は、スマートフォンから健康管理と出
欠連絡が可能となり、忙しい時間帯に学校に連絡
を取ることができ、とてもありがたい。また休日
も入力することにより、児童の健康状態が学校側
も把握できることにより月曜日の学級閉鎖の判
断・準備が早く行うことができ、学校側にもメ
リットがある。

区立小中学校では、保護者からの欠席・遅刻連絡
について、電話による連絡だけでなく、スマート
フォン等から行えるよう令和３年度（2021年度）
に環境整備を行い、現在、各学校にて段階的に運
用を開始しています。
また、スマートフォン等からの健康管理について
は、学校での効果的な活用方法及びシステムの仕
様、費用対効果等の検討の必要もあり、今後の課
題とさせていただきます。

25

ネット利用が普及し、さらにコロナ禍の中でオン
ラインによる集会、会議、講演会等の需要がより
高まった。ネット環境は今や基本的インフラとい
える。すべての区民施設のネット環境整備を強く
望む。

災害対策や区民の利便性向上のために、震災救援
所や地域区民センター等の区立施設105か所にＷ
ｉ－Ｆｉスポットを設置しています。今後は、区
民の利便性の更なる向上に向け、利用頻度の高い
施設を中心に、その必要性等を総合的に判断しな
がら、ネットワーク環境の整備についての検討を
進めていきます。

26

杉並区基本構想審議会は、参集・オンラインのど
ちらでも参加できるオンラインハイブリッド形式
による開催で、当時は技術的にも難しい中で先進
的な取組であったと評価している。今後は行政内
部の会議だけでなく、まちづくりの住民説明会、
ワークショップ等のイベントも、できる限りオン
ラインハイブリッド形式での開催を求めたい。

オンライン会議は、会議場所や移動時間の考慮が
不要となり、多くの方の参加機会を設けることが
できることから、その活用を推進していきます。
その中において、不特定多数の区民等が参加する
会議等については、その形態や性質等を見極めな
がら、新たな形のオンライン会議の活用の研究を
進めていきます。

27

区議会なども、一部はオンライン化できるのでは
ないか。

現在、常任委員会・特別委員会をオンラインで開
催するための必要な規定の改正を検討していま
す。

28

区の業務の性質上、出勤しないと出来ないことは
多々あると思うが、可能な限り、テレワークや
ネットを利用した会議を推進して効率化を図って
いただきたい。

ＩＣＴ機器を活用したテレワークは、試行実施を
経て令和３年（2021年）12月から本格実施を開始
しています。また、多くの区民の意見を求めてい
くためには、オンラインを活用した会議は有効で
あることから、引き続き、積極的な運用を進めて
いきます。

29

外部専門人材の登用や民間事業者の活用に懸念が
ある。合理化は必要であるし、民間の活力が適切
に活用されることには意義がある。区長は、利害
関係者とのゴルフ等が報じられるなど、その倫理
的資質が問われている。業者との癒着、リベート
等を徹底的に排除すべく、透明性の高いあり方を
望む。

急速に進展するデジタル技術を活用した行政のデ
ジタル化を着実に、戦略的に推進するためには、
技術面でのしっかりとしたサポート体制が必要で
あることから、外部人材や民間事業者等を活用す
るものです。活用に当たっては、透明性や公正性
を確保した登用や選定を行っていきます。

方針２　行政内部のデジタル化による効率化の推進
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30

デジタル化の推進と情報流失阻止の両面から取り
組んでいただきたい。

デジタル化を推進するに当たり、情報セキュリ
ティの強化は欠かせないものと考えます。技術的
なセキュリティ対策のほか、セキュリティ意識を
啓発する職員研修や内部監査などにより、情報セ
キュリティに関する事件・事故を未然に防止し、
安全・安心なデジタル技術を活用した行政サービ
スを推進していきます。

31

ＩＳＯ27001の取得を目指してみてはいかがか。
また、セキュリティインシデント(特にランサム
ウェア)対応について、より深く検討、強化が必
要である。

区では、平成16年（2004年）にＩＳＯ27001（Ｉ
ＳＭＳ）の認証登録を行い、杉並区情報セキュリ
ティ基本方針や杉並区情報セキュリティ対策基準
等の規定に基づき、情報セキュリティ対策自己点
検及び内部監査を実施し、情報セキュリティマネ
ジメントシステムの構築と強化に努めてきまし
た。こうした取組により、ＩＳＯ27001（ＩＳＭ
Ｓ）の定期審査においては、毎年、認証の更新が
認められてきたことから、区の情報セキュリティ
マネジメントシステムが十分に確立できたものと
受け止め、令和２年（2020年）に認証登録を取り
下げたところです。
引き続き、情報セキュリティ事件・事故の未然の
防止と、発生時の迅速かつ円滑な対応が実施でき
るよう、区の情報セキュリティマネジメントシス
テムの運用と見直しを適切に行っていきます。
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５　杉並区区立施設再編整備計画（第２期）・第１次実施プラン

No 意見概要 区の考え方

1

区の施設（児童館・ゆうゆう館・会議室）等は区
民にとって心安まる場でもある。コミュニケー
ションあるいは学習などで安心して活用できる。
削減しないでほしい。
【他、同趣旨３件】

2

区民の意見を無視した区立施設再編整備計画に反
対する。跡地活用も検討中でこの先どうするのか
も答えられないような状況で、児童館もゆうゆう
館も壊すのはなぜか。コミュニティふらっとを建
てたところで全体の数自体が激減するし、これま
での機能がほぼ消滅するではないか。必要な施設
をどう算出されているのか疑問である。
子どもたちや高齢者にとって必要不可欠な児童館
やゆうゆう館を次々と壊さないでほしい。人件費
も削減させ、そこで浮かせた予算を不要な駅前開
発や道路拡幅に使うことが区民のためなのか。跡
地活用も検討中で、その場しのぎの再編しかして
いないのではないか。

【区立施設再編整備の必要性】
区立施設は、昭和30～40年代に建築されたものが
多く、築50年以上の施設は、延床面積全体の約３
割に上ります。また、老朽化した施設にかかる改
築・改修等経費の試算をしたところ、今後40年間
で約4,840億円となり、特にこれからのおよそ10
年に集中しています。このように施設の更新時期
が次々と訪れる状況にある中で、時代とともに施
設に対する区民ニーズが変わってきていることや
少子高齢化の一層の進展などにより、今後、施設
に使える予算が限られてくることなどを考える
と、将来のことを考えて施設の機能や役割を見直
す施設の再編整備の取組が必要となってきます。
こうした考えから、例えば学童クラブの利用や乳
幼児親子の利用の増加により既存のスペースでは
サービスの充実を図ることが限界を迎えている児
童館については、小学校内に学童クラブ及び小学
生の放課後等の居場所の機能を継承するととも
に、機能移転後の児童館については、地域子育て
支援の拠点である子ども・子育てプラザに転用す
るなど児童館再編の取組を進めています。
また、ゆうゆう館については、区民集会所や区民
会館、ゆうゆう館、機能移転後の児童館施設とと
もに、乳幼児親子を含む子どもから高齢者まで、
多世代が利用できる施設「コミュニティふらっ
と」へ段階的に再編することで、他の世代との交
流の機会の創出につなげるなど、高齢者にとって
も新たな魅力のある施設としていきます。なお、
コミュニティふらっとは、歩いて行ける概ね700m
の範囲を目途に１施設設置し、最終的には区内に
30～40箇所を整備する予定です。
このように、施設の機能や役割を見直す中で、今
後も施設サービスについては、しっかりと維持継
承等しながら取組を進めていく考えです。

3

「まちづくり」では重点項目として「地域ごとに
個性あるまちづくり」を挙げているが、この間の
行政ではむしろ「地域ごとの個性」は削られ、画
一的な駅前開発が進んでいるように思う。「スリ
ム化」「複合化」を挙げるのであれば、まず、区
民が「必要なもの」と訴える施設（児童館、敬老
施設など）の統廃合を進めたり、学校の中に子ど
もを押し込めるのではなく、まず、きちんと整備
してほしい。このことこそがまちの個性となる。
このことを、公共の事業として進めてほしい。

計画全体について
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4

区立施設再編計画で児童館とゆうゆう館が廃止さ
れたあと、それに代わる子どもや区民の集まる場
所があるのか心配だ。全くなくなることはなくて
も、今より遠くになったり、狭くなったり、時間
が制限されたり、使用料が高くなったら、建物が
新しくなっても区民には区立施設の改悪である。
五月雨的に区立施設を再編するのではなく、再編
の結果の全体像を明らかにして、区民の意見を聞
いてほしい。

5

老朽化施設の更新は必要かもしれないが、現在の
利用者、近い未来の利用者を含めた意見のヒアリ
ングが十分にできているのか疑問。児童館やゆう
ゆう館の数が減ることで単純に利用ができなくな
る区民もでてくるだろう。その対応が見えない。
また、各施設を廃止、改変、統合、再編などする
ときの説明が足りず、区職員数を削減しすぎたこ
とにより、ていねいにことをすすめる余裕が現場
に無いのではないかと感じる。本気で施設再編に
取り組むなら、そこにいま生きている人（区民も
行政職員も）の声をきちんと聞いて活かすことを
望む。

6

これだけの再編計画をするにあたり、意見交換や
説明が不十分ではないか。すでに廃止新設された
地域の区民の声は聞いているのか。これまでに上
がった声は次の計画に改善点として活かし、変更
していく姿勢でお願いしたい。

7

西荻地域について、児童館やゆうゆう館はとても
貴重なので残してほしい。さらに、防災のために
集会室や公民館を作ってほしい。

P76 №1【区立施設再編整備の必要性】に加え、
なお、コミュニティふらっとについては、防災拠
点対象施設の一つとして、災害発生時に施設利用
者及び周辺住民の安全確保対応後、災害対策本部
が活用する施設である災害時活用施設等に位置付
けられています。

8

年に改修・改築で120億円かかるという試算結果
を、広報すぎなみを配布した以外にも、より多く
の区民に報告していただきたい。

10月31日から区内７地域で実施した住民説明会に
おいても、区立施設の再編整備の必要性を含め、
周知を図ってきました。今後、区公式ホームペー
ジなど様々な媒体を活用し、機会を捉えて周知を
図っていきたいと考えています。

9

大人が使いやすい施設も充実させてほしい。全て
の施設が基本的に子ども向けである。

区では、女性の就業率の高まりに伴う保育需要の
増加に対する認可保育所の整備や、子育て支援に
係るサービス・事業を総合的・一体的に行う地域
子育て支援施設である子ども・子育てプラザの整
備などを進めてきました。その一方、特別養護老
人ホームの整備や、図書館や地域区民センターな
どの大規模改修、身近な地域で多世代が共に利用
できる新たな地域コミュニティ施設「コミュニ
ティふらっと」の再編整備など、様々な年代から
の区民ニーズもきちんと受け止め再編整備の取組
を進めているところです。

P76 №1【区立施設再編整備の必要性】に加え、
再編整備の結果として、活動場所が変わるなどの
環境変化が生じる場合もあることとは思います
が、可能な限りこれまでの活動が継続できるよう
十分に配慮をしていくとともに、施設利用者等に
丁寧に説明をし、意見を聴きながら対応していき
ますので、ご理解くださるようお願いいたしま
す。
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10

今後、老朽化により建て替えが必要な時は、児童
館とゆうゆう館や集会室を総合的に作ってはどう
か。西荻南児童館のようにしてほしい。

児童館については、学童クラブの利用や乳幼児親
子の利用の増加により既存のスペースではサービ
スの充実を図ることが限界を迎えていることか
ら、小学校内に学童クラブ及び小学生の放課後等
の居場所の機能を継承するとともに、一部の児童
館については、地域子育て支援の拠点である子ど
も・子育てプラザに転用するなど児童館再編の取
組を進めています。
また、区民集会所と区民会館、ゆうゆう館、機能
移転後の児童館施設については、施設の有効活用
や世代を超えた住民同士の交流による身近な地域
におけるコミュニティ形成の観点から、新たな地
域コミュニティ施設「コミュニティふらっと」に
再編整備する考えです。
なお、改築・改修等の際には、施設の複合化・多
機能化を促進していきます。

11

区立施設の防災拠点施設としての機能について、
今後の厳しい財政状況を踏まえ、安全・安心で良
好な施設サービスを提供し続けるため、より一層
のコストの削減を目指して施設再編整備の取組み
を進めることに異論はないが、区立施設には、平
時に提供する施設サービスに加えて、災害発生時
には震災救援所など防災拠点施設として位置付け
られる施設もある。
施設の再編整備を進めるにあたり、防災拠点施設
としての機能を明確に位置付けておく必要がある
と考え、本趣旨に基づき、基本方針及び実施プラ
ンの学校施設に関する課題と再編整備の方向性の
修正を提案する。

区立施設は、杉並区地域防災計画に基づき災害対
策本部をはじめとし、地域活動拠点や震災救援所
など、各種の防災拠点対象施設に位置付けをして
います。第２期計画においても、こうした考え方
を前提としているため、基本方針の修正は不要と
考えますが、学校改築等における震災救援所機能
の検討については、より具体的な取組の際の対応
を示すものとして、いただいたご意見を踏まえ、
記述を追記します。
〔資料2（6）区立施設再編整備計画No6〕

12

施設再編成について、子どもの権利条約にそって
改革案は充分考慮しているか。老朽化された建物
の再建は予算上不可能という回答は伺っている。
杉並区は公民館という役割を児童館と地域区民セ
ンターという形にし、全国でも最先端の施設と仕
組みをつくり、大人と子どもを細分化した。幼児
から高齢者までの素晴らしい繋がりを構築した。
その大きな仕組みを壊し特に子どもは年齢を分け
た仕組みになっており、幼児に厚く、中高生に
至ってはどこにも受け入れるところがなくなって
いる。一人も取り残す事のない、一貫した姿勢が
見られない。

区立施設の再編整備に当たっては、少子高齢化の
一層の進展など、時代とともに変化、多様化する
区民ニーズに的確に対応し、必要な施設サービス
を継続的に提供できるよう、持続可能な行財政運
営を実現していく必要があります。
そのことを踏まえて、例えば児童館施設の再編整
備については、学童クラブを含む小学生の放課後
等の居場所や子育てを支援する乳幼児親子の居場
所などニーズが多様化・増加している中で、子ど
もの健全育成支援の充実を図っていくため、児童
館がこれまで果たしてきた機能・サービスを充
実・発展させる形で、児童館施設の再編整備によ
る「子どもの居場所づくり」の取組を計画的に進
めています。
また、身近な地域で多世代が共に利用できる新た
な地域コミュニティ施設「コミュニティふらっ
と」は、年齢に関係なく誰でも利用できる施設と
して、例えば予約なしに無料で使うことができる
ラウンジは、誰もが気軽に立ち寄り、交流する場
として利用することができます。このほかにも、
地域の発表会やお祭りのほか、地域住民向けに
様々な事業等を実施するなど、世代を超えた交
流・つながりが生まれる場としていきます。
このように、区立施設の再編整備により、時代と
ともに変化する施設ニーズに的確に応え、施設
サービスを充実させていく考えです。
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13

新たに作るのなら高齢者と子どもたち、年齢に関
係なく利用できる遊ぶ場所があればいいと思う。
緑があり、医療的な管理も備わっている福祉施設
で、働く人の質が向上できるシステムを望む。

乳幼児親子を含む子どもから高齢者まで多世代が
共に利用できる施設として、新たな地域コミュニ
ティ施設「コミュニティふらっと」を、段階的に
再編整備しています。
このほか、新たな施設の整備に当たっては、行政
需要を踏まえつつ、地域のご意見を丁寧に聴きな
がら進めていきます。

14

第１期計画で廃止された区立施設について、利用
者に簡単なアンケート調査をしたようだが、その
総括などがまだ区民に示されていない。第二期で
も次々に児童館やゆうゆう館が廃止されていく計
画となっているが、第１期の反省もなくそのまま
計画を進めようとするのは、住民へのサービスを
削るに当たって非常に拙速ではないか。

区立施設再編整備計画の取組は、時代とともに変
化する区民ニーズに対応し、今後も安全・安心な
施設サービスの提供を維持するために進めている
ものです。本計画の第２章「これまでの取組の成
果と課題」では、第１期計画の取組を振り返ると
ともに、取組を進めてきた中での新たな課題につ
いて整理するなど、第１期計画をしっかりと振り
返った上で、第２期計画の基本方針や第１次実施
プランの取組を定めています。

15

あんさんぶるの様な子育てに必要な施設がなぜな
くなってしまったのか釈然としない。また新しい
うちに廃止する理由を説明してほしい。

近年の急速な高齢化の進展に伴い、区では特別養
護老人ホームの整備が急務となっていますが、住
宅都市である杉並区では、特別養護老人ホームの
整備に必要な大規模な用地を確保することは以前
から困難な状況でした。一方、国では、荻窪税務
署が老朽化しており、かねてからその建て替えが
課題となっていました。区と国の双方に課題があ
る中で、区が荻窪税務署とその隣地の旧公務員宿
舎の用地を取得し、一体的に活用することができ
れば、用地の規模を生かした大規模な特別養護老
人ホームなどの施設を整備することができます。
また、国にとっては、駅からも近く、築年数も15
年程度であった「あんさんぶる荻窪」の建物を荻
窪税務署に転用することで、改築工事の際の仮設
庁舎や新たな施設の建設が不要となるなど、効率
的な施設整備を行うことができます。このよう
に、区及び国がそれぞれの課題を解決するととも
に、区民福祉の向上を図ることができることか
ら、区は「あんさんぶる荻窪」と荻窪税務署等と
の財産交換を行いました。
国との財産交換の成果として、平成30年（2018
年）３月、当該用地の一部を活用して「誰もが気
軽に利用できる福祉と暮らしのサポート拠点」で
ある「ウェルファーム杉並複合施設棟」がオープ
ンしました。この施設は、これまでの「あんさん
ぶる荻窪」の機能の内、杉並福祉事務所や消費者
センター、就労支援センターなどの移転に加え、
新たに在宅医療・生活支援センターや子ども・子
育てプラザ、区民集会所などを設置し、福祉と暮
らしに関するさまざまな相談などに対応していま
す。また、令和３年（2021年）12月には特別養護
老人ホーム棟の各施設が開設されました。今後と
も、区民の生活を幅広く支える拠点としていきま
す。

79



No 意見概要 区の考え方

16

コスト適正化や経営資源としての方針だけでな
く、まちづくりの資源としての視点も不可欠であ
る。これは「第６章 推進体制」中にも記載があ
り、基本方針の１つに掲げて頂きたい。東京区部
のような過密都市では、公共施設の再編整備の機
会がまちづくりの最大の機会と言っても過言では
なく、都市計画マスタープランの土地利用方針と
の整合や配慮が必要である。
複合化や更新時の連携だけでなく、公共交通との
連携に配慮すべきである。地域公共交通の活性化
及び再生に関する法律で、地域公共交通計画は立
地適正化計画との連携が重要と位置付けられてい
る。異なる機能を同一鉄道沿いに並べて相互に通
いやすくするといった連携は、クロスセクター効
果を生み出すことになる。

杉並区区立施設再編整備計画（第２期）第６章に
おいて、施設マネジメントを促進するに当たり、
まちづくりの視点が必要であることを記していま
す。都市計画マスタープランの土地利用方針や地
域公共交通計画などとの整合性等については必要
なものであると認識しており、区として連携しな
がら取組を進めることが必要であるため、推進体
制に記載したものです。
また、区は今のところ立地適正化計画の策定予定
はありませんが、地域公共交通計画を策定してい
く中で、区民の移動実態とニーズも踏まえ、区全
域の公共交通のあり方の検討を行っていきます。
ご意見は今後の参考にさせていただきます。

17

区民が現在利用している施設がこれまでも大幅に
減らされてきた。
ゆうゆう館は新形態のふらっとになる、児童館は
ゆう杉並をつくる、といったことになっている
が、大きな複合施設が広いエリアにひとつあるの
と、細かく地域ごとに専門的な施設があることの
意味はまったく異なる。児童であれ、高齢者であ
れ、遠距離の移動が困難であり、近くにないとい
うことは利用できないということに等しい。幅広
い年代が利用する施設になるということは、児童
なり高齢者なりが使える時間・空間が削減されて
いるのではないか。
阿佐谷南児童館は児童相談所に転用、善福寺児童
館等はこども・子育てプラザに転用。児童相談所
は問題を抱える児童に対応する場所で、子育てプ
ラザは親子が利用するものであり、機能とはまっ
たくちがう。阿佐谷児童館は駅北東地区の再開発
でけやき公園に移転。また西荻北児童館は隣接す
る保育所の建替え用地となるというが、建替え後
には児童館の土地はどうなるのか。保育所を建替
えるなら、その間の児童館の代替施設を確保し、
建替え後にはすみやかに再開すべきである。
「多機能化」「転用」というまやかしで、児童
館・ゆうゆう館をなくすことは、児童の遊び、高
齢者のいきがいを奪うことである。

P76 №1【区立施設再編整備の必要性】に加え、
再編整備の結果として、活動場所が変わるなどの
環境変化が生じる場合もあることとは思います
が、身近な地域においてこれまでの活動が可能な
限り継続できるよう十分に配慮をしていきますの
で、ご理解くださるようお願いします。
なお、西荻北児童館機能移転後の跡地を、西荻北
保育園改築時の仮設園舎を整備する用地として活
用した後の有効活用策については、行政需要を踏
まえ有効な活用策を今後検討します。
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18

「区立施設全体の規模を適正化していくことは、
今後の再編整備における重要な課題」と位置付け
ていることについて。区は、「区立施設の面積が
増えた」と言っているが、その内容は「都営住宅
を区に移管したことで延床面積増えた」にすぎな
い。住宅を一般の区立施設として換算する感覚が
理解できない。
これまで、杉並区は区立施設をどんどん減らして
きた。その結果、区民一人当たりの区立施設は東
京23区の中で最後尾を行き来している実態であ
り、一人当たりのスポーツ施設面積でもやはり20
位前後に位置しているなど極めて不十分な実態に
ある。多くの区民団体やサークルが、活動場所が
なくて困っている。こうした実態にありながら、
都営住宅の移管で増えたことを理由にしてさらに
削減することは認めることはできない。

区立施設は、昭和30～40年代に建築されたものが
多く、築50年以上の施設は、延床面積全体の約３
割に上ります。また、老朽化した施設にかかる改
築・改修経費の試算をしたところ、今後40年間で
約4,840億円となり、特にこれからのおよそ10年
に集中しています。一方、少子高齢化の一層の進
展などにより、今後、施設に使える予算は限られ
てきます。加えて、人件費を始めとして、施設の
維持管理や運営等にかかるランニングコストは、
年間概ね300億円以上かかっています。
改築時にかかるイニシャルコストや維持管理にか
かるランニングコストについては、施設によって
多い・少ないはありますが、用途を問わず施設が
存続する限りかかる経費ですので、全ての区立施
設を対象として総合的にマネジメントしていく必
要があります。
区営住宅が増えた分を他の施設で延床面積を削減
するという考え方ではなく、こうしたことを踏ま
えた上で、将来のことを考えて施設の機能や役割
を見直す施設の再編整備の取組を進めていきま
す。

19

施設問題で「トータルコストの適正化」とか、ス
リム化について「真に必要な規模に抑える」など
とあるが、その「適正基準が何か」不明。何を
もって「適正」と言えるのか、まず具体的な指針
が必要。その点を明確にしてほしい。また、施設
再編の基本には、今後の少子高齢化の流れがある
ようだが、敬老会館、区民センターなどの公共施
設が削減され、さらに児童館施設も削減される。
これでは、むしろ高齢者にとっては住みにくく、
子育て世代は暮らしにくくなって、子育て世代の
流出を招きかねない。

施設にかかるコストや施設の規模の適正化につい
ては、施設再編整備計画の目的である時代ととも
に変化する区民ニーズへの対応や将来にわたって
持続可能な行財政運営の実現を踏まえて、財政負
担が過度にならない状況であることを指すものと
考えています。これを具体的に数値化することは
難しいものと考えますが、区立施設の老朽化の課
題などに取り組む際には、施設再編整備計画の基
本方針などで示した考え方に則り取組を進めるこ
とで、複合化・多機能化等により施設のスリム化
を図りつつ、今後も必要な施設サービスを提供し
ていく考えです。なお、児童館の再編整備につい
ては、学童クラブの利用や乳幼児親子の利用の増
加により、既存の児童館施設ではサービスの充実
を図ることが限界を迎えていることなどを踏まえ
て、子どもたちにより良い育成環境を提供するた
めに進めるものです。また、地域コミュニティ施
設の再編は、７か所の地域区民センターを地域コ
ミュニティの拠点と位置付け、区民集会所と区民
会館、ゆうゆう館、機能移転後の児童館施設を、
多世代が共に利用できる新たな地域コミュニティ
施設「コミュニティふらっと」に段階的に再編整
備するものです。最終的には区内全域で30～40施
設程度整備するなど、施設の配置に可能な限り偏
りが生じないよう配慮しながら取組を進めていく
考えです。

20

ランニングコストの縮減について、施設のライフ
サイクルコストの合理化に向けて、ランニングコ
ストの縮減を目指すことは重要である。環境性能
が高い設備が必ずしもランニングコストの縮減に
つながるとは限らないこと、設備のランニングコ
ストのうちエネルギー費が占める割合が大きいこ
とから、本趣旨に基づき、基本方針②を修正すべ
きと考える。

いただきましたご意見の趣旨を踏まえ、ランニン
グコスト削減の手法の例示の一つとして、「ラン
ニングコストの縮減につながる環境性能が高い設
備等の促進」を追記します。
〔資料2（6）区立施設再編整備計画No2〕
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21

築80年を目標に施設を長寿命化し、改修・修繕で
持たせる方針に賛同する。また、40年間で約
221.7億円の費用を削減するのは結構なことだと
考える。その一方で、今後の40年間でかかる区立
施設の改築・改修経費が約4,840億円、年平均121
億円かかるという数字に、区の財政に不安を抱い
た。
デジタル化の進展は、テレワークなど施設に集合
しなくても良い環境が整備されるのは、周知のこ
とだと思うが、デジタル化推進計画には、施設削
減に貢献するデジタル化の施策が読み取れなかっ
たので、さらなる施設の増改築費用の削減を検討
していただきたい。
特に区内の総施設の延べ床面積の半分を占めるの
が学校である。単純に計算すると年に60億円改
修・改築にかかるという試算になる。それでも子
どもの安全を考えると老朽化施設の補修には直ち
に着手した方が良い。ただし、国の政策で学校に
デジタルを導入する構想もあると聞く。それを組
み合わせて、区の財政に負担がないように、さら
に数字を詰めていただきたい。原料費が安い時に
改修に着工するなどの配慮もいただきたい。

22

施設再整備は、今後のデジタル化により、省ス
ペース化していくべきで、総床面積を減らし、施
設の統廃合も推進すべき。

23

複合施設は利用効率性に優れているという根拠を
示してほしい。必要な設備、備品、間取り等の機
能がないと、既存の施設と同じレベルの活動がで
きず、使いにくい施設になってしまわないのか。

施設の改築・改修等における施設の複合化・多機
能化の推進については、杉並区区立施設再編整備
計画（第２期）の基本方針③に記載しています。
複合化により、受付窓口や通路部分などの共用化
や、組み合わせる施設相互の機能の補完や相乗効
果を生み出し、施設整備の効率化や施設サービス
の向上を図る考えです。施設の複合化において
は、安全面など、単独での施設整備とは異なる課
題が生じる場合もありますので、取組の具体化に
当たっては、そのような課題に留意しながら進め
ていきます。

24

築50年以上の施設を一律に改築対象とせず、建物
を一つ一つ調査して、必要に応じて補修をすれ
ば、100年以上改築せずに使用できる建物もある
はず。また、施設によっては50年以下でもＮＧな
建物もあるかもしれない。各施設のカルテを作成
し中長期補修・改修・改築・建て替え計画を作成
して、必要に応じて見直しながら、利用していた
だきたい。

区では、令和２年度（2020年度）に杉並区区立施
設長寿命化方針及びこれに基づく杉並区一般施設
長寿命化計画等を策定しました。これらの方針・
計画では、構造躯体が健全で、長寿命化改修工事
への対応のため長期間の休館が可能であるなど施
設の長寿命化に適する施設については、築80年程
度を目標に施設を使用することとしています。
こうしたことを踏まえて、本計画においては基本
方針④に施設の長寿命化の推進について記載して
います。
なお、取組を進めるに当たっては、施設個別の特
性や状況等をはじめ、経済性や財政負担の平準
化、行政需要などの観点も含めて総合的に判断
し、計画的な実施を図っていきます。

杉並区区立施設再編整備計画（第２期）では、安
全・安心な施設サービスの提供、新たな行政ニー
ズへの対応、持続可能な行財政運営の実現を図る
ため、７つの基本方針を定めて、施設の再編整備
の取組を進めていく考えです。その中の一つに、
施設の総量・トータルコストの適正化を掲げてお
り、改築を検討する際には、まず将来的なサービ
ス需要や民間サービスの活用余地などを踏まえて
改築の適否について判断します。その上で改築す
る場合には、施設の用途に応じた適正規模を精査
し、可能な限り延床面積を少なくするような施設
整備とすることや、複合化・多機能化の推進によ
る効率的な施設整備を進めていきます。
このほか、将来の区立施設の改築・改修需要に備
え、施設整備基金に毎年度40億円以上を積み立て
ることや、施設の長寿命化などによる財政負担の
平準化などの取組を進めることで、区立施設の老
朽化の課題に対応していく考えです。
また、施設サービスに係るデジタル化の促進につ
いては、例えばＡＩを活用した窓口サービスのデ
ジタル化等、業務の効率化に寄与するものもある
と考えられますが、デジタル化の推進による省ス
ペース化等については、今後の研究課題とさせて
いただきます。
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25

施設の長寿命化に向けて適切に修繕等を実施する
だけでなく、もっと具体的に何をしていくつもり
かを記述したほうがよいのではないか。

26

公共施設のリフォーム。児童館や図書館の臭気は
本当に耐えられない。古くなるまで大事に使っ
て、最後はスクラップアンドビルドするのは時代
にあっていない。リフォームしながら、使い勝手
のいい施設を保ち、建物寿命を伸ばしていくのが
良い。

27

民間委託は、一見コストダウンにつながるようだ
が、区政の目の届かないことも多くなり、特に児
童に関する施設に関しては危険を伴う。例えば今
回小学校のプールに関して「民間のスポーツ施設
での実施例もある」などという発言もあったが、
その場合の子どもの移動などについての安全の確
保、移動時間の確保等どのようにするのか。また
公共の水の貯蓄機能としても代替はどうするの
か。あまりに無責任で、安全性軽視である。「コ
ストダウン」よりも「安全性」を第一に考えてほ
しい。

28
水泳授業は学校及び区の施設で実施すべき。
【他、同趣旨３件】

29

学校プールの廃止について反対である。学校の学
びをサービスに代替させるのは、杉並区が、子ど
もに携わることを手放すことだと思う。企業は営
利を追求するもの。ゆうゆう館、児童館、集会施
設、学校プール、区民の財産を、杉並区が充実さ
せないで手放す、廃止する、企業の応援になるよ
うな道に切り替えるのは、おかしいと思う。

30

学校のプールは地域の施設として必要。防災の観
点からも必要。子ども達にヤゴ救出から環境を学
ぶことも、夏休みに通う水泳教室も残してほし
い。

31

「施設サービスの提供は、必ずしも区が施設を保
有しなければ実現できないことではありません」
として、学校におけるプールの授業を民間のス
ポーツ施設で実施している例を挙げている。衛生
面での感染症の心配があり、移動に時間がかかっ
て本来の水泳時間が少なくなることが当然に考え
られ、また学校のプールは震災時の震災救援所で
の生活用水の確保や消防水利など、さまざまな役
割を担っている。これらを無視し、プールまでを
民間利用とすることは認められない。

区立施設の長寿命化については、令和２年度に策
定した「杉並区区立施設長寿命化方針」及びこの
方針に基づく「杉並区一般施設長寿命化計画」等
により、施設の長寿命化に必要な修繕や改修等の
具体的な実施内容を示しています。これらの計画
に基づき、構造躯体が健全で、長期間にわたる休
園・休館ができるなど長寿命化の対象となる建物
については、建築から概ね20年ごとに屋上防水や
外壁改修、設備の更新等を行うとともに、築40年
目程度では、こうした修繕に加え時代の変化等に
合わせた施設の機能向上に資するような改修（長
寿命化改修）を実施することで、築80年程度を目
標に施設を使っていきます。

杉並区区立施設再編整備計画（第２期）の基本方
針⑤に示した他自治体における学校プール授業の
民間スポーツ施設での実施については、あくまで
他自治体での事例の紹介です。
今後、区立施設の再編整備に伴い民間活力の活用
推進に関する様々な可能性を検討する中で、具体
的な取組の検討を進める際には、安全性の確保に
関することなど、課題に対して的確に対応してい
く考えです。
なお、学校プールについては、維持管理面等、
様々な課題があることから、そのあり方について
検討する時期に来ているものと考えています。
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32

民間活力の活用を謳われているが本当に区民のた
めになるとは思えない。ましてや子どもの生活に
直接かかわる方々を安価に手配しようとするのは
行政の方針としておかしい。教育、福祉、文化の
ように単純に効率化できない事業にこそ区は予算
を傾注すべきである。

区立施設の再編整備に当たっては、少子高齢化の
一層の進展など、時代とともに変化、多様化する
区民ニーズに的確に対応し、必要な施設サービス
を継続的に提供できるよう、持続可能な行財政運
営を実現していく必要があります。杉並区区立施
設再編整備計画（第２期）においては、そのため
の方策の一つとして、基本方針⑤に公民連携によ
る民間活力の活用推進を掲げているものです。こ
れまで、業務の効率化とサービスの質の向上など
の観点から、民間事業者等に委ねることが妥当な
ものについて民間委託や指定管理者制度の導入を
進めてきましたが、こうした民間事業者の実施す
る施設サービスについては、モニタリング（履行
やサービスの質に関する評価）を実施するととも
に。必要に応じて労働環境モニタリング調査を行
うなど、良質な行政サービスの提供に努めていま
す。

33

区立施設を経営資源と捉えるとのことだが、この
考えと効率化が結びついたときに、施設利用は大
きな変化をしてしまうのではないか。例えば、歳
入確保のために余剰スペースを民間業者に貸し出
して賃料収入を図るとのことだが、これは民間の
貸室業者との関係で利用料が民間並みに跳ね上が
る危険性がある。区立施設の利用料は近隣各区と
比べて高額となっており、これをさらに引き上げ
ることにつながっていく危惧が避けられず、サー
クル活動などを続けられなくなる危険性がある。

施設サービスの提供に当たっては、施設を利用す
る特定の区民が利益を受ける性質のものであるこ
とから、適正な受益者負担として使用料を設定
し、徴収しています。使用料については、施設の
利用者と未利用者との負担の公平性や受益者負担
の適正化の観点から徴収しています。原則として
施設にかかる経費をもとに算出し、施設サービス
の必需性と選択制、公共性と市場性など施設の性
質に応じて負担割合を調整しています。
また、区立施設を民間事業者に貸し出して、区立
施設と同等の施設サービスを実施する場合につい
ては、その使用料が区立施設とできる限り乖離し
ないよう、民間事業者と調整していきます。

34

区民施設や学校を「経営資源」とする考え方その
ものがおかしいと思う。区民施設は「区の」資源
でも資本でもない。「区民の財産」である。
学校の建て替えのケースとして杉並第一小学校が
あるが、これは阿佐ヶ谷地区計画の関連であり、
区長の「個人施行」で区有地を交換している。区
民施設、学校は誰のものなのか。認識を改めてほ
しい。

杉並区区立施設再編整備計画（第２期）でお示し
した通り、今後、区立施設を取り巻く財政状況
は、これまでよりも厳しくなっていくことが想定
されます。そのような中で、例えば遊休地となっ
ている区の用地を民間事業者に貸し出すことによ
り、区は賃料収入を得るなど、区民の財産だから
こそ、自治体経営の観点から、財産の有効活用を
進める必要があるものと考えています。
なお、杉一小用地については、病院跡地等に再配
置することにより、将来に向けた教育環境の向上
や新たなオープンスペース創出を図ることができ
ます。また、地域医療の充実も図られ、公共の福
祉の増進につながる事業と考えています。

35

防災やみどりの観点から、第１次実施プランの公
園以外にも、跡地活用が未定で今後検討するとさ
れている敷地を公園・オープンスペースとして活
用する選択肢も検討してほしい。

区立施設の跡地活用については、建物・用地・周
辺地域の状況等を踏まえ、公園等も含め、行政需
要を検討した上で、有効活用策を検討していきま
す。
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36

区立施設は各地域にきめ細かく設置されている方
が使いやすい。再編整備で施設が集約され、使い
にくくまた予約もとりずらくなるのでは困る。
いったん再編されてしまえば、元に戻すことはで
きないので、今の既存施設を廃止し、集約するこ
とには反対。
区立施設は災害時の避難場所等にもなり、杉並区
の各地域にバランスよく配置されるべき。今の児
童館やゆうゆう館を生かし整備してほしい。

37

方南に住んでいる。区の中心エリアと異なり諸施
設が少なく、不便さ不公平を日頃より痛感してい
る。数少ない施設で期日前投票、マイナンバー
カード申請など行政が出向いてくれたことは大変
ありがたいと思った。週一回でヨガを受けてお
り、身体・精神ともに大変役に立ち、生涯運動に
巡り会ったと思っている。身体・精神等の鍛錬に
役に立つ施設は本人のみならず区としても喜ばし
いことではないか。再編整備の見直し、集約等も
大事だが、末端エリア、区のはずれエリアまでぜ
ひ考えてほしい。

38

区立の施設が再編される度に不便になる気がして
いる。近くで色々な書類を発行していただけると
ありがたい。

39

統合された無駄のない施設が遠くにしかないのな
ら、それは不便である。区民の生活のために本当
に使いやすい施設とは何か、多くの区民にとって
何が無駄で何が有益かもう一度考えていただきた
い。

40

ゆうゆう館などいくつかの施設を廃止して別の施
設に統合するようだが、利用者は不便になる。新
しい施設は環境も整い、使いやすいかもしれない
が、高齢者にとっては、設備が古くても、自宅か
ら近いことが使い勝手のよさである。
老朽施設を改修するならば、一時的に閉鎖になる
ことはしかたがないが、同じ場所で施設をリ
ニューアルしてほしい。

老朽化した施設の改築等、施設の再編整備の取組
では、効率的な施設整備を促進するなどの観点か
ら、周辺の区立施設の再編整備の状況に応じて移
転や複合化等をする場合があります。
なお、ゆうゆう館、区民集会所、区民会館につい
ては、施設の有効活用や、世代を超えた住民同士
の交流による身近な地域におけるコミュニティ形
成の観点から、新たな地域コミュニティ施設であ
る「コミュニティふらっと」として段階的に再編
整備していく考えです。再編整備に当たっては、
地域の状況によって、現在利用している施設とは
異なる場所に整備されることもあるかと思います
が、歩いていくことができる身近な地域に整備を
していきますので、ご理解いただきたいと思いま
す。

第１期計画の９つの基本方針の一つに施設設置基
準の見直しでは、７地域の継承と46地区の基準の
転換を示しています。46地区に基づく施設配置の
基準については、少子高齢化の進展や施設の効率
的な運営の観点から見直し、複合化・多機能化等
を進めることにより必要なサービスを提供する考
え方に転換しています。第２期計画においても、
こうした考え方については踏襲していきますが、
そのような中で、例えば区民集会所と区民会館、
ゆうゆう館、機能移転後の児童館施設を再編して
整備する新たな地域コミュニティ施設「コミュニ
ティふらっと」については、身近な地域で多世代
が共に使える施設として、既存施設の転用を基本
に、歩いていくことができる範囲に１か所程度の
配置で段階的に整備していくなど、施設の配置に
可能な限り偏りが生じないよう配慮しながら取組
を進めていく考えです。
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41

校舎の建て替えには、必ず教職員、保護者の意見
を聞いた上で進めてほしい。
杉並第２小は当初、教職員、保護者、児童不在で
建て替え計画が進められ、危うく校庭の日照時間
が極端に少ない校舎配置の計画で進んでしまうと
ころであった。
根本的な解決には至らなかったが、最終的には保
護者の意見も取り入れた校舎の配置案となったこ
とには感謝する。
しかし当初全く地域住民、教職員、保護者、児童
の意見を取り入れようともせずに計画を進めてし
まっていた区の姿勢は、今後も各施設に関する事
業計画でも大きく変わらないのではないかと非常
に強く懸念している。その姿勢を改めてほしい。

校舎の改築に当たっては、学校関係者、地域関係
者、学識経験者等で構成する改築検討懇談会を開
催し、目指すべき学校像や配置計画等を含む改築
計画について、委員の方からご意見を頂き、改築
計画の策定を行っています。また、近年、懇談会
の中間段階で、地域の方や保護者の方を対象とし
た説明会を実施しています。
今後も学校改築に当たっては、学校関係者、地域
関係者等のご意見を頂きながら、計画的に進めて
いきます。

42

学校施設について、ゲストティーチャーの控室も
ランチルームもない学校が多いのに、学校施設の
何をスリム化するのか理解できない。

学校改築に当たっては、児童・生徒の安全確保と
教育環境の向上を第一に検討を進めていきます。
近年の学校改築では、ＩＣＴの推進により専用の
パソコン室が不要になるなどスリム化を図る一方
で、多目的室や少人数教室等の設置、廊下などの
共用部分の充実など、より良い教育環境を目指し
て建物（延床）面積が増加傾向にあります。今後
も、令和２年度（2020年度）に策定した「杉並区
立学校施設整備計画（第２次改築計画）」に基づ
き、適切に学校改築を進めていきます。

43

学校は区の「経営資源」でも「運用できる資産」
でもない。児童・生徒・保護者のものであり、公
共財産である。学校は独立した存在であるし、地
域区民センターなどの誰でも出入りできる施設と
の「複合化は、治安上問題である。ねらいは「民
間活力の導入」という名の公有地払い下げではな
いか。

44

学校施設の周辺施設との複合化に反対する。不特
定多数の人が校地内に入ることは、学校の安全性
を脅かす。

45

学校の改築に当たっては多機能化を推進するとし
ているが、複合化は児童の教育環境に悪影響が考
えられ、警備や安全面での危惧が高まる。その対
策が示されていないことが問題である。
また、これまでの「第一次改築計画」や「第二次
改築計画」によって、オープンスペースやランチ
スペースの廃止、図書室、家庭科室、技術室、音
楽室や理科室など特別教室の削減や面積の削減・
スリム化が進められてきた。その上での複合化・
多機能化の推進となれば、さらなる教育環境の悪
化につながることは必定である。教育に関する分
野に効率化の考えを導入することは誤りだと考
え、抜本的な再検討を求める。

学校改築に当たっては、児童・生徒の安全確保と
教育環境の向上を第一に検討を進めていきます。
その上で、学校が地域の公共財として、地域住民
の学びやスポーツ活動の拠点であることも重要で
あると考えています。他施設との複合化や多機能
化にあたっては、一般利用者との導線を分けるな
ど児童・生徒が安全に安心して快適に過ごせる学
習・生活空間の確保を前提に整備を進めていきま
す。
近年の学校改築では、ＩＣＴの推進により専用の
パソコン室が不要になるなどスリム化を図る一方
で、多目的室や少人数教室等の設置、廊下などの
共用部分の充実など、より良い教育環境を目指し
て建物（延床）面積が増加傾向にあります。今後
も、令和２年度（2020年度）に策定しました「杉
並区立学校施設整備計画（第２次改築計画）」に
基づき、適切に学校改築を進めていきます。

（1）小学校、中学校、特別支援学校

学校と他施設との複合化を検討するに当たって
は、一般利用者との導線を分けるなど児童・生徒
が安全に安心して快適に過ごせる学習・生活空間
の確保を前提として進めていきます。
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46

神明中学は中央線荻窪-西荻窪間南側の良好な環
境にある中学校であり、近くには小中学校がない
ためこの地区における防災拠点としても機能して
いる。これからの時代、単独の機能を持つ施設を
維持・管理していくには経費面からも無理が生じ
る。是非、従来の枠を超えた多機能、複合的施設
を建設して欲しい。例えば、震災時での避難施
設、周辺の市民が利用 できる運動施設(体育館、
プール等)、周辺の町内会等が利用できる会議室
等を持てば、地域の中核施設として利用されるで
あろう。

神明中学校の改築に当たっては、生徒の安全確保
や教育環境の向上を第一に検討を進めていきま
す。その上で、ご意見のとおり、学校が地域の公
共財として、地域の学びやスポーツ活動の中核施
設であることも重要であると考えています。
防災拠点につきましては、学校が発災時に震災救
援所となるため、改築にあたり、防災倉庫やマン
ホールトイレ等を整備します。また、非常用電源
として活用可能な太陽光発電の設置などにより、
防災機能の充実に努めていきます。
今後、地域や学校関係者などからなる改築検討懇
談会からの意見などを踏まえ、敷地の諸条件等の
中で具体的に学校施設の規模や諸室などを計画し
ていきます。

47

宮前図書館と西宮中学の統合について、統合あり
きの区の態度が気になる。説明会では、「高井戸
中のような形になるか、他の自治体の例もみなが
ら検討する」「他区では、学校図書館の機能を地
域の図書館が担うようなかたちでそれぞれ別に整
備をするかたち、立体的に運用するようなかたち
がある」などの説明があつたが、「学校図書館の
機能を地域の図書館が担うようなかたち」という
のは、公共図書館が学校図書館に支援員を派遣す
る方式を想像させる。せっかく杉並区で定着して
きた学校司書を民間の人に置き換えると心配に
なった。
高井戸中は図書館ととてもいい関係にあり、地元
に良い例があるのだから、ぜひあのような形にし
てもらいたい。司書を民間事業者にまかせること
は絶対にしないでほしい。

48

宮前図書館と西宮中の複合化をしないで、宮前図
書館も西宮中も現在の場所に改築してほしい。今
までどおり、学校図書館に区雇用の専任司書を配
置してほしい。
西宮中の狭い敷地への複合化は双方の環境の悪化
が危惧される。宮前図書館は指定管理、学校図書
館までもそうなってしまうと学校の先生との連携
がうまくいくと思えない。

49

西宮中学校の学校図書館を民間業者にゆだねるこ
とに反対である。学校司書は民間業者に雇われる
のではなく、杉並区職員として責任を持ってきち
んと直接雇用を維持すべきである。学校司書は公
共教育の一端を担う重要な立場にあり、杉並区は
職員として雇用を守る義務がある。学校図書館は
子どもたちの健やかな豊かな未来を育む学びの場
である。安易に民間業者に委ねてはならない。

50

宮前図書館と西宮中学の統合について、いつも決
定されてから住民が知ることが多い。図書館協議
会にまず話を入れてほしい。杉並区の財産とも言
える図書館協議会を蔑ろにしないでほしい。また
説明会は住民が参加しやすいように何回か開いて
ほしい。

図書館については、老朽化が進んでいる施設の改
築や長寿命化が課題となっています。改築等に向
けた検討を進めるに当たっては、関係団体と情報
共有及び調整を図りながら進めます。また、学校
との複合化の場合には、学校関係者等に加え図書
館関係者も含めた改築検討懇談会を設置するとと
もに、設計・解体工事・建築工事等の際に住民説
明会を実施していきます。

西宮中学校の改築に当たっては、図書館との複合
化を視野に入れて検討することとしています。学
校の複合化は、子どもたちにとって望ましい教育
環境や安全を確保した上で、効率的な施設整備や
複合化による相乗効果も創出した施設づくりを目
指しています。
今後の検討において、ご意見にあります高井戸中
学校と高井戸図書館との連携や、他自治体での事
例なども参考にしていきます。
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51

杉並第一小を現在の場所に建て替えられない理由
がわからない。小学校は広域避難場所としても機
能する場所。特に阿佐ケ谷駅北側の地域で高台に
なっている現在の杉並第一小は、水害時などに非
常に重要な場所となる。河北病院の地盤の緩さを
考えても、わざわざそこに移転する意味はない。

52

杉並第一小学校を水害の恐れのある低地へ移転さ
せることは地盤も悪く近隣住民にとっても住環境
の悪化になるためやめるべき。現状の場所で建て
替えればよい。

53

杉一小学校の移転はやめてほしい。最初にこの場
所にできた学校である。杉並の貴重な土地の歴史
遺産である。
【他、同趣旨１件】

54

済美養護学校の具体的体制について、それぞれの
学年の生徒数及びクラス数、先生１人に対する受
け持っている生徒の人数、学校の現状に対しての
学校の意見、将来の展望を教えてほしい。

各学年の児童・生徒数及び学級数については、区
ホームページの統計のページに掲載しています。
先生１人に対する児童・生徒数は、重度重複クラ
スは３人、それ以外は６人です。
済美養護学校の現状としては、区立である利点を
十分に生かし、地域との連携及び個の特性を重視
した教育課程による教育を実践しています。ま
た、将来の展望については、今後も増加が見込ま
れる児童・生徒数に対応し、安全な教育活動が行
える教育環境を整備するとともに、保護者や地域
住民等が学校運営に参画する地域運営学校を設置
し、地域と共にある学校づくりを充実していきた
いと考えています。

55

高円寺学園は、今後住基人口から考えると小学部
36クラス編成が予想され、中学部についても将来
９クラス編成も予想される。現在でも授業ではグ
ランドが手狭であると感じる。
区立施設再編整備計画では旧杉並第四小学校のグ
ランドは高円寺学園の部活動等を補完するための
場としても活用と掲げられているが、教育活動で
も使用することができるよう「部活動等」から
「教育活動等」と明記し、地域がつくった高円寺
学園の学校づくりの考えを反映させていただくよ
う要望する。
また、科学の拠点の整備ではグランドなども含
め、施設全体を有効活用するとともに、震災救援
所機能を維持すると掲げられている。高円寺学園
を含め地域の理解協力を得て進めてきた新しい学
校づくりは、前述した教育活動での活用や学校施
設の有効活用ともあわせた計画を実施していただ
くよう要望する。グランドは科学の拠点を運営す
る民開業者の管理外となっていることから施設全
体の有効を考える際は、地域の意見が反映できる
よう協議の場が必要だと思う。

旧杉並第四小学校の跡地活用については、区立施
設再編整備計画に基づき、地域の要望等を伺うな
どして有効活用策の検討を進め、令和２年（2020
年）１月には、跡地活用の考え方や運営・改修に
関する基本的事項を定めた「杉並第四小学校跡地
施設の整備等に係る基本計画」を策定しました。
具体的なグラウンドの活用については、平日日中
は高円寺北子供園及び近隣保育園の園庭として、
平日夕方以降及び休日は、高円寺学園の部活動や
高円寺学園に登録する学校開放少年団体の活動場
所として利用することとしています。このほか、
震災救援所のオープンスペースとしての機能など
を有しています。
今後も、これまで通りグラウンドの有効活用に努
めていきます。

杉並第一小学校の移転は、多角的な比較考察を行
い、将来に向けた教育環境の向上が見込まれるこ
とに加え、震災時に甚大な被害が想定されるこの
地域の防災性の向上という喫緊の課題に対し、具
体的な時期を見通し早期に対応できるとともに、
土地利用の見直しによる民間と連携したにぎわい
の創出を図ることができることなどを総合的に考
慮し、全体最適・長期最適の観点から、決定した
ものです。
学校整備に当たっては、水害ハザードマップの浸
水想定や土地の地盤の高さを考慮した設計を行う
とともに、周辺住宅との離隔や諸室の防音対策等
の措置を含め、状況に応じて必要な検討をしてい
きます。
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56

区立施設再整備計画（第２期）には杉並第一小学
校跡地の活用策検討となっているが、既にディベ
ロッパーの手に渡る計画になっているのではない
か。ここは区の公共施設を入れるべきである。移
転計画案では阿佐ヶ谷駅から距離があるため、阿
佐谷地域区民センターと阿佐谷児童館を杉並第一
小学校跡地に移転してほしい。阿佐谷地域区民セ
ンターの当初からの移転先だったはずである。

57

学校跡地に高層マンションなど建てばビル風や日
照、景観など周辺住民の生活に悪影響となる。小
学校跡地に高層建造物を建てさせてはいけない。

旧杉並第一小学校の跡地活用については、平成29
年（2017年）５月に策定した「杉並第一小学校等
施設整備等方針」において、都市計画手法の活用
による当該用地への容積率の緩和などを前提とし
た場合に整備可能な施設規模を記載するなどして
いますが、具体的な検討については、令和５年度
（2023年度）から始める予定です。
阿佐谷地域区民センターについては、現在の建物
が賃借しているものであり、建物の最も古い部分
が築80年を経過するなど老朽化が進んでいます。
今後の安定的な運営継続のために、旧けやき公園
プール跡地に阿佐谷児童館との複合施設として新
施設を建設中であり、令和４年（2022年）４月に
開設する予定です。
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58
児童館の廃止に反対である。
【他、同趣旨17件】

59

児童館の廃止をやめてほしい。機能の移転をして
いるから廃止してもよいというのは誤認がある。
一番主たる機能は「子どもなら誰でも安心して
行ってよい場所」ではないか。誰でもいつでも
行って遊べる、学習できる、のんびりできる、相
談できる、そのためには児童館が近くに存在しな
ければ成り立たない。見守ってくれて必要な時に
相手をしてくれる質の高い専門の職員が必要であ
る。子どもをめぐる問題がますます深刻になって
いる時に逆行した政策は見直してほしい。
【他、同趣旨１件】

60

子どもの居場所を次々に削減する計画が見られ
る。これは、地域住民の福祉向上に逆行するもの
なので、実施プランを停止することを求める。
特に、学童クラブの整備・充実を謳いながら、そ
の実は組織の統廃合が主体で、子どもたちの遊び
場が狭められてしまうことになる。長期間にわた
り地域の児童育成に貢献してきた施設を、築年数
というフィルターで括り、廃止、解体、移転、改
築整備に舵を切る計画は、対象地域の住民家族に
よる健全な児童育成に悪影響を及ぼす恐れが高い
と考える。
暮らしやすく快適で魅力あるまちを地域住民が実
感することを困難にし、杉並区の魅力を損なうも
のだ。

61

児童館の存続を。何も具体的に決まらないうちに
廃止にするのは乱暴過ぎる。学童保育だけ整備す
れば良い話ではない。来館する学童以外の子供た
ちはどこへ行けば良いのか。自由に遊べて、安心
出来る場所を取り上げてまで推し進める必要はな
い。学校内学童にしても、施設に押し込まれてス
トレスでしかない。遊びに特化した児童館、学習
のための小学校、そもそものコンセプトが違う。
来館する学童以外の子どもとも遊べる、異年齢が
集まるメリットも奪う。
【他、同趣旨１件】

62

児童館をなくして子育てプラザにすることで小学
生は益々居場所がなくなるのではないか。児童館
全廃に断固反対する。
【他、同趣旨１件】

【児童館再編整備の基本的な考え方】
児童館は、子どもの健やかな成長と子育てを支援
する施設としての役割を果たしてきましたが、社
会状況の変化とともに、求められるニーズが大き
く変化してきています。特に、学童クラブを含む
小学生の放課後等の居場所や子育てを支援する乳
幼児親子の居場所は、そのニーズが多様化すると
ともに増加しており、児童館という限られたス
ペースの中では、対応に限界が生じています。
こうした状況を踏まえ、ニーズ等に的確に応え、
子どもの健全育成支援の充実を図っていくため、
次のとおり児童館再編の取組を進めています。
①小学生の居場所については、学童クラブ及び放
課後等居場所事業を小学校内での実施を基本とし
て、子どもたちの安全・安心を確保するととも
に、学校の校庭や体育館、特別教室などを活用し
た、学校の特徴を生かした運営を通じて、児童の
健全育成環境を一層充実させていきます。
②乳幼児親子の居場所については、子育て支援に
係るサービス・事業を総合的・一体的に行う施設
として、子ども・子育てプラザの整備を計画的に
進めています。
③中・高校生の居場所については、区内唯一の施
設として、より利用しやすい施設となるよう、児
童青少年センター（ゆう杉並）の運営の充実に取
り組むとともに、コミュニティふらっとと図書館
との複合施設を活用する取組を進めています。
このように、児童館がこれまで果たしてきた機
能・サービスを充実・発展させる形で小学校や子
ども・子育てプラザ等で継承し、乳幼児から中・
高校生までの居場所づくりを児童館施設の再編整
備により計画的に進めています。
子どもたちの健やかな成長を、将来にわたって持
続可能な形で支援できるよう、また、子どもたち
を取り巻く現代社会の課題等にも的確に対応でき
るよう、引き続き、区民の皆様の意見をお聴きし
ながら計画を着実に推進していく考えです。

（2）児童館、学童クラブ、子ども・子育てプラザ

90



No 意見概要 区の考え方

63

令和10年（2028年）までに児童館を半減させる計
画との事であるが、幼稚園児から中高生まで幅広
く利用できる拠り所の消失でしかなく、子どもた
ち行き場所がなくなるので止めてほしい。
乳幼児親子の居場所としての子育てプラザの必要
性も理解するが、その子らが大きくなった際の居
場所を奪うことになる児童館廃止は子育てプラザ
整備の代償にしてはいけない事だと思う。
児童館廃止分は学童クラブ拡充でカバーできると
聞くが、登録者しか利用出来ず勉強の場の側面が
強い学童クラブは、児童館とはまた別物である。
区内の各小学校の学区に１館の児童館があった事
で、区内の児童・生徒は良質な様々なもの(体
験・友人・コミュニティその他)を得る事が出来
ていた。全国的に手本になる内外に誇れる区の強
みを、わざわざ捨て去り退化させるような事は止
めてほしい。
【他、同趣旨１件】

64

児童館の再編は反対する。
具体例として、東原児童館は再編でふらっと東原
になった事例を引き合いに出す。
これまで児童館に行き、子どもたちを遊ばせたり
して過ごせていたが、ふらっと東原に再編されて
以降、子どもは「遊べなくなった」と言っていき
たがらなくなった。ピアノや体育館も予約しなけ
れば使えなくなり、何かしようとなると、事前予
約をせねばならない不便さである。親としても過
ごせる場所が減り残念。親が自ら子どものための
環境のために税金とは別に自前でお金を払わなけ
れば、子どもたちが安心して過ごせる場所を確保
できなくなる現状に対して、住民税をこれだけは
らっているのに子どもの環境整備に使われないこ
とに憤りを感じる。民間委託でICT面から利便性
は上がったようで、サービスの本質としては下
がっている実感を持っている。（環境設定・人の
レベルという意味で）これで利用頻度が下がった
から、需要がないという誤った見立てをされてい
くのではと危惧している。
子育て中の者がふらっと行ける施設が歩いていけ
る距離にあってほしいというニーズに対して、プ
ラザへの集約、”ふらっと”施設への再編によ
り、どんどんニーズを満たさない施設になって
いってる現状が加速する、児童館再編の計画に反
対する。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】と
同様
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65

施設の総量・トータルコストの適正化の名目で児
童館や学童といった子どもたちのための施設を減
らしていくのはおかしい。子どもは環境の変化か
らの影響が極めて大きい。学童クラブを児童館か
ら小学校内に移したからといってなくなるわけで
はないから問題ないなどということはない。小学
校とは異なる場所だからこそ良かったのである。
子どもたちのための施設は極力現状維持とすべ
き。
【他、同趣旨１件】

66

児童館再編について、子育てプラザは対象が年下
すぎ、小学校の学童クラブも入れないので、児童
館はとても重要な居場所であり、年下の子どもの
ケアを学び、年上の子どもの世界を知る場所でも
ある。区の児童館はかなり充実しており、これを
再編するとなると、職員の育成、組織の仕組みづ
くり、地域の子供のコミュニティ作り直しに伴う
子供たちの負担など、リスクが高まるうえ、子育
てプラザなどの建設により経費もかさむ。現状を
生かすべく、現有の児童館を補修して、子どもた
ちの今までの環境を守るのがよいと思う。杉並区
は子どもが多いこともあり、児童館のような施設
の需要は高いと認識している。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】と
同様
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67

他の自治体が児童館を作り始めている時期に、児
童館をなくすのは疑問がある。地区ごとに児童館
というのは無理があるとしても施設は維持したほ
うがよい。

68

子どもの居場所づくりは重要な課題である一方
で、児童館が次々に廃止されていることは、理念
と逆行しているのではないか。子ども・子育てプ
ラザの整備は、乳幼児の保護者にとっては望まし
いと思われるかもしれないが、当事者にとって
は、歩いてすぐに行ける場所でなければ利用しづ
らい。小中高校生にとっても、居場所は身近な場
所にあることが望ましい。再編整備が、子どもに
とって望ましい居場所を確保・創出しているとい
えるのか、疑問がある。子ども・保護者・地域の
声を吸い上げてほしい。

69

児童館をこれ以上廃止しないで欲しい。子育てプ
ラザは乳幼児親子には便利だが、数が少ないので
楽しそうなイベントは多いが、自宅から気軽に行
くことができない。児童館を子育てプラザに転用
するのではなく、各児童館のイベントや設備を充
実させて欲しい。
学校内に機能移転した学童クラブと放課後等居場
所事業は児童館よりも利用できる時間、場所が限
られている。転用は再検討して児童館を廃止しな
いでほしい。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
なお、学校内に機能移転した学童クラブと放課後
等居場所事業については、学校運営に支障のない
範囲で体育館や校庭等を活用した運営を行ってお
り、これまでの実績からも必要なスペースと時間
を確保できているものと考えています。

70

児童館は小学校区に１つあり充実していたが、す
でに12館が廃止され、子どもの遊び場が奪われて
いる。地域や異年齢との交流、学童と学童以外の
子の交流もできるのは児童館だけであり、これ以
上廃止しないでほしい。学校内に機能移転した学
童クラブと放課後等居場所事業は利用できる時
間、場所が限られている。
子ども・子育てプラザやコミュニティふらっとに
は専門の指導員がいないため、小学生が遊ぶのは
難しく、徐々に足が遠のく結果となっている。そ
れらの施設に小学生に対応するボランティアや専
門職員の配置を望む。
児童館廃止について、大人の都合ばかりで進めて
いるが、利用者である子どもの意見を丁寧に聞く
姿勢が必要である。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
放課後等居場所事業においては、地域や異年齢、
学童クラブ児童などと様々な交流プログラムなど
も実施しており、相互の交流を深めていきます。
また、学童クラブと放課後等居場所事業について
は、学校運営に支障のない範囲で体育館や校庭等
を活用した運営を行っており、これまでの実績か
らも必要なスペースと時間を確保できているもの
と考えています。
このほか、コミュニティふらっとには専門職員は
いませんが、子ども・子育てプラザは小学生以上
の子どもたちの居場所の補完的な位置づけのた
め、そうした専門職員を配置していますので、地
域の子どもたちの声にしっかりと耳を傾けていき
ます。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】と
同様
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71

児童館を廃止して、小学校内の学童クラブに切り
替える事についての問題点。
１)放課後体育館や校庭で遊べるというが、実際
には高学年の小学生の体育授業やクラブがあった
り、校外利用者へ体育館や校庭を貸し出している
タイミングが多々ある。
２)小学校内の学童クラブは民間委託運営が基本
と聞いている。民間会社だと、職員の資質に不安
がある。
３)小学校の中なのに、先生の範疇外の組織・運
営集団があると、事故や事件が発生した際の責任
の所在があいまいになる。また、先生サイドも学
童クラブ運営サイドも、お互いが現場で気を遣い
運営がうまくいかない。
４)児童館は、乳幼児親子が利用する機会が多く
あるが、小学校内の学童クラブだとこの機能が無
くなってしまう。
上記４点は、既に廃止された児童館から小学校内
の学童クラブを現在利用されている方から実状と
して確認したポイントである。
以上の理由から、児童館廃止には強く反対する。

１）放課後等居場所事業については、学校運営に
支障のない範囲で体育館や校庭等を活用した運営
を行っており、これまでの実績からも十分なス
ペースと時間を確保できているものと考えていま
す。
２）民間委託に当たっては、保育士免許等の資格
や一定の経験年数を持つ職員を配置するなど、現
行の区の直営の学童クラブの運営等の水準を確保
するために要件を設定しています。そうした中
で、働きながら安心して子育てできる環境の充実
を図るためには、学童クラブの量の確保と合わせ
て、運営の質や専門性の確保が、ますます重要な
課題となってくるものと考えていますので、民間
委託を含むすべての区立学童クラブが、子どもや
保護者に信頼される運営を継続することができる
よう、取り組んでいきます。
３）小学校内における学童クラブ運営に際して
は、学校と学童クラブの適切な役割分担のもとで
連携を取りながら、切れ目なく子どもたちの育成
を支援し、学校内で実施することのメリットを生
かした運営を行っています。
４）乳幼児親子の居場所については、児童館の機
能を継承するとともに、子育て支援に係るサービ
ス・事業を総合的・一体的に行う施設として、子
ども・子育てプラザの整備を計画的に進めていま
す。
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72

児童館の廃止に反対する。少子化の現代では、異
年齢の児童・生徒との関わりが、とても大切であ
る。学校や家庭とは違う子どもたちのための居場
所が地域にあることで、各地域の暮らし・生活が
豊かになると考える。
学童保育が、校内で設営することにも反対であ
る。学校に行けない子どもたちは、校内の学童に
行くことも拒否感を持ってしまうのではないか。
子どもたちがのびのび過ごせる児童館をなぜ廃止
するのか、全く理解できない。児童・生徒たちの
居場所をなくさないでほしい。
【他、同趣旨４件】

73

児童館廃止して、学校内に機能移転した学童クラ
ブと放課後等居場所事業は使用する自由度が限ら
れているし、子どもたちの自宅近くでの遊び場、
居場所がなくなるので反対。学校に行けない子も
朝から居られる児童館があれば、その子も保護者
も安心できると思う。子どもたちの意見ももっと
聞くべき。

74

様々整備する、という概要について抽象的に書か
れているのみで、全く具体的な計画は分からない
上、廃館が予定されている児童館のことが全く書
かれていない。これまでに多くの児童館がなくな
り、この後も続々と閉鎖することを区民に伝えな
いのはなぜか。児童館は子どもたちにとって、ま
た子育て中の母にとって大切な居場所である。学
校という固定された社会の中だけでは、居場所を
見つけられない子どもたちがいる。その子たちの
受け皿として児童館は大切な場所。また乳幼児を
持つ母にとっても、仲間を見つけ、相談相手を見
つけ、子育てを楽にしてくれる大切な場所。子ど
もたちや子育て中の母に寄り添うことの大切さを
言われている今、廃止していこうなどということ
は絶対にあってはならない。

75

児童館廃止をやめてほしい。
学校とは別の場所で、集まれることの大切さがあ
ると思う。先生であるが、先生ではない児童館の
先生方とのやりとりに救われている子どもたちが
いると思う。学校ではない居場所は、とても大切
だと思う。
居場所作りとは、とても難しいと思う。周知させ
ることも、そこにある、という安心感を確立させ
るのも、時間がかかると思う。
さらに新しいものをつくるなら、賛成する。
子どもの居場所を減らさないでほしい。
【他、同趣旨３件】

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
児童館再編の取組は、学校施設を有効活用するな
どにより子どもの居場所の充実を図るものです。
放課後等居場所事業が一層利用しやすいものとな
るよう運営上の工夫に取り組むことに加え、子ど
も・子育てプラザでの受け入れなどにより、子ど
もたちが安心して自由に過ごすことができる居場
所を確保していきます。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
放課後等居場所事業が一層利用しやすいものとな
るよう運営上の工夫に取り組むほか、子ども・子
育てプラザでの受け入れなどにより、子どもたち
が安心して自由に過ごすことができる居場所を確
保していきます。
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76

区は、児童館機能を小学生の放課後等居場所事業
に引き継ぐと言うが、二つの施設の機能は全く異
なり、決して機能の継承とは言えない。学校内に
吸収される居場所事業では、弟妹を連れてきては
いけない決まりだ。また、児童館ではおやつを
持っていっても良かったのにこれもできなくな
る。さらに登録制で、ビブスの着用が義務付けら
れ、砂場の利用も大きく制限される。音楽室や図
工室も利用できず、ピアノが使えず自由工作も制
限される実態である。
また、児童館は異年齢交流の場として、子どもた
ちの社会的成長にも寄与してきた。こうした重要
な役割を果たしてきた施設がなくなってしまうの
は、子どもの成長にとっては大きなマイナスとな
る。
関連する最も重大な問題と考えるのは、「児童館
なら通えるが、学校には行けない」という子ども
たちの存在を無視し、行き場所を奪ってしまうこ
とである。この対策なしに、児童館の廃止は中止
すべき。
児童館機能を学校内に吸収することで、最大200
名規模となるとのことだが、一人一人の子どもた
ちの個性を生かし伸ばせる対応が可能だろうか。
まして、外部業者委託となれば専門性が問われな
いため質的低下の恐れさえある。
こうした様々な問題点から考えても、児童館の廃
止は白紙撤回でしかありえない。再考を強く求め
る。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
放課後等居場所事業については、学校施設を利用
するに当たっての一定のルールはありますが、学
校の広い校庭や体育館を活用したダイナミックな
遊びのプログラムや、読書、読み聞かせ、絵画・
工作など文化・創作のプログラム、昔遊びや地域
文化など伝承のプログラム、自習、復習等の学習
支援などの取組を通じて、子どもたちの自主性や
社会性、創造性を育み、子どもたちが地域社会の
中で健やかに成長できる場となっています。学校
をはじめ、ＰＴＡや学校支援本部、地域関係者等
と連携・協働しながら、様々なプログラムや体験
活動の充実に努めており、地域や異年齢、学童ク
ラブ児童との交流プログラムなども実施しなが
ら、児童の健全育成環境の一層の充実を図ってい
ます。
また、放課後等居場所事業が一層利用しやすいも
のとなるよう運営上の工夫に取り組むことに加
え、子ども・子育てプラザでの受け入れなどによ
り、子どもたちが安心して自由に過ごすことがで
きる居場所を確保していきます。
なお、民間委託については、今後少子高齢化が一
層進展することが予測される中、福祉施策の充
実、老朽化が進む区立施設の改修・改築など増大
する行政需要に的確に対応していく必要があるこ
とから、事務事業の不断の見直しに努めるととも
に、学童クラブについても民間委託を推進するこ
ととしています。民間委託に当たっては、業務の
理解度、質の維持・向上の取組などの観点により
事業者を選定します。また、事業者選定後の引継
ぎのほか、委託後の運営を保護者の協力を得なが
らチェックするなどにより質の維持・向上を図っ
ています。働きながら安心して子育てできる環境
の充実を図るためには、学童クラブの量の確保と
合わせて、運営の質や専門性の確保が、ますます
重要な課題となってくるものと考えていますの
で、民間委託を含むすべての区立学童クラブが、
子どもや保護者に信頼される運営を継続すること
ができるよう、取り組んでいきます。
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77

児童館は小学校に移設しないでほしい。存続を求
める。理由は、第一に、児童館の遊びから得る経
験は、子どもの自立と成長に必要。自由に過ごせ
ることで子どもは自立する。子どもにも人権はあ
る。第二に、児童館は未就学児と小学生の兄弟が
一緒に遊べる。午前には未就学児は占領して遊べ
る。児童館こそ小学生とシェアするにふさわし
い。第三に、児童館は地域の拠点でもあり、災害
時にも利用できる施設で残すべき。第四に、児童
館には児童支援員がおり、家庭にトラブルを抱え
る子や親を支援につながる役割もある。不登校や
いじめを学校以外に支えて受け皿となる児童館
は、令和の今こそ必要。第五に、地域や保護者へ
の丁寧な説明もないままに廃止ありきで区が進め
ているのはおかしい。ケースバイケースで地域の
合意のもと進めるべき。第六に、西荻北学童クラ
ブは現在は定員割れしている。待機児童を理由に
児童館を廃止する理由はない。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
１）放課後等居場所事業は、これまで児童館で使
用していた遊具や備品類は可能な限り引き継いで
いくとともに、実施していたプログラムや行事等
は、子どもたちの意見を踏まえながら、学校施設
を活用して継承していくこととしています。子ど
もにとって居心地の良い安全・安心な居場所であ
るとともに、小学校というフィールドを活かした
校庭や体育館でのダイナミックな遊びをはじめ、
子どものやりたい多様な遊びや学習、自由な過ご
し方ができるよう、子どもたちの自立や成長を
しっかりと支援していきます。
２）子ども・子育てプラザは乳幼児親子と来館し
た小学生のご兄弟も一緒にご利用いただけますの
で、ご活用ください。
３）これまで児童館で行っていた地域の行事等は
子ども・子育てプラザが中心となって継承してい
きます。災害時においては、区の防災計画に則
り、必要な支援を行っていきます。
４）保育士免許等の資格要件や一定の経験年数を
持つ職員を配置して運営を行いますが、困難を抱
える子どもたちに対しては、子ども・子育てプラ
ザの職員も関わりながら、関係各課との調整を行
いつつ、放課後等居場所事業の運営上の工夫や、
子ども・子育てプラザでの受け入れなどにより、
丁寧に対応していく考えです。
５）児童館の再編整備については、施設再編整備
計画の策定時に地域説明会の開催や区民等の意見
提出手続き等によりご意見をいただいているほ
か、個別の施設の取組を進める際には、児童館運
営にご協力いただいている地域の方への個別の説
明や、児童館利用者向けの説明会、該当小学校の
保護者向けの説明会を重ねて開催するなど、機会
を捉えた丁寧な説明を行い、ご意見やご要望をお
伺いしてきました。今後も、取組を進めるに当
たっては、丁寧な説明に努めていきます。
６）児童館の再編整備は、待機児童の解消だけを
目的として進めているものではなく、小学校内に
学童クラブ及び放課後等居場所事業を整備してい
くことで、子どもたちの安全・安心な育成環境を
確保し、小学生の居場所の充実を図るために取り
組んでいるものです。西荻北児童館については、
桃井第三小学校の活用の目途が立ったことから、
児童館施設の再編整備の考え方に基づき、学童ク
ラブの移転等の取組を進めることとしたもので
す。
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78

杉並の児童館は小学校区に１つあり充実していた
が、最近は次々に廃止され、子どもの遊び場が奪
われている。これ以上廃止しないでほしい。
学校内に機能移転した学童クラブと放課後等居場
所事業は児童館よりも利用できる時間、場所が限
られている。自転車で行けない、おやつ、ゲーム
禁止、登録した人しか遊べないなど自由度が低
い。
学校内の放課後等居場所事業は、児童館とは全く
違う。
児童館を廃止する理由として、学童クラブの待機
児童解消と説明されたが、待機児童が出ていない
児童館も廃止されているのはおかしい。
待機児童解消のためには、児童館の学童プラス学
校内の第二学童クラブのほうがより多くの子ども
を受け入れられるのではないか。
待機児童解消を叫ぶ一方、子どもの遊びが軽視さ
れている。親の就労支援ばかりが強調されるが、
児童館は児童福祉の拠点として必要である。
子ども・子育てプラザへ転換される児童館がある
が、既存のプラザでは小学生の遊び場が限られて
いる。プラザでなくても乳幼児は利用できている
ので現状でよいのではないか。
児童館廃止について、子どもの意見を聞いてほし
い。出来れば、専門家が個別に子どもたちと話す
機会を作り、その上で、子どもたちが主役の対策
を考えてほしい。
児童館は朝から夕方まで自由に利用できる。学校
に行きたくない・行けない子どもが授業時間に児
童館に行ってもとがめられることなく安心。放課
後居場所事業ではできないことなので、児童館を
残してほしい。
学校に行きたくない・行けない子どもで、日中保
護者が不在の場合、児童館に行けると安心。学校
以外の子どもの逃げ場となる公共スペースが必
要。
子どもの権利、子どもの成長・発達のために、児
童館は絶対に必要。遊びを通して様々な経験を得
られるのは児童館だけ。様々な遊びを提供してく
れることで、子どもの世界が広がるのは児童館だ
け。地域や異年齢との交流、学童と学童以外の子
の交流もできるのは児童館だけ。児童館は乳幼児
と小学生を一緒に連れていけて安心。子ども子育
てプラザは乳幼児にはよいが、小学生は思い切り
遊ぶことができない。遊戯室が使えない。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
・児童館の再編整備は、待機児童の解消だけを目
的として進めているものではなく、小学校内に学
童クラブ及び放課後等居場所事業を整備していく
ことで、子どもたちの安全・安心な育成環境を確
保し、小学生の居場所の充実を図るために取り組
んでいるものです。
・学童クラブは、当該地域の学童クラブ需要や活
用できる施設の状況等を踏まえて、計画的に整備
を進めています。学校内への移転整備等により、
今後の需要も含め、その需要を充足できる施設規
模が確保できる場合には、第二学童クラブを整備
する考えはありません。なお、整備に当たって
は、条例に定める基準に基づき必要な育成室の面
積を確保するとともに、学校運営に支障のない範
囲で小学校の校庭や体育館などを活用し、育成環
境の充実を図っています。放課後等居場所事業の
実施も含め、これまでの実績からも必要なスペー
スと時間を確保できているものと考えています。
・子ども・子育てプラザについては、地域子育て
支援拠点としての機能のほか、地域行事等の多世
代交流の取組を含む地域子育てネットワークの機
能を担うとともに、小学生以上の子どもの居場所
を補完する取組も進めています。
・放課後等居場所事業が一層利用しやすいものと
なるよう運営上の工夫に取り組むことに加え、子
ども・子育てプラザでの受け入れなどにより、子
どもたちが安心して自由に過ごすことができる居
場所を確保していきます。
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79

学校内に機能移転した学童クラブと放課後等居場
所事業は児童館よりも利用できる時間、場所が限
られており、登録した人しか遊べないなど自由度
が低い。待機児童解消を叫ぶ一方、子どもの遊び
が軽視されている。専門家が個別に子どもと話す
機会を作り、その上で、子どものための子どもが
主役の対策を考えてほしい。学校以外の子どもの
逃げ場となる公共スペースが必要。第一期に12館
の児童館を廃止したことの検証をしてから次の計
画を考えるべき。第一期計画の総括なしに第二期
計画を進めることは反対。

学校内に機能移転した学童クラブと放課後等居場
所事業については、学校施設を利用するに当たっ
ての一定のルールはありますが、学校の広い校庭
や体育館を活用したダイナミックな遊びのプログ
ラムや、読書、読み聞かせ、絵画・工作など文
化・創作のプログラム、昔遊びや地域文化など伝
承のプログラム、自習、復習等の学習支援などの
取組を通じて、子どもたちの自主性や社会性、創
造性を育み、子どもたちが地域社会の中で健やか
に成長できる場となっています。
また、放課後等居場所事業が一層利用しやすいも
のとなるよう運営上の工夫に取り組むことに加
え、学童クラブや子ども・子育てプラザでの受け
入れなどにより、すべての子どもたちが安心して
自由に過ごすことができる居場所を確保していき
ます。
子どもたちの健やかな成長を、将来にわたって持
続可能な形で支援できるよう、また、子どもたち
を取り巻く現代社会の課題等にも的確に対応でき
るよう、引き続き、区民の皆様の意見をお聴きし
ながら計画を着実に推進していく考えです。

80

子どもの居場所として児童館は必要なものであ
り、杉並区は各学校区につくられてきた、都内で
も先駆的なものであり、これを廃止することは許
せない。学童クラブも学校内ではなく児童館で行
うべきであり、民間委託は質が落ち、責任もうす
くなるので反対。
【他、同趣旨２件】

81

共働き世帯の増加とともに学童ニーズは高まって
おり、子どもが学校と家庭以外に安心安全に過ご
せる居場所を確保することは、心身の健やかな発
達のために重要であるので、安易に学童機能を小
学校へ移管せず、既存の児童館施設は耐震改修等
しながら利用を継続してほしい。もし移管が必要
な場合も、大勢の子どもたちの見守りや遊びの活
動に経験を持つベテラン学童スタッフを継続して
雇用してほしい。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
学童クラブについては、需要の増加に対応するた
め、学校の余裕教室等の活用のほか、敷地の一部
や学校改築に合わせた整備などにより、児童の安
全と今後の需要に応じた育成環境を確保するとと
もに、校庭や体育館、特別教室などの活用を図る
ことで、児童の健全育成環境を一層充実させてい
きます。
なお、民間委託については、今後少子高齢化が一
層進展することが予測される中、福祉施策の充
実、老朽化が進む区立施設の改修・改築など増大
する行政需要に的確に対応していく必要があるこ
とから、事務事業の不断の見直しに努めるととも
に、学童クラブについても民間委託を推進するこ
ととしています。民間委託に当たっては、業務の
理解度、質の維持・向上の取組などの観点により
事業者を選定します。また、事業者選定後の引継
ぎのほか、委託後の運営を保護者の協力を得なが
らチェックするなどにより質の維持・向上を図っ
ています。働きながら安心して子育てできる環境
の充実を図るためには、学童クラブの量の確保と
合わせて、運営の質や専門性の確保が、ますます
重要な課題となってくるものと考えていますの
で、民間委託を含むすべての区立学童クラブが、
子どもや保護者に信頼される運営を継続すること
ができるよう、取り組んでいきます。
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82

児童館廃止を見直してほしい。全児童館の存続を
希望する。区議会でPTAや保護者からの児童館存
続の陳情をみなし不採択にするなど、とても区民
の意見を聞いた案とは思えない。
児童館は子どもを安心して送り出せる小学校に次
ぐ子どもの居場所である。小学校内に機能移転で
は、小学校と児童館の良さが両方損なわれる。

83

児童館再編は、利用者や関係団体から多くの反対
意見が出されていることを踏まえて、いったん停
止し、立案し直すよう要望する。また、すべての
児童館で、利用者・学童父母とのコミュニケー
ションの場を作るよう、要望する。議論に際して
は、まず当の子どもたちの意見を集めるよう要望
する。
【他、同趣旨１件】

84

児童館を廃止して、児童相談所にするという計画
があるが、やめてほしい。区民にとって、すごく
大切なことなのに、議会で勝手に決められている
印象がある。児童館は、子どもたちが安全に遊べ
る場所であり、子どもを産み、育てやすい区にす
るためには児童館が必要である。
児童館を廃止するかしないかの是非の投票をして
ほしい。勝手に児童館を廃止しないでほしい。

85

児童館と学童の再編について、各児童館ごとに説
明してほしい。児童館を学校に統合した場合の具
体的な運用イメージの説明が必要。保護者と子供
を含めた利用者が、統合のメリット、デメリット
を理解して、議論した上で、方針を決めていくべ
き。具体的な内容を示さないまま、政策決定をし
ないでほしい。

86

児童館を廃止するための説明会がコロナを理由に
十分に開かれなかった。こういう場合は、廃止を
延期すべきではないか。議会で決定されてから
も、何度も説明会を開き、地域や利用者の納得を
得て、地域と合意の上で、いい形を相談しながら
進めてほしい。

87

児童館廃止反対など学童父母会や小学校PTAなど
連名で要望書を出したが何度も聞いた理由を並べ
られた。しっかりした要望書なのに「反対意見ば
かりではない」とは何ごとなのか。反対が100%で
なくては聞いてもらえないのなら賛成も100%でな
ければ進めるべきでない。

児童館の再編整備については、施設再編整備計画
の策定時に地域説明会の開催や区民等の意見提出
手続き等によりご意見をいただているほか、個別
の施設の取組を進める際には、児童館運営にご協
力いただいている地域の方への個別の説明や、児
童館利用者向けの説明会、該当小学校の保護者向
けの説明会を重ねて開催するなど、機会を捉えた
丁寧な説明を行い、ご意見やご要望をお聴きして
きました。今後も、取組を進めるに当たっては、
丁寧な説明に努めていきます。
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88

住民にパブリックコメントを募りながら、12月３
日の区議会において西荻北児童館と善福寺児童館
の廃止を決議したが、ここには住民による意見の
表明機会を損ない、意思決定の根拠を明らかにし
ない区議会の不誠実が現れたものと深刻に受け止
めている。杉並区においては、区議会による今回
の議決の正当性を改めて問い、行政による住民福
祉向上を求める姿勢を、区議会に対して明確に示
される努力を期待する。

89

児童館の廃止について、反対である。12月３日本
会議で善福寺、西荻北児童館の廃止が決まったと
ニュースが入り、この2館はパブコメを待たずに
決定した。急いで決定され、そこを使っている杉
並の子供たち、必要としている家族の意見が反映
されたとは思えない。あと６館の廃止予定の児童
館の廃止は反対である。

90

児童館廃止に反対する。遊びに特化した素晴らし
い施設は学びの場所である学校ではカバーできな
い。廃止にした児童館の再稼働、児童館の現状維
持を願う。
学童の待機児童の問題ならば児童館プラス学校学
童にすべきである。既に配置済み学校内学童の劣
悪な環境も見直すべきである。平屋に100人超え
の小学校もある。

91

待機児童解消のためには、学校内に学童クラブを
移設するのではなく、児童館の学童プラス学校内
の第二学童クラブのほうがより多くの子どもを受
け入れられると考える。児童館には児童館の役割
がある。少なくなっている子どもの遊び場を減ら
さないでほしい。
【他、同趣旨１件】

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
学童クラブは、当該地域の学童クラブ需要や活用
できる施設の状況等を踏まえて、計画的に整備を
進めています。学校内への移転整備等により、今
後の需要も含め、その需要を充足できる施設規模
が確保できる場合には、第二学童クラブを整備す
る考えはありません。なお、整備に当たっては、
条例に定める基準に基づき必要な育成室の面積を
確保するとともに、学校運営に支障のない範囲で
小学校の校庭や体育館などを活用し、育成環境の
充実を図っています。

児童館の再編整備については、可能な限り施設再
編整備計画の中でお示しするよう努めています
が、計画策定後の行政需要や地域の実情等により
解決すべき喫緊の課題等がある場合は、計画の策
定を待つことなく、こうした課題に迅速かつ適切
に対策を講じていく必要があるものと認識してい
ます。
ご指摘の両児童館については、当該地域に待機児
童が多く発生している状況や子ども・子育てプラ
ザの早期整備が望まれている状況等を踏まえ、令
和４年（2022年）４月の実施に向けて必要な対策
を講じることとしたものであり、再編整備に取り
組む１年以上前から、児童館をお使いいただいて
いる方や地域関係者の方々に丁寧にご説明すると
ともに、ご意見等を伺う機会を設けています。
先の区議会における議決は、こうした区民ニーズ
や地域を取り巻く状況、区から利用者等への説明
の状況等をご確認いただいた上で行われたもので
す。
児童館に関わらず、施設再編整備の取組に当たっ
ては、今後も、パブリックコメントや説明会の場
等を通じてご意見を伺うとともに、利用者等に丁
寧に説明を行いながら進めていく考えです。
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92

児童館を減らさないでほしい。学童クラブの運営
は学校の空き教室利用と並行で。
児童館機能を移転したというが、児童館が持って
いるすべての機能こそが子どもの育ちにとって重
要な要素であり、ばらばらにしてはならない。乳
幼児の親子が小中学生の遊びを見ながら、母親と
しての先輩方と話したり相談事をしたりする。児
童育成の専門家である児童館職員は、その親子や
遊んでいる小中学生の様子を見ながら、学校と
違った視点で子育てを援助する。時に、学校に行
きづらくなった児童・生徒を黙って受け入れて、
学校と連絡を取りながらさざんか教室に橋渡しし
たり、登校できるように気長に付き合ってくれ
る、大切な子ども育ての場所である。時には、家
庭での虐待を発見したりもする。子どもたちが自
分を解放しているから見えることもあるのだろ
う。かけがえのない子ども育ちの場所を「児童
館」として残してほしい。
学童クラブは「ただいま！」と学校から帰ってく
る場所である。待機児童が増えて困難なのは分か
るがすべてを学校の空き教室に移したら、児童館
での学童クラブの機能を移転したことにはならな
い。児童館を残して、学童クラブを学校の空き教
室利用との並行での運用をしてほしい。学童クラ
ブの運営は民間委託でなく専門家を配置してほし
い。
子ども子育てプラザを14館作ったとしても、遠く
なり、児童館にあった多彩な子どもたちのための
プログラムがなくなるため、児童館で運営してき
たと同じにはならない。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え
学童クラブは、当該地域の学童クラブ需要や活用
できる施設の状況等を踏まえて、計画的に整備を
進めています。学校内への移転整備等により、今
後の需要も含め、その需要を充足できる施設規模
が確保できる場合には、第二学童クラブとして整
備する考えはありません。
また、民間委託に当たっては、保育士免許等の資
格や一定の経験年数を持つ職員を配置するなど、
現行の区の直営の学童クラブの運営等の水準を確
保するための要件を設定しています。そうした中
で、働きながら安心して子育てできる環境の充実
を図るためには、学童クラブの量の確保と合わせ
て、運営の質や専門性の確保が、ますます重要な
課題となってくるものと考えていますので、民間
委託を含むすべての区立学童クラブが、子どもや
保護者に信頼される運営を継続することができる
よう、取り組んでいきます。
なお、児童館で実施していた多彩なプログラムに
ついては、放課後等居場所事業や子ども・子育て
プラザにおいて、継承していくことを基本としな
がら、子どもたちの希望やニーズを的確に把握
し、多様で充実した事業となるよう努めていきま
す。

93

学童保育は、縮小でなく拡大を。学童保育は一年
生から六年生まで通えるように、整備してほし
い。中学生は児童館に気軽に立ち寄れるように整
備してほしい。

学童クラブについては、待機児童対策を推進する
とともに、今後の需要にも対応できるよう取組を
進め、この10年間で約1,600人の余りの受入枠を
拡大してきました。今後も、引き続き、整備を進
めていきます。
なお、小学生の放課後等の居場所については、学
童クラブだけでなく、子どもの成長に合わせて放
課後等居場所事業のご活用も検討いただければと
存じます。
中・高校生の居場所については、児童青少年セン
ター（ゆう杉並）のほか、コミュニティふらっと
と図書館との複合施設を活用した中・高校生の新
たな居場所づくりを進めているところです。各児
童館も中学生の利用ができますので、気軽にお立
ち寄りいただければと思います。

94

学童クラブは定員を減らし、第二学童を増やして
ほしい。西荻北は、児童館を残し西荻北学童クラ
ブも残し、ふれあいの家を第二学童にしてほし
い。

西荻北児童館については、桃井第三小学校の活用
の目途が立ったことから、児童館施設の再編整備
を進めることとしたものです。
なお、移転後の学童クラブについては、今後の需
要も含め、その需要を充足できる施設規模である
ため、第二学童クラブとして整備する考えはあり
ません。
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95

児童館は、区の職員が継続して地域の子どもを見
守ることができ、保育園を卒園しても子どもや保
護者同士の交流が持てる場として、また、子ども
自身が自分の成長を振り返ることができる場とし
て児童福祉に寄与してきた。機能移転すると言っ
ても、放課後の学校内を自由に行き来できるわけ
ではなく、図工室や音楽室が自由に使えるわけで
もなく、学校の外側に友だちを作ることもできな
い。安全を第一に、という名目で子どもの自由を
奪い、自ら考えて行動することを制限したり、大
人の管理下に置こうとすることは、児童福祉の理
念に反している。廃止一辺倒の計画を止めて、今
一度児童福祉について考え直してほしい。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
放課後等居場所事業については、児童館のいわゆ
る一般来館の機能を継承するものとして、児童福
祉法の理念を踏まえて、小学校施設を活用した小
学生の居場所づくりを展開しています。子どもに
とって居心地の良い安全・安心な居場所であると
ともに、小学校というフィールドを活かした校庭
や体育館でのダイナミックな遊びをはじめ、子ど
ものやりたい多様な遊びや学習、自由な過ごし方
ができるよう支援しています。

96

学校内に機能移転した学童クラブと放課後等居場
所事業は全く別物である。児童館でしか出来ない
ことがたくさんある。
それでも放課後居場所事業にするというなら自転
車での来校、おやつやおもちゃの持ち込み、自由
に出入りが出来るなど全て機能を移転させてほし
い。
【他、同趣旨１件】

97

杉並では、車の往来や不審者がいるなど子どもだ
けで街角で遊ぶことは困難である。また数少ない
公園は、小学生・中学生だけでなく、保育園児の
過ごす場所として活用もされていることから、子
どもたちが放課後に過ごす場所の選択肢がとても
少ない。 放課後等居場所事業により、小学生が
過ごす場所として学校の活用が進められている
が、１部屋ほどしか確保されておらず、高学年以
上の子どもが過ごすには物足りない。その場が学
校であると、学校というルールの中で過ごす必要
があり、子どもが放課後という自由な時間を自分
らしく過ごすことができないと考える。家庭・学
校でもない、第三の居場所として、コミュニティ
ふらっとを、もっと子どもがふらっと入って体を
動かしたり友達と一緒に遊べる場所にしてほし
い。

児童館再編の取組は、学校施設を有効活用して子
どもの居場所の充実を図るもので、放課後を安
全・安心に過ごすことができます。
また、放課後等居場所事業においては、特別教室
等の１部屋を受付や室内遊びの拠点とし、学校運
営に支障のない範囲で、校庭や体育館、多目的室
等を活用しながら、運営を行っています。これま
での実績から、十分なスペースと時間が確保でき
ており、今後も学校等と連携しながら、さらに充
実した居場所となるよう取り組んでいきます。

放課後等居場所事業では、学校の広い校庭や体育
館を活用したダイナミックな遊びのプログラム
や、読書、読み聞かせ、絵画・工作など文化・創
作のプログラム、昔遊びや地域文化など伝承のプ
ログラム、昔遊びや地域文化など伝承のプログラ
ム、自習、復習等の学習支援などの取組を行い、
子どもたちの自主性や社会性、創造性を育み、子
どもたちが地域社会の中で健やかに成長できる環
境づくりを推進しています。学校施設を活用する
事業ですので、一定のルールがあることについて
はご理解いただければと存じます。
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98

児童館を子ども・子育てプラザに転換する計画に
ついて、以下の配慮をお願いしたい。
１）体を動かすスペースの確保
放課後等居場所事業を小学校に移転する場合、少
なくとも現在の児童館と同じレベルのエリアを同
レベルの頻度で利用できるようにしてほしい。
２）遊戯道具の確保
現在の児童館と同レベル以上の遊びができるよう
整備してほしい。
３）イベントの開催
児童館では日々、手芸や工作、将棋、卓球など、
専門知識を持つ大人が教えるイベントが開催され
ている。放課後等居場所事業を小学校に移転する
場合も、同レベル以上のイベントの開催をしてほ
しい。
４）土曜日、臨時休校日、こどもの日の開館
放課後等居場所事業を小学校に移転する場合も、
開校日に準ずることなく開けてほしい。
５）中高生の居場所確保
児童館と同レベルの中高生の居場所確保をしてほ
しい。

放課後等居場所事業の実施に当たっては、
１）これまでの児童館の運営状況も踏まえ、学校
等とも連携しながら、学校運営に支障のない範囲
で、校庭や体育館、特別教室等を活用し、必要な
スペースと時間を確保していきます。
２）遊戯道具については、現在の児童館で使用し
ているものを引き継いでいくことを基本します
が、子どもたちの声も聴きながら、必要な遊具を
準備していく予定です。
３）イベントやプログラムについては、これまで
児童館で実施してきたものを引き継いでいくこと
を基本としながら、地域関係者、学校をはじめ、
ＰＴＡや学校支援本部等と連携・協働しながら、
様々なプログラムや体験活動の充実に努めていき
ます。
４）放課後等居場所事業は、土曜日、振替休校
日、夏休み等の長期休業日は児童館と同様に運営
を行いますが、日曜日、年末年始、学級閉鎖等の
臨時休校日、子どもの日を含む祝日は実施をしな
い日としています。
５）中・高校生の居場所については、区内唯一の
中・高校生専用施設である児童青少年センター
（ゆう杉並）における取組をさらに充実させるこ
ととしています。また、中・高校生が、身近な場
所で気軽に集い、交流ができるよう、永福図書館
とコミュニティふらっと永福との複合施設を活用
し、居場所を提供しています。これに加えて、旧
杉並第八小学校跡地に整備する（仮称）高円寺図
書館等複合施設を活用した居場所づくりを進めて
いきます。

99

乳幼児親子が使いやすい集会室を区内に増やして
ほしい。子育てプラザをわずかに立派に作るよ
り、地域にたくさん歩ける距離に集える場所がほ
しい。

子ども・子育てプラザは、乳幼児親子を主たる利
用対象とし、乳幼児親子同士の交流や安全・安心
な遊び場の提供、子育てに関する相談、地域の子
育て関連情報の提供、子育て支援に関する講座等
を実施するなど、乳幼児親子の居場所として子育
て支援に関するサービス・事業を総合的・一体的
に行う施設です。今後、計画的に整備を進め、７
地域に各２か所（計14か所）の設置を目指してい
ます。
区内全域のどの地域においても、より身近に子ど
も・子育てプラザを利用できるよう、その早期実
現に向けて取組を進めていきます。
また、小学校の通学区域程度の距離に子ども・子
育てプラザがない地域においては、コミュニティ
ふらっとや図書館などを活用するなどにより、乳
幼児親子が気軽に立ち寄れる居場所を確保してい
きます。

100

児童館を順次子ども子育てプラザへ移行していく
とのことだが、児童館では乳幼児と保護者・小学
生・中学生が利用できていたのに対し、子ども子
育てプラザでは乳幼児とその保護者以外の利用が
極めて難しい造りになっている。様々な家族の形
がある多様な社会で、より多くの区民にとって有
益なものとして機能できなければ、再編する意味
がない。

子ども・子育てプラザは、乳幼児親子を主たる対
象とした地域子育て支援拠点としての機能のほ
か、地域行事等の多世代交流の取組を含む地域子
育てネットワークの機能を担うとともに、小学生
以上の子どもの居場所を補完する取組も進めてい
ます。
また、ラウンジやマルチルーム等では、保護者と
一緒に来館した乳幼児の弟妹がいる小学生以上の
兄姉も、共に過ごすことができます。
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101

児童館がコミュニティふらっと化していく中で、
中高生が立ち寄れる時間はなくなった。他区で
は、中高生がいられる時間を設けるだけではな
く、中高生に向けた活動を組み立て、子どもたち
が集まってもらえるような施策を作っている。杉
並区ではゆう杉並がそれに当たるが、１つしかな
く、放課後行けるのは近所の子に留まる。杉並で
は貴重なＮＰＯ団体がいるので、中高生が学校・
家庭ではない場所にどんな環境を準備したらいい
のか知恵を借りつつ、充実をさせてほしい。 

102

児童館廃止によって居場所を奪われたのは中高生
である。もともと小学生がメインの施設だろうが
「中高生委員会」の活動が活発だったと聞く。以
前ゆう杉並を見学したが素晴らしい施設だと思っ
た。そこで培ってきたノウハウをすべての再編施
設に活かし、中高生のサポートも応援してほし
い。
１学区１児童館という素晴らしい試みを続けてき
た杉並区だからこそ、区職員の意見や活躍の場を
残しながら新設するふらっとなどにも児童館的な
役割を持たせるなどユーザーをただただ細分化す
るだけでない取組をお願いしたい。

103

西荻窪の児童館の廃止に反対である。
【他、同趣旨１件】

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
こうした考え方に基づき、現在の西荻北児童館が
果たしている機能・サービスを以下のとおり継承
し、充実・発展させる取組を丁寧に進めていきま
す。
○学童クラブを含む小学生の放課後等の居場所機
能は桃井第三小学校内に移し、校庭や体育館等も
活用しながら、子どもたちが主体的に過ごすこと
ができ、地域の方々との関わりの中で様々な体験
のできる環境を整えていきます。
○乳幼児親子の居場所は、子ども・子育てプラザ
善福寺のほか、西荻図書館の「おはなしのこべ
や」やつどいの広場上荻、西荻南児童館などを併
せてご利用ください。
○中・高校生の居場所については、区内唯一の
中・高校生専用施設である児童青少年センター
（ゆう杉並）のほか、西荻南児童館など、最寄り
の児童館をご利用ください。
○西荻北児童館が担っていた地域の行事等は子ど
も・子育てプラザ善福寺が中心となって丁寧に継
承していきます。

中・高校生の居場所については、区内唯一の中・
高校生専用施設である児童青少年センター（ゆう
杉並）における取組をさらに充実させることとし
ています。また、中・高校生が、身近な場所で気
軽に集い、交流ができるよう、永福図書館とコ
ミュニティふらっと永福との複合施設を活用し、
居場所を提供しています。これに加えて、旧杉並
第八小学校跡地に整備する（仮称）高円寺図書館
等複合施設を活用した居場所づくりを進めていき
ます。
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104

児童館を廃止するための説明会が十分に開かれて
いない。西荻北児童館は４月から何に転用するか
も決まっていない。現状のままにして桃三小に第
２学童を作ったらいいのではないか。
児童館廃止について利用する子ども達への聞き取
りを丁寧にしてほしい。子どものための子どもが
主役の対策を考えて欲しい。児童福祉は大人の都
合でなくしていいものではなく子どもの権利であ
る。

西荻北児童館については、桃井第三小学校の活用
の目途が立ったことから、児童館施設の再編整備
の考え方に基づき、学童クラブの移転等の取組を
進めることとしました。
取組を進めるに当たっては、西荻北学童クラブ保
護者、桃井第三小学校保護者、地域や関係者に向
けての説明会を開催し、ご意見やご要望を伺って
きました。また、子どもたちの意見については
日々の活動の中で丁寧に声を聴いていますので、
今後、よりよい環境となるよう、活かしていきま
す。
なお、移転後の学童クラブについては、今後の需
要も含め、その需要を充足できる施設規模である
ため、第二学童クラブとして整備する考えはあり
ません。
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105

児童館の廃止に伴う諸施策・施設の再編について
は、子どもたちや地域住民からの提案・意見・要
望に真摯に向き合って、検討してほしい。
児童館がなくなることは、大変残念に思ってい
る。時代の変化もあり、受け入れざるを得ないも
のと考えているが、子どもたちにとっても地域住
民にとっても、より納得性の高い施策・施設で
あってほしいと願っている。
善福寺地域では、児童館の廃止による様々な状況
の変化に対応するために、以前より、地域住民な
どが集まって、話し合いを重ねてきている。形態
は変わっても、これまで培ってきた地域の拠点と
しての児童館の機能を継続出来たらと願ってのこ
とである。隣接する公園が、分散してしまう小学
生たちに外遊びの楽しさを体験する場として、よ
り使いやすい、親しみやすい場となるよう改修の
提案も考えているところである。

106

これまで次々と児童館が廃止されてきたが、老朽
化を見越してメンテナンスしていくのが一般的で
はないか。
待機児童解消とするならば、児童館を残して学校
施設と併用して受け入れ枠を広げるなどの方法が
ある。
善福寺児童館の廃止し、子ども子育てプラザに機
能移転は不合理である。学童クラブが移るとされ
る、かつて保育園だった保育室は乳幼児のための
施設で、建物の規模も小さく、園庭も狭く、３年
生までの活動的な小学生が過ごすには無理があ
る。施設も古く、ここを改築して子ども子育てプ
ラザにするのであれば納得できる。
待機児童をなくすとするなら、善福寺児童館を残
して学校の校庭やプレイルームを使うことの方が
合理的である。
児童館はこれまで地域の子育てネットワークの重
要な役割を果たしてきた。学校だけでは得られな
い自由な子どもの居場所として多くの子どもたち
が育ってきた。経済論理だけで児童館を廃止した
り改変したりすることは、孤立化の深まる昨今、
地域で培ってきたつながりを弱めてしまうことに
なる。
善福寺児童館廃止や機能移転についてはコロナ
禍、十分な説明がないままに進められている。一
年延期して納得のいく方法で実施することも可能
ではないか。

区立施設再編整備計画では、施設の複合化による
施設規模の適正化及び施設の相互利用によるサー
ビスの向上や、新たな地域コミュニティ施設の再
編整備による既存施設の機能継承など工夫しなが
ら必要な施設サービスを提供していく考えです。
善福寺児童館の再編については、学童クラブの待
機児童解消や、より安全、安心な育成環境の確
保、子育て機能の充実を図るため、急ぎ取り組ま
なければならない課題です。今般、旧保育室善福
寺が学童クラブの育成室として活用できることと
なり、これに併せて、井荻小学校内での放課後等
居場所事業の実施、学童クラブ事業等の管理・統
括を行う子ども・子育てプラザの設置を進めるこ
とが可能になり、令和４年（2022年）４月に実施
することとしたものです。
旧保育室善福寺施設については、子ども・子育て
プラザとするには施設が狭く、転用に適当ではあ
りません。学童クラブとして整備するに当たって
は、児童館の育成室と同じ基準で必要なスペース
を確保し、動きのある遊びができる部屋と静かに
過ごせる部屋を使い分けるなど工夫して運営して
いきます。これに加えて、学校運営に支障のない
範囲で井荻小学校の校庭等の施設を活用していき
ます。また、施設については、学童クラブに適し
たレイアウト・内装等に改修します。
その上で、これまで児童館が担っていた地域の方
や関係者との調整については、子ども・子育てプ
ラザが引き続きその役割を担っていきます。ま
た、善福寺地域で長年行われている、もちつきや
ざりまるまつりなどの地域と連携した事業は、地
域の方や関係者と丁寧に調整させていただきなが
ら、今後も継承していきます。
なお、これまでも説明会等を開催しご意見やご要
望をお伺いしてきましたが、今後も引き続き意見
交換の機会を設けていきます。
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高井戸西児童館も2024年には廃止されてしまうと
知りショックを受けた。
学校内に遊べるスペースが用意されるとも聞いた
が、学校に併設では学校の延長に思えてしまい、
自分が子どもなら利用し辛い。なぜ廃止しなけれ
ばいけないのか、どうして移転ではないのかなど
の説明を聞きたい。
自分が見聞きした範囲では納得できず、現状では
反対である。これから子育てしていくのに、是非
いまの環境を維持してほしい。

P90 №58【児童館再編整備の基本的な考え方】に
加え、
高井戸西児童館の再編については、児童館施設の
再編整備の考え方に基づき、富士見丘小学校の移
転・改築のタイミングを捉えて実施するもので
す。
児童館の一般来館の機能は、小学校内で実施する
放課後等居場所事業としてしっかり継承していき
ます。放課後の校庭や体育館、特別教室などを活
用した、学校の特徴を生かした運営を行うととも
に、学童クラブ児童との交流プログラム等も実施
しながら、児童の健全育成環境の一層充実させて
いきます。
この間の学校改築に伴う取組（桃井第二小学校、
高円寺学園）を活かし、富士見丘小学校において
も、学童クラブと放課後等居場所事業の充実に努
めていきます。

108

杉九小は、児童館が廃止され、放課後居場所、学
童クラブが学校内で実施されているが、学校内
は、児童館に比べ子どもたちの選択肢・自由度は
減少・制限される。子どもたちの安全を守るに
は、管理的にならざるを得ない。学校も管理、調
整の手間が増え、更なる負担がかかることにな
る。移転と同時に運営委託する現在のやり方で、
利用者の声を丁寧に拾えるのか？保護者の声は、
「一部保護者の声」として軽んじられている気が
してならない。児童館の廃止や、かわりに学校施
設の活用「多機能化・複合化」をすることには反
対する。
杉九小は、学校内で学童クラブ、放課後居場所を
実施しているが、既に授業や施設管理・運営に支
障が出ていると感じる。
放課後居場所事業・学童の利用等が増え、学校内
に子ども・保護者・関係者が出入りする時間も人
数も増えている。利用の調整や安全管理のため
に、学校側にも人員・職員の配置が必要だが、そ
のような対応はみられない。逆に、学校警備の配
置が削られるなど、人員削減が進められ、子ども
たちを通わせることに不安を感じる。

東原児童館の一般来館及び学童クラブの機能は、
杉九小放課後等居場所事業と杉九学童クラブへ
しっかりと継承し、それぞれ必要な人員も配置す
ることで、子どもたちが安全、安心に過ごせる場
として運営しています。学童クラブにおいては、
保護者と地域や学校関係者、区が懇談できる場と
して運営協議会を設けるとともに、毎年、学童ク
ラブの全保護者に向けたアンケートを実施し、そ
の結果を運営協議会、全保護者で共有し、運営に
役立てています。放課後等居場所事業は、年１回
の利用申込を行うことで自由に参加することがで
き、学校の施設を活用したダイナミックな遊びが
できるなど、子どもたちが遊びを中心とした放課
後の楽しい時間を過ごせるように運営していま
す。なお、学童クラブのアンケートでは、保護者
の９割以上が「子どもが楽しく通っている」、放
課後等居場所事業のアンケートにおいても、子ど
もたちの９割以上が「楽しい」と回答をいただい
ています。今後も、子どもたちや保護者の声を聴
きながら、育成環境の充実を図っていきます。

109

放課後等居場所事業が高井戸第三小学校内を実施
し、機能移転後の下高井戸児童館は子ども・子育
てプラザに整備されるとある。改築したばかりで
なぜプラザに整備しなおすのか。ゆうゆう下高井
戸館と併設し、建物全体をプラザにするなら、最
初からコミュニティふらっとを整備してからプラ
ザを作ったほうが工事費のムダが出ないが、財政
運営の観点から説明してほしい。

（仮称）子ども・子育てプラザ下高井戸の整備に
ついては、区内７か所目、高井戸地域初の子ど
も・子育てプラザとして迅速かつ効率的な整備を
促進する観点から、既存の児童館施設を有効活用
して整備するものです。
下高井戸児童館との複合施設であるゆうゆう下高
井戸館については、将来的に近隣に整備するコ
ミュニティふらっとへ機能継承することとなりま
すが、具体的な整備時期が現時点では未定であ
り、当面の間、子ども・子育てプラザとの複合施
設として運用します。
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110

保育園やこども園は幼い子どもたちが安心安全に
過ごせる場所である必要があり、複合施設で誰で
も簡単に立ち入れるのは万一悪意ある者が子ども
たちに危害を加えようとしたら容易に目的を達成
できそうで心配である。また、子どもが目を離し
たすきに園外に容易に出ていくこともできそうで
ある。階や出入り口を分ける等の対策を求める。

施設の更新などを効率的・効果的に実施するた
め、これまでも多くの区立保育園や子供園を、他
施設との複合化により、整備・運営してきまし
た。
区立保育園や子供園を他の施設と一体で整備する
場合、法令等に基づき園とその他施設との区画を
明確に分けるとともに、建物内への出入口及び動
線も別にしています。また、外部からの侵入防止
策や児童が容易に園外に出られないように安全対
策を施しています。今後の施設整備においても、
同様の安全対策等を講じていきます。

111

ゆうゆう館は他の区の施設と運用が違っている。
さざんかネットを使わなくても使えるし、個人使
用もできる。高齢者に合わせてゆったりとした運
用をしている。他の区の施設と同じような運用に
すると、高齢者の方が来にくくなるのではない
か。すでに永福で、コミュニティふらっとを運用
開始しているが、その運用状況も含め、ゆうゆう
館のような運用がどこまで出来るか、妥当か、と
いう検討は十分にしたほうがよい。

ゆうゆう館の機能を継承した既存のコミュニティ
ふらっと（３か所）では、登録団体の方々が「高
齢者団体優先枠」を活用して、新たな施設を利用
していただいており、総じて円滑な機能継承が図
られていると考えています。今後のコミュニティ
ふらっとの整備に当たっても、こうした実績を踏
まえて、高齢者をはじめ多世代に歓迎される施設
運営に努めていきます。

112

区民会館、ゆうゆう館を利用している。歩くのが
大変で車を押して行っている。再編整備は反対で
ある。

区民集会所と区民会館、ゆうゆう館、機能移転後
の児童館施設については、施設の有効活用や世代
を超えた住民同士の交流による身近な地域におけ
るコミュニティ形成の観点から、新たな地域コ
ミュニティ施設「コミュニティふらっと」に再編
整備する考えです。再編整備の結果として、活動
場所が変わるなどの環境変化が生じる場合もある
こととは思いますが、身近な地域において可能な
限りこれまでの活動が継続できるよう十分に配慮
をしていきますので、ご理解くださるようお願い
いたします。

113

「ゆうゆう館」の機能を「コミュニティふらっ
と」へ継承するとされているが、既に整備・統合
された「ゆうゆう館」では、高齢者団体の活動を
妨げるような事例があった。交渉した結果、従前
通り使用できるようになった。このような事態が
生じないように十分留意するようお願いする。
「ゆうゆう館」と「コミュニティふらっと」の運
営を担当するNPO法人が異なることが多いと思う
ので、「ゆうゆう館」の機能継承に支障が生じな
いように十分な配慮をするようお願いする。

ご指摘の事例は、コミュニティふらっと阿佐谷の
囲碁用具の貸出しについて、コロナ禍の影響を踏
まえて令和３年（2021年）１月から３月までの
間、一時的に貸出しを休止したものであり、現在
は、囲碁用具の消毒方法等を見直した上で貸出し
を行い、団体の利用に供しています。
このように、コミュニティふらっとの再編整備に
当たっては、今後ともゆうゆう館の機能をしっか
り継承できるよう取り組んでいきます。

114

ゆうゆう浜田山館が機能継承される「コミュニ
ティふらっと成田」の具体的設備、内容の詳細を
教えてほしい。

令和４年（2022年）４月開設予定のコミュニティ
ふらっと成田は、予約なしで誰でも休憩や、勉
強・読書などに利用できるラウンジ（約130㎡）
のほか、事前予約制の貸出用個室４室（約30㎡、
約30㎡、約43㎡、約95㎡）を設置することとして
います。貸出用備品としては、ラジカセ、卓球台
及び電子ピアノ等の備品を備えます。また、車い
すのまま入ることのできるトイレや壁面鏡を設置
するなど、既存のゆうゆう浜田山館と比べ、より
充実が図られるものと考えています。

（3）保育園、子供園

（4）地域区民センター、区民集会所、コミュニティふらっと等
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115

方南ゆうゆう館で活動している団体全部が移れる
のか。方南集会所を今まで使っている人も多くい
るのに、もめないか。方南集会所は和室は15畳し
かない。出来るのか心配である。費用もどうなる
のか。高齢者にとって、近くて使いやすくてお金
がかからないが一番である。今まで通りのやり方
にしてほしい。

ゆうゆう方南館は貸出用個室が２室（年間平均利
用率約７割）である一方、方南区民集会所は貸出
用個室が５室（同じく利用率５割未満）のため、
同区民集会所をコミュニティふらっとに転用した
後、現在のゆうゆう館機能をしっかり継承できる
と考えています。
また、コミュニティふらっとでは、必要な部屋及
び時間帯に「高齢者団体優先枠」を設けており、
その枠の使用料は免除しています。

116

方南町で地域のつながりや高齢者の支援するシス
テムを作りたいと思い活動しているが、活動する
にあたって、方南町にはお金を使わないで集まっ
て話し合えるような場所が一か所もなく、区がど
のようにして地域包括支援システムを作ろうとし
ているのか具体的な姿がわからない。
方南集会所を地域の複合施設にする計画のようだ
が、立地的に杉並の一番端であり、皆が集まった
り使うには立地が悪すぎる。そのようなことも考
えた上での計画なのか疑問である。
また、施設だけ作っても、地域の情報を吸い上げ
たり繋げたりしていくコーディネーターのような
人がいなくては有効に施設が稼働しないのではな
いか。区民の声をもっと聴いて、一緒にソフトを
作っていくようにしたらどうか。地域活動は今や
町会が主流ではないと思う。地域活動＝町会とい
う考えにも疑問を持った。

地域包括ケアシステムは、地域包括支援センター
（ケア24）毎に配置されている地域包括ケア推進
員（生活支援コーディネーターを兼ねる）が中心
となり、在宅生活を支える地域づくりを推進し、
構築していきます。生活支援コーディネーター
は、地域の情報を共有し、連携強化の場を設け、
支え合える生活支援体制づくりに向け、町会や
様々な世代に働きかけていきます。
方南区民集会所については、身近な地域で多世代
が共に利用できる新たな地域コミュニティ施設
「コミュニティふらっと」に再編整備し、令和５
年度（2023年度）中に開設する予定です。「コ
ミュニティふらっと」については、区民集会所、
区民会館、ゆうゆう館、機能移転後の児童館施設
などの既存施設の転用を基本に、歩いていくこと
ができる範囲に１か所程度の配置で段階的に整備
していくこととしており、施設の配置に可能な限
り偏りが生じないよう配慮しながら取組を進めて
いく考えです。

117

本天沼集会所が地域コミュニティふらっと本天沼
に移行され、それに伴う増築・改修工事が行われ
ると聞いた。本天沼集会所は住宅地の中にあり近
隣住民も静かなこの環境をとても大切にしてい
る。また、本天沼集会所の敷地内には２本の桜の
木があり毎年春の桜を近隣住民はとても楽しみに
している。増築・改修工事に伴い２本の桜の木を
伐採などは絶対しないでほしい。なぜ、住宅地に
ある狭い集会所に複数の施設の併合をしようと考
えたのか。なんのためにウェルファーム杉並とい
う立派な建物を税金を使い建てたのか。

現在の本天沼区民集会所の敷地・建物を活用した
（仮称）コミュニティふらっと本天沼の整備につ
いては、令和４年度（2022年度）に増築及び改修
設計を行うこととしており、桜の木に関するご意
見は参考にさせていただきます。
区民集会所については、施設の有効活用や世代を
超えた住民同士の交流による身近な地域における
コミュニティ形成の観点から、区民会館、ゆうゆ
う館とともに新たな地域コミュニティ施設「コ
ミュニティふらっと」に段階的に再編整備するこ
ととしています。
この地域においては、ウェルファーム杉並内の福
祉の相談機能を強化するなどの観点から、同施設
内の天沼区民集会所については（仮称）コミュニ
ティふらっと本天沼に機能継承し、天沼区民集会
所の跡地を障害者施策課児童発達相談係の移転先
等として転用する考えです。
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118

浜田山会館のコミュニティふらっとへの転用に驚
いている。これから老年期に向かうのでケア24が
遠くなってしまうのは残念である。ステージのあ
る地域施設は自慢でもある。使用率はどうなので
あろうか。可能であれば残して欲しい。

浜田山会館については、令和元年度（2019年度）
のホールの利用率は約45％で、近年、この利用率
は減少傾向にあります。区立施設再編整備計画案
では、施設の一層の有効活用を図る観点から、同
会館を多世代型施設であるコミュニティふらっと
に転用することとしたものです 。
浜田山会館に併設するケア24浜田山については、
浜田山会館のコミュニティふらっとへの転用に伴
い、令和３年度（2021年度）末に廃止する定期利
用保育施設高井戸跡地（高井戸地域区民センター
内）への移転を予定していました。しかしなが
ら、この間、地域や関係団体からもケア24の移転
先に懸念を示す等の声があったことに加え、対象
地域におけるケア24の配置バランスや保育室跡地
の他用途への活用可能性などを総合的に勘案した
結果、移転先については再検討を行うこととし、
計画案を修正します。
〔資料2（6）区立施設再編整備計画No17、21ほ
か〕

119

会議室の廃止に反対である。
【他、同趣旨１件】

120

下高井戸にあった桜上水の出張所は、なくなって
しまった。まだ、建物は残っていて、さまざまな
使われ方をしているが、この建物まで壊すような
ことはないか。

桜上水駅の北口にある旧出張所の建物について
は、現在、桜上水北区民事務所会議室及び桜上水
北図書サービスコーナーとして活用しています。
区民事務所会議室については、町会や青少年育成
委員会等の活動場所を確保することを前提に廃止
の方向としていますが、図書サービスコーナーも
含め、いずれの施設も今回の第１次実施プランに
おいては、具体的な再編整備の取組の対象には
なっていません。

区民事務所会議室については、いずれの施設につ
いても併設施設の更新方針との調整やバリアフ
リー化等が課題となっているため、現在主に利用
されている町会や青少年育成委員会等の活動を継
承するための代替施設・スペースを確保した上で
段階的に廃止し、老朽化した地域区民センター改
修時の代替施設などに有効活用する取組を丁寧に
進めていきます。
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121
ゆうゆう館の廃止に反対である。
【他、同趣旨７件】

122

ゆうゆう館の廃止をやめてほしい。今後ますます
増えていく高齢者がどれだけ健康に過ごせるかは
区の財政にも大きな影響を及ぼす。高齢者が家に
こもらず、いつでも安心して行かれる分かりやす
い交流場所が近くに必要なことは自明のことであ
る。

123

ゆうゆう館は計画前の31館から３分の１が廃止さ
れることになり、高齢者の利用が著しく困難にな
る。

124

家族がゆうゆう館の集まりに行き、楽しんでい
た。高円寺南館も廃止予定になっているが、たく
さんのサークル活動が行われ、楽しみの拠点に
なっている。高齢者の居場所を奪うゆうゆう館廃
止に強く反対する。

125

現在、ゆうゆう館を体操をやるのに使っている。
再編計画により子どもの施設になり、集会所に移
動する案が出ているとのことを聞いた。集会所の
広さでは全員入ることが不可能である。どうして
も移動しなくてはいけないのであれば、もう少し
広い場所を代替地としていただきたいと思う。
いままで一生懸命に働いてきた高齢者により使い
やすい施設を提供し、自分たちの健康を維持した
いと思う。子ども達の施設も大切だが、高齢者の
方にも目を向けていただきたいと思う。公立の老
人施設を設けてほしい。
【他、同趣旨１件】

126

ゆうゆう館はもっときちんとした活動が続く様確
約出来なければ閉館は止めてほしい。今まで通り
無料で会場を使用出来ること。健康維持のため認
知症予防のための体操等、やってきた。なぜ、ゆ
うゆう館をなくして、狭い方南集会所だけにする
のか理解できず、腹立たしい思いで一杯である。
集会所も見学してきたが、やれそうもない。見学
に行った時も貸室は使用されていて、現在のゆう
ゆう館での活動が簡単に移行されるような状況で
はないと思う。子どもたちのためとの話だが、高
齢者のことも同一に取り上げ、子どもたちが増え
るのであれば、今後のこともよく考えてほしい。

127

ゆうゆう館・区民会館・区民事務所会議室などが
減少され、予約が取れにくい状況である。高齢者
にとっては、近い場所にあることが必至である。
高齢者数が多い杉並区で、ゆうゆう館の数は増や
すのが、福祉政策ではないか。
【他、同趣旨６件】

128

高齢者にとって、ゆうゆう館は体全体のトレーニ
ングができる所である。どの計画も私たちや子ど
ものこと、若者のことを考えていない。

ゆうゆう館については、今後、従来の高齢者専用
施設としてではなく、区民集会所、区民会館、機
能移転後の児童館施設とともに、身近な地域で多
世代がともに利用できる新たな地域コミュニティ
施設「コミュニティふらっと」に再編整備してい
きます。
コミュニティふらっとは、他の世代との交流の機
会を創出するなど、高齢者にとっても新たな魅力
ある施設とし、ゆうゆう館の機能を継承していき
ます。また、ゆうゆう館を利用している団体の活
動が継続できるよう、コミュニティふらっとの一
部の部屋・時間帯には、高齢者団体の申し込みを
優先的に受け付ける「高齢者団体優先枠」を設け
ます。「高齢者団体優先枠」は、ゆうゆう館と同
様に、施設の窓口で上半期・下半期ごとに抽選申
込を受け付けるとともに、優先枠における貸室の
使用料は免除です。
ゆうゆう館のコミュニティふらっとへの機能継承
を検討する際には、これまでのゆうゆう館におけ
る団体活動の状況を踏まえて、活動を継続するこ
とができるよう可能な限り配慮していきます。
施設の配置については、歩いて行ける概ね700mの
範囲を目途に１施設設置し、最終的には区内に30
～40箇所を整備する予定です。
再編整備により、現在のゆうゆう館と比較してコ
ミュニティふらっとへの距離が遠くなる方もい
らっしゃいますが、高齢者も含め、身近な地域で
コミュニティ形成をすることができる施設を充実
させていく考えですのでご理解くださるようお願
いします。

（6）ゆうゆう館
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129

月に数回、ゆうゆう館で行われている様々なアク
ティビティに参加しており、今の人生における楽
しみになっている。また、このアクティビティで
出会い、仲良くさせていただいている友だちも沢
山いる。ゆうゆう館がなくなってしまうことは、
この楽しみ、友人関係がなくなってしまうことと
同じである。私の人生の楽しみ、喜びを奪わない
でいただきたい。以上の理由から、私はこの再編
整備計画に反対する。
【他、同趣旨６件】

130

近くのゆうゆうながなくなれば、今までできてい
たことができなくなり、ただでさえ、運営のむず
かしいいきいきクラブは消滅の危機となる。高齢
者福祉にきちんと向きあう区政へ転換を求める。

131

ゆうゆう館は、高齢者が歩いて行ける範囲で、地
域の中で交流が持てる場所があることが大切。た
だでさえ独居での孤独死などが社会問題となる
中、なぜゆうゆう館を減らして高齢者の社会参加
を阻むのか、納得いかない。コロナ禍を経て社会
福祉のき弱さが浮き彫りになっている今、公共の
役割として社会福祉と向き合うべき。

今後の更なる高齢化の進展を見据え、多様なライ
フスタイルを持つ高齢者が気軽に立ち寄れる場、
身近な地域で活動できる場の確保に加え、地域共
生社会に向けて、世代を超えて地域の人同士が交
流し、つながりを作るための場の確保は重要な課
題と認識しています。
一方でゆうゆう館においては、施設の有効活用や
施設老朽化の課題などがあることから、従来の高
齢者専用施設としてではなく、区民集会所、区民
会館、機能移転後の児童館施設とともに、新たな
地域コミュニティ施設である「コミュニティふ
らっと」に再編整備することとしています。この
取組は決して高齢者の社会参加を阻むものではな
く、むしろ世代を超えた地域住民同士のつながり
や支えあいを生み出すものと考えています。

132

ゆうゆう浜田山館が成田に、ゆうゆう高井戸東館
が浜田山会館に移転となる。浜田山北側にゆうゆ
う館とその後継施設がなくなってしまう。近隣と
は言え、少し距離があるため、高齢者の方には少
しつらくなるのではないか。

ゆうゆう浜田山館は『コミュニティふらっと成
田』に、ゆうゆう高井戸東館は浜田山会館を改修
して整備する『（仮称）コミュニティふらっと浜
田山』にそれぞれ団体活動の場を確保するなど機
能継承をします。具体的には、コミュニティふ
らっとの一部の部屋・時間帯に高齢者団体の申し
込みを優先的に受け付ける「高齢者団体優先枠」
を設けます。「高齢者団体優先枠」については、
ゆうゆう館と同様に、施設の窓口で上半期・下半
期ごとに抽選申込を受け付けるとともに、優先枠
における貸室の使用料は免除となります。
コミュニティふらっとは、身近な地域で歩いて行
くことができる範囲に１か所程度の配置で、最終
的には区内に30～40箇所、段階的に整備をする予
定です。団体活動の場がゆうゆう館からコミュニ
ティふらっとに変わることで遠くなる方もおり、
ご不便をおかけいたしますが、ご理解のほどお願
いいたします。

前ページと同様
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133

施設再編にともない、今まで楽しく使っていた施
設が使いにくくなり、大変なことと困っている。
長い間楽しく使っていた施設が不便になることは
困る。費用面等も変って困るし、この方南ゆうゆ
う館が変る対象にならないようお願いする。
【他、同趣旨１件】

134

方南１丁目は渋谷区、中野区の境い目である。ゆ
うゆう館と集会所だけである。子どもたち、老人
が散歩するような息がつけるような公園もない。
今度はゆうゆう館までも使えなくなることがどん
なことを意味するか分かっているのか。
遠いところに立派な建物が出来ても、高齢者は行
くことができない。そうでなければ健康を害し、
医療費が倍々になって行くことだろう。
区民集会所とゆうゆう館がどれくらいの人数が使
用しているのか、きちんと調べてほしい。
【他、同趣旨１件】

135

以下の理由で方南ゆうゆう館は現在の場所にして
いただきたい。
１．交通に安全な場所である。
２．いざという時の避難所が近くにある。
３．老人と子供の交流が出来る唯一の場所であ
る。
４．移動することによって、老人の行動が狭めら
れてしまう。回数を減らされたり、曜日が一定し
てないと不安で行動しにくくなる。
５．ゆうゆう館は元気な老人をつくり老人医料を
減らすために作られたものではないか。
【他、同趣旨２件】

136
方南一丁目は、区境のため不便である。方南ゆう
ゆう館は残してほしい。

137

ゆうゆう方南館が方南児童館より移転し、方南区
民集会所へ移転する計画を聴いた。慣れ親しんだ
現在のゆうゆう方南館が移転するのは少々抵抗を
感じる。将来性のある方南児童館を優先して区の
方針計画を支持したいと思うが、高齢者や、障害
者に便利な最新の設計で「ニューゆうゆう方南
館」を作ってほしい。最新の設備を切望する。

方南区民集会所からコミュニティふらっとへの転
用にあたっては、令和４年度（2022年度）に改修
設計、令和５年度（2023年度）に改修工事を行う
予定です。
設計にあたっては、バリアフリーに対応した誰も
が利用しやすい施設づくりに配慮して進めていき
ます。

ゆうゆう館については、今後、従来の高齢者専用
施設としてではなく、区民集会所、区民会館、機
能移転後の児童館施設とともに、身近な地域で多
世代がともに利用できる新たな地域コミュニティ
施設「コミュニティふらっと」に再編整備してい
きます。
ゆうゆう方南館については、方南区民集会所を転
用して整備する新たな地域コミュニティ施設
「（仮称）コミュニティふらっと方南」に機能継
承していきます。
コミュニティふらっとは、他の世代との交流の機
会を創出するなど、高齢者にとっても新たな魅力
ある施設とし、ゆうゆう館の機能を継承していき
ます。また、ゆうゆう館を利用している団体の活
動が継続できるよう、コミュニティふらっとの一
部の部屋・時間帯には、高齢者団体の申し込みを
優先的に受け付ける「高齢者団体優先枠」を設け
ます。「高齢者団体優先枠」は、ゆうゆう館と同
様に、施設の窓口で上半期・下半期ごとに抽選申
込を受け付けるとともに、優先枠における貸室の
使用料は免除です。
施設の配置については、歩いて行ける概ね700mの
範囲を目途に１施設設置し、最終的には区内に30
～40箇所を整備する予定です。
ゆうゆう方南館の機能を（仮称）コミュニティふ
らっと方南に継承しこれまでと活動場所が変わる
ことで遠くなる方もおり、ご不便をおかけいたし
ますが、ご理解のほどお願いいたします。
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138

方南ゆうゆう館が２年後をめどになくなり、児童
のための施設に建て替えられるとの案があると聞
き、お願いしたいことがある。
畳の部屋とフローリングの２部屋を使い、体操
で、楽しく活動している。方南集会所への移行も
検討しているとのことで見学したが畳の部屋はせ
まく、活動には不向きである。もし建て替えの案
があるならば方南ゆうゆう館と児童館を一緒のビ
ルにして、低層階をゆうゆう館に、上層階を児童
館にしてもらえないか。
未来ある子どもたちのための施設ができることは
すばらしいことであるが、同時に私たちの希望も
一緒に考えてもらいたい。
【他、同趣旨１件】

139

現在、杉並区立高齢者活動支援センターゆうゆう
方南館を利用している。今回の計画では、児童館
が主で、高齢者は利用出来ないとのことで、残念
である。
将来ある児童も大切であろうが、今まで区民とし
て過ごした私たちの楽しみの時間を取り上げない
でほしい。児童と共同で使用できるよう、再度の
検討をお願いする。

140

計画に反対である。天沼ゆうゆう館が老朽化によ
り取壊すこととなり、本天沼集会所に移転する旨
を知った。
バリアフリー化されており、利用者も高齢者ばか
りで安心してゆうゆう館を利用していた。しか
し、今後は集会所２ヶ所とゆうゆう館１ヶ所が統
合されてしまうことで限られた部屋の奪い合いに
なる。また、今より離れた移転場所へ高齢者が移
動しなくてはならない。何より移転先の本天沼集
会所の狭い敷地内で増設と入口等のバリアフリー
化、駐輪場所の確保など果たして可能なのか。改
修図面や利用枠をどう確保できるようにするか等
を事前に公開してほしい。老朽化や維持費用削減
のためと謳っているが、保育所を新設したいだけ
ではないか。

本天沼区民集会所からコミュニティふらっとへの
転用にあたっては、令和４年度（2022年度）に増
築・改修設計、令和５年度（2023年度）に増築・
改修工事を行う予定です。
設計にあたっては、区民集会所やゆうゆう館の利
用状況を踏まえ、身近な交流施設として地域住民
の方に親しまれる施設になるよう、検討していき
ます。

141

宮前図書館はかなり大きな施設で、蔵書も多いと
思われる。西宮中学校に持ってくると、かなり狭
くなってしまうため、現在の図書館を改築した方
がよいのではないか。

宮前図書館の改築に当たっては、図書館サービス
の向上を図りつつ、施設規模等を効率化し、地域
図書館として適正な施設整備を目指します。加え
て、工事期間中においても図書館サービスを停止
することなく継続する観点などから、老朽化した
近隣の西宮中学校の改築に合わせて、学校との複
合化を視野に今後検討していきます。

142

机と電源のある学習スペースを増やしてほしい。
仕事後の学習のため、できるだけ幅広い時間帯で
活用したい。

平日夜間も電源を利用できる区民の学習スペース
としては、中央図書館があります。
また、新たな地域コミュニティ施設「コミュニ
ティふらっと」には、誰でも予約なしで勉強・読
書や休憩などに利用できるラウンジがありますの
で、ご活用ください。

ゆうゆう方南館の建物については、増加する方南
学童クラブ需要に対応し、より安心・安全な環境
を整えるため、併設する方南児童館と合わせて改
修し、令和６年度（2024年度）から方南学童クラ
ブとして運営することを予定しています。
ゆうゆう方南館は、方南区民集会所を転用して整
備する新たな地域コミュニティ施設「（仮称）コ
ミュニティふらっと方南」に機能継承します。コ
ミュニティふらっとでは、ゆうゆう館を利用して
いる団体の活動が継続できるよう、一部の部屋・
時間帯に「高齢者団体優先枠」を設けます。ま
た、他の世代との交流の機会の創出につなげるな
ど、高齢者にとっても新たな魅力のある施設とし
ていきます。

（8）図書館

（9）生涯学習施設
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143

昨年４月に小中一貫教育校、高円寺学園が開校し
たが、廃校となった杉四小の教育設備（築26年）
がほとんど活用されることなく放置されている。
何か欠落していたのか。

旧杉並第四小学校の跡地については、既存の建物
等を活用し、科学の拠点及び集会機能を整備する
計画です。令和５年度（2023年度）の開設に向け
て、令和２年度（2020年度）から実施設計を進
め、令和４年度（2022年度）からは改修工事を予
定しています。

144

科学館の廃止に反対である。 科学館は平成28年（2016年）３月に閉館していま
す。
令和５年度（2023年度）には、新たに「科学の拠
点」を旧杉並第四小学校跡地に開設する予定で
す。
科学の拠点は、日々進展する科学に触れ、いつ来
ても新たな発見が得られる参加型・体験型の企画
を提供するだけでなく、身近な地域の施設で学ぶ
出前型・ネットワーク型事業の拠点となります。

145

和田障害者交流館の稼働率が低いことを一因に有
効活用を検討するとあるが、和田障害者交流館、
視覚障害者会館はいずれも行きにくい場所にある
ので稼働率が下がる。便利なところであれば、人
も集まりやすいので、稼働率だけで判断しないで
ほしい。

和田交流館につきましては、障害者及びその支援
者の活動の場としての位置づけを確保しつつ、施
設の有効活用の観点から近隣の施設の状況を踏ま
えて検討していきます。
なお、視覚障害者会館は、第１次実施プランの取
組の対象とはなっていませんが、今後検討等を行
う際は、視覚障害者の自立支援施設であることを
考慮していきます。

146

自転車駐車場は公共交通を補完する大切な交通施
設である。再編整備に当たっては自転車ネット
ワーク計画に十分配慮しつつ、レンタサイクル・
シェアサイクルのポートとしても機能するような
施設に更新して頂きたい。レンタサイクル・シェ
アサイクルは、経営資源として、あるいは災害時
の足としても有効と考えられる。

区では、公共交通の機能補完、観光振興、災害時
の移動支援等の効果を検証するため、令和３年
（2021年）12月から一部の区立自転車駐車場や区
立公園でシェアサイクルの実証実験を行っていま
す。今後は、実証実験の効果を検証し、本格実施
に向けて検討していく予定です。

147

旧宮前自転車集積所は、数年前に廃止されたまま
になっており、区民の大切な土地を有効に活用し
てほしいと感じていた。今回の計画で、子供園の
改築での活用や、将来的には子ども・子育てプラ
ザが整備されることが分かり、活用方法が決まっ
たことは嬉しく思うが、実施スケジュールを見る
と、仮園舎の改築が令和６年度（2024年度）から
となっており、この間は、何に使われるのか。も
し、現在と同じ状態のままであるとすれば、２年
以上も何も使われないこととなり、非常にもった
いない。
この地域には公園が少なく、子どもたちが遊ぶ場
所が十分ではない。また、集積所の近隣には保育
園もあるため、公園や遊び場ができれば、子ども
たちにとっても地域にとっても憩いのスペースに
なると思う。基本方針でも、財産の有効活用が示
されており、仮設園舎を建てるまでの間、この土
地を有効に活用するよう地元の意見として要望す
る。
【他、同趣旨22件】

旧宮前自転車集積所跡地については、高井戸西子
供園を現地で改築するに当たり、仮園舎の用地と
して活用します。また仮園舎として活用した後の
建物は、（仮称）子ども・子育てプラザ宮前への
転用を見据えます。旧宮前自転車集積所跡地につ
いては、現在のところ区の資器材置場として活用
していますが、ご意見を踏まえ、用地のより一層
の有効活用を図るため、仮園舎を整備するまでの
間は、遊び場として整備することとし、計画案を
修正します。
〔資料2（6）区立施設再編整備計画No20、29ほ
か〕

（14）有料制自転車駐車場、自転車集積所

（11）障害者（児）施設
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148

子どもがバスケットボールが出来る屋外のゴール
ポストやミニコートが増えてほしい。スケート
ボード、ローラースケートができるスペースは、
他自治体の公園にはある。

杉並区では、ボールを使った遊びや運動は公園内
の球戯場で行うというルールにしていますので、
ご要望のバスケットゴールを作る場合は「球戯場
内」ということになります。
新たに公園を作る際や公園を作り変える際には、
色々な方からご意見を聞き、球戯場を作るかどう
か等の詳細を決めていますので、いただいたご意
見は、将来、公園を新設・改修する際の参考にさ
せていただきます。

（15）公園
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６　その他

No 意見概要 区の考え方

1

基本構想は、子ども・住民の人権への配慮もな
く、反対意見を取り入れずに一方的に決めたもの
である。この基本構想をもとに作られた計画は、
税金の無駄使い、住民を犠牲にした施策、住民の
将来の生活に禍根を残すものである。そればかり
か、行政、一部民間事業者、一部の利権がかかわ
る関係住民の間で政治的に決められ実行されるも
のである。これらの計画は直ちに基本構想から見
直すべきである。第3者のもとで基本構想を含
め、過去から抜本的に検証すべきである。
住民が要望しているのは住み続けられるまちづく
りである。行政が半世紀以上も前の、前時代的都
市計画にしがみつき、利益を得られる企業のため
に権力の乱用、政治的施策をすすめることはやめ
るべきである。
そもそも行政がすすめるべき計画は、区民の反対
意見を尊重し決められるべきであり、長期的視点
にたった安心して生活ができる将来を住民が見通
せるような計画にすべきである。区立施設のリス
トラ、必要のない道路拡張の推進、既存緑の破
壊、汚染地への小学校の移転などは、住民が希望
する社会に逆行する。行政がすすめるべき計画で
はない。

新基本構想は、公募区民や区内関係団体、学識経
験者、区議会議員の総勢42名からなる基本構想審
議会において検討され、区は、審議会の議論を最
大限尊重し、区議会の議決を経て、策定したもの
です。
基本構想の検討の過程においては、無作為抽出の
区民アンケートや中学生・外国人アンケート、若
者向けの区民懇談会の開催などにより、多様な意
見を聴取するほか、審議会でこれまでの基本構想
に基づく取組の検証も行いました。
こうした中で策定した新基本構想を実現するた
め、具体的な道筋として策定する総合計画等の取
組について、区民の理解促進に努めながら、着実
に推進していきます。

2

キャッチフレーズ「みどり豊かな　住まいのみや
こ」は再考すべきである。「みやこ」について言
葉の解説があるが、一般に馴染みのない解釈・用
法は避けるべきである。また、みどりの豊かさを
標榜する自治体は数多くあり、平凡である。
【他、同趣旨３件】

「みどり豊かな　住まいのみやこ」は、今後概ね
10年程度を展望した新たな基本構想に掲げる「区
が目指すまちの姿」になります。
検討に当たっては、杉並の個性や特徴を端的に表
し、覚えやすく伝わりやすいものをコンセプト
に、公募区民や区内関係団体、学識経験者、区議
会議員からなる基本構想審議会において、検討し
てきました。
この将来像には、みどりの豊かさを次世代につな
ぐとともに、区を特徴づける住宅都市というイ
メージをさらに発展させるなどといった意味合い
を込めており、区に関わるすべての皆さんと共有
できるよう、基本構想の周知に努めていきます。

3

長引く新型コロナウィルスの影響で人々は、貴重
な時間を損失してしまった。
これからアフターコロナの新時代が始まろうとし
ている。
自治体に住まわれる方々に明るい未来に向けて生
きていく活力と、働ける喜びを皆様で共有し、コ
ロナ前を彷彿とさせる明るい街づくりをしていく
ために、著名人から今後の未来に向けて明るい話
題の講演を受けてはいかがか。

総合計画等の策定の基となる基本構想は、今般の
コロナ禍など時代の変化を踏まえ検討してきたも
のであり、区民の夢と区政の未来を描く道しるべ
として策定したものになります。
杉並区の明るい未来に向けた道筋として策定した
基本構想の実現に向けて、総合計画・実行計画等
の取組を推進していきます。
なお、著名人に参加いただいての講演会の開催に
ついては、今後の取組の参考とさせていただきま
す。
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4

資金がないと言いながら福祉施設は減らし、道路
拡幅工事や駅前開発にはお金を回す土建行政体質
には疑問。それら開発は地元住民から猛反発され
ているのに地域の声を無視する行政。子ども、高
齢者、シングルマザーシングルファーザー、障害
者など社会的弱者の住みやすいまちを作るのが未
来につながるまちづくりだと思う。

5

区民福祉・区民のための区政に。企業の利益奉仕
の区政に反対する。区長のゴルフ行きが、現区政
の姿を映し出している。

6

駅近くの飲食店のほか、狭い道幅の両側に並ぶ個
人商店、昔の面影を残す喫茶店や古書店などが、
西荻窪を魅力のあるものにしていると感じる。区
民の陳情も無視し、児童館を壊し、まちの魅力を
破壊し、道幅を無駄に拡げ、タワーマンション作
りをめざす等々、区長のしてきたこと、しようと
することは到底認められない。現行の計画のほぼ
すべての廃止を求める。

7

杉並区を破壊するに等しい事業に荷担することに
関して思うところがあるのであれば、内部から声
を上げてほしい。道路拡幅も含め、これらの事業
は利権ありきではないか。罪の重さを考え直して
いただきたい。

8

富裕層がより富み、低所得層がますます低所得に
追い込まれる格差拡大が進んでいる。格差拡大に
歯止めをかける仕組みを計画にすべきである。

必要な方に、必要なサービスが確実に届くよう、
常に区民福祉の向上に努めていきます。また、各
分野が連携した総合的な子どもの貧困対策などに
も取り組んでいきます。

9

区長の公用車使用をめぐって芳しくない報道があ
る。健全で開かれた区政のためには、コンプライ
アンス体制の整備が必要と思う。

平成30年（2018年）８月に、「区長車の使用に関
する基準」を定め、区長車を使用できる場合を明
確に規定するとともに、使用履歴を記録すること
等を定めており、これに基づき適正に使用してい
ます。
なお、区は、コンプライアンス体制の強化の取組
として、財務に関する事務を対象に令和２年
（2020年）４月から地方自治法に基づく内部統制
制度を導入しており、今後対象事務の拡大の検討
を進めることとしています。

10

区長は緊急事態宣言下、群馬県で宿泊し、税金を
不明朗な形で使ったとのこと。また部長らも参加
して、利害関係のある業者とゴルフをしたとのこ
と。厳に慎んで、区議会で事情を明らかにしてほ
しい。
【他、同趣旨２件】

ご指摘の東京商工会議所杉並支部幹部会議は、主
催者である東京商工会議所杉並支部から「緊急事
態宣言下にあっても適切な感染症対策を講じるこ
とを前提に、今後の産業振興施策等について直接
の意見交換をしたい」との強い要請を受け、不要
不急には当たらないと判断し、区長及び関係部課
長が公務出張により出席したものです。当日の会
議では、今後の新型コロナ対策等の意見交換を行
い、第３回区議会定例会における中小企業資金融
資あっせん条例改正につながるなどの成果が得ら
れています。
この間、区議会において、当該出張の経緯、目的
及び支出内容等を丁寧に説明した際も、区長を除
く２名の管理職が休暇を取得した上で会議の翌日
に交流目的のゴルフコンペに参加したこと等は区
民の疑惑や不信感を招く行為ではないかとの指摘
を受けており、この点については区として真摯に
受け止めています。

本格的に到来する超高齢社会への対応や子育て支
援策の充実、首都直下地震等災害への備えなど、
山積する行政課題に着実に対応するとともに、新
たな行政需要にも迅速に対応しながら、引き続き
区民福祉の向上に向けて取り組んでいきます。
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11

過去に区内センターの主催で女性作曲家のコン
サートを開催したが、チラシに平和憲法を守るた
めの女性の視点という企画の意図が、男女共同参
画とは無関係とのことで削られた。二度と同じこ
とをしないでほしい。

ご指摘の事例は、平成28年度（2016年度）の男女
共同参画都市宣言20周年事業の一環として開催し
たコンサートプログラムの記載内容について、来
場者に男女共同参画の推進に資する事業であるこ
とをより分かりやすく伝える観点から、必要な修
正を依頼したものです。今後も同様のケースがあ
る場合は、適切に対応していく考えです。

12

区議会だよりを興味深く読んだ。二人の議員の方
の、座・高円寺に対する、根拠不明の誹謗中傷。
座・高円寺は、区という単位で持っている文化的
拠点として、非常に優れたものと思っていた。

杉並芸術会館（座・高円寺）は、高い専門性と独
自のノウハウをを有する指定管理者の下、舞台芸
術の創造と発信や地域に根差した芸術文化活動の
拠点として円滑に運営しており、平成26年度
（2014年度）に地域創造大賞（総務大臣賞）を受
賞するなど、対外的な評価を得ています。
なお、同会館の収支報告に係る住民監査請求は棄
却されており、その監査結果は区ホームページの
「住民監査請求 監査結果」のページで、区議会
会議録は区議会ホームページの「会議録」のペー
ジで、それぞれ詳細がご覧になれます。

13

商店街をいつも通っているが、床の鳩の糞が汚く
て、不潔である。
食品業者も多く、コロナの影響でドアを開けっ放
しにしているところもあり、糞だらけの床による
感染症も危惧される。
鳩よけに天井に、先のとがったスパイクのような
針金などを、設置していただけないか。

商店街における鳩のふん対策として、数百mにわ
たるアーケード全体にスパイクを設置することは
困難であるため、現在は各商店街による日常清掃
により対応しています。今後とも、より有効な対
策を図ることができるよう、各商店街と共に参考
となる他自治体の対策に係る情報収集等に努めて
いきます。

14

犯罪や非行をした人の立ち直りを支え、地域で孤
立させないため、関係機関との連携や支援を行う
包括的な体制の構築が必要不可欠である。このた
めには区内の更生保護活動を行っている団体を含
め、町会自治会、民生児童委員、青少年委員など
幅広い団体が連携をして犯罪や非行の防止と再犯
防止に向けた立ち直り支援の理解を深めることが
重要だ。そのため再犯防止推進法に基づく再犯防
止の推進・理解に向けたネットワークの立ち上げ
が有効であり、区内の様々な団体が行っている取
り組みの積み上げによる再犯防止が杉並区との協
働により実現するよう協議会の設置と実行計画へ
の明記を要望する。

地域の安全・安心を確保する上で、再犯を防止す
る取組は必要と考えています。今後、関係機関と
の連携など頂いたご意見を含め、区の個別計画を
策定する中で、再犯防止に効果的な取組につい
て、検討・調整を図る考えです。

15

杉並区ではコロナ感染で自宅に放置された患者が
死亡しているにもかかわらず行政の責任ある検証
は放棄されている。行政責任を明確にした施策を
再構築すべきである。

今後、同様事案の再発を防止するため、庁内関係
部課長による検証委員会を設置し、事実経過に関
して検証をしています。その結果、相談センター
の職員増員、相談記録に関する新システムの導入
などを新たな施策として取り組みました。

16

乳幼児家庭を対象とした政策を行っても、乳幼児
家庭が転出してしまえば採算がとれない。

区では、次代を担う子どもたちが未来への歩みを
進められるよう、各種取組を計画化しています。
今後も、子どもたちが、生まれ育った地域の中で
健やかに成長できるよう、子どもや子育てに関す
る支援策を引き続き推進していきます。
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17

「第二子の育休は29日間夫婦共に取った場合、第
一子の保育の必要性がなくなる」というルールを
改定してほしい。育休が半年までなら第一子の保
育の必要性はあると判断するなど、行政として正
しく判断してほしい。第一子の際に３ヶ月程度育
休を取得したが、第二子はそれができないという
のは、どういう理由があるのか。核家族化が進ん
でおり、近くに両親など頼りに出来る人がいない
家庭が多いと思う。企業は半年から1年近く育休
を取得して良い環境を作っているにも関わらず、
杉並区は時代遅れの感が否めない。現状、子育て
を母・父どちらかに強いる形を杉並区が作ってい
ることになる。子育てと仕事の自由度を上げ、よ
り男女ともに協力して育児・仕事に臨める地域社
会を作ってほしい。

認可保育所の利用には、子育て・子育て支援法に
基づく保育の必要性の認定が必要ですが、国が定
める認定基準においては、父母共に育児休業を取
得した場合に、その必要性を認めていません。
このような状況ですが、社会の状況に鑑み、区と
しては、出産後休暇取得後から最大29日間に限り
父母共に育児休業を取得する場合でも保育の必要
性を認めているところです。

18

明治大学前の歩道橋がかなり錆びついており、下
がすけて見える箇所が何箇所もある。かなりの人
数ここの歩道橋を利用しており万が一崩壊となっ
た場合の、被害は甚大だと予想される。国道にか
かる歩道橋なので国土交通省へお知らせされるこ
とが必要かと思うが、調査をお願いしたい。

過去に同様のご要望をいただいており、管理者で
ある国土交通省関東地方整備局東京国道事務所へ
対応するよう依頼しています。

19

事業の１つである「受動喫煙防止対策等の推進」
は、普及啓発だけでなく、路上禁煙区域面積の増
加と区有施設の喫煙場所の削減を進めるべきであ
る。

受動喫煙防止対策は、非喫煙者に対する喫煙者の
配慮行動が重要であることから、引き続き、喫煙
者が法令やマナーを守って喫煙できるよう普及・
啓発に努めていきます。
また、非喫煙者、喫煙者の双方に配慮し、公共の
場所での受動喫煙を防ぐため、「公衆喫煙場所」
を整備し、分煙化を推進していきます。

20

学校警備を強化してほしい。以前のように警備員
は常駐にしてほしい。先生や事務の人だけでは手
が足りない、また万が一の際に不安。正職員とし
て警備員を一校に１人配置してほしい。
【他、同趣旨３件】

区では、小学校における不審者対策として、児童
が登下校を行う時間帯に校門に警備員を配置し、
それ以外の時間帯は電気錠による施錠管理を行っ
ています。
今後も警察とも連携した区内巡回等を含め、児童
の安全・安心を守る対策をとってまいります。

21

夏のパラリンピック観戦の時、子どもたちの感染
が懸念されるなか強行的に実行し、保護者に参加
の判断を押し付けたことに深く絶望した。

パラリンピック競技大会の観戦は、児童・生徒に
とってかけがえのない貴重な体験となる教育的価
値の高い活動であると認識し、保護者に対し感染
症対策をお知らせした上でご判断いただき、参加
を希望する児童・生徒の思いを叶えるべく、実施
したものです。

22

今の学校は公立でも結構な金額の負担が出てい
る。特にコロナ禍で疲弊している家族には大きな
負担になる。私費負担軽減のための予算化をして
ほしい。

区立小学校においては、従来私費負担であった教
材費や校外学習における児童の入場料等について
予算化し、保護者負担の軽減を図っています。区
立中学校においては、教材費の一部を予算化して
いますが、引き続き各学校において必要な教材等
を精査し、保護者負担軽減について検討していき
ます。
なお、経済的理由により就学困難と認められる児
童・生徒について、学校で必要な費用の一部をそ
の保護者に対して支給しています。
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23

私費負担軽減のための予算化をしてほしい。就学
援助ラインの家庭がたくさんある。コロナ禍の状
況もあるが、私費負担の現状調査をしてほしい。

区立小学校においては、従来私費負担であった教
材費や校外学習における児童の入場料等について
予算化し、保護者負担の軽減を図っています。区
立中学校においては、教材費の一部を予算化して
いますが、引き続き各学校において必要な教材等
を精査し、保護者負担軽減について検討していき
ます。
なお、経済的理由により就学困難と認められる児
童・生徒について、学校で必要な費用の一部をそ
の保護者に対して支給しています。
また、私費負担の現状調査については、教育委員
会では年１回の調査及び私費負担となる使用教材
等について各校から届出を受けており、現状を把
握しています。

24

意見をメールで受けるのも、誰かが集計して処理
しているアナログなやり方であり、やめてほし
い。

意見提出方法の充実や区民の利便性などの観点か
ら、メールでも意見を受け付けているところで
す。提出された意見を効率的に集約できるよう、
デジタル技術の活用等について、今後研究してい
きます。
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